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（社）日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）

 沿革
1962年4月 日本データ・プロセシング協会創立
1992年7月 （社）日本情報システム・ユーザー協会に拡充改組

 役員
理事44名 監事2名
会 長 石原 邦夫 東京海上日動火災保険株式会社 取締役会長

 事務局
専務理事 細川 泰秀
常務理事 原田 俊彦
所在地 東京都中央区日本橋堀留町1-10-11

 会員数 ：872社 （2010年4月1日現在）
正会員 ：178社 （2009年4月から＋7社）
賛助会員 ：141社 （2009年4月から－1社）
Pﾏｰｸ会員 ：553社 （2009年4月から＋288社）
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JUAS活動関係図 ﾕｰｻﾞｰの要求が未来を切り拓く
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フォーラム
・部門経営フォーラム（４）
・グループ会社経営フォーラム（２＋１☆）
・ＩＴ企業ＴＯＰフォーラム（２＋１☆）
・ＣＩＯフォーラム（３）

（関西）・IT企業TOPフォーラム関西
・IT部門経営フォーラム関西
・ＩＴ企画推進フォーラム関西
・ITグループ会社フォーラム関西

研究会
・ＩＴ戦略研究会
・人材育成研究会
・情報共有研究会
・システム運用研究会
・企業リスクマネジメント研究会
・ユーザーＩＴ活用研究会

研究プロジェクト
・システム開発・保守ＱＣＤ向上プロジェクト
・サービス・サイエンス研究プロジェクト
・問題感知力研究プロジェクト☆
・ＯＳＳ活用研究プロジェクト●
・ＵＶＣ研究プロジェクト●（User Vender Collaboration）

・要求工学研究プロジェクト● （ＲEＴ:Requirements Engineering Technology）

・グローバルＩＴ研究プロジェクト●
・ソフトウェア機能継承プロジェクト●
・ＳＥの聞く力・話す力技術研究プロジェクト●

オープンセミナー

オーダーメイド研修

教材開発・出版

ＪＵＡＳスクエア
（運営・企画・プロデュース委員会）

研修事業
会員活動

調査事業
・企業IT動向調査
・ソフトウェアメトリックス

システムリファレンス
マニュアル
（普及推進）

・京都スクエア

・ITガバナンス2009

政策研究会
・技術委員会
・情報セキュリティ委員会
・重要インフラの信頼性
・IT経営協議会

（CIO戦略フォーラム）
ITを活用した経営改善事例分析WG ●
バリューチェーン効率化WG ●
ユーザー・ベンダーのパートナーシップWG ●
CIO人材育成WG ●

会員研修会
・ＪＵＡＳアカデミー

・セキュリティセンター
プライバシーマーク審査

・ＵＩＳＳセンター
ユーザー版（IT人材育成）

公開事業

海外研修

●：2008年度以前完了
☆：2009年度新設

プラザ
・JUASプラザ☆
・IT匠プラザ
・エルプラザ

イノベーション
経営カレッジ

記者発表会



JUAS会員数とJUAS活動への参加人数の推移
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03年4月 04年4月 05年4月 06年4月 07年４月 08年4月 09年4月 10年4月

正会員 １１８社 １２８社 １３０社 １４６社 １５２社 １７１社 １７０社 １７８社

賛助会員I １０４社 １１４社 １１４社 １２１社 １２４社 １３７社 １４３社 １４１社

賛助会員II ─ ─ ─ ─ ４社 ３７社 ２６５社 ５５３社

合計 ２２２社 ２４２社 ２４４社 ２６７社 ２８０社 ３４５社 ５７８社 ８７２社

314 295 115 254

302 306 158 212

295 245 134 114

257 255 125 128

205 230 131 100

158 221 95 106

118 219 44 59

55 180 30 59

67 152 0 73

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900 1000
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（580名）

2005年度
(666名）

2006年度
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2007年度
（788名）

2008年度
（978名）

2009年度
（978名）

JUAS研究活動参加者数推移

フォーラム・プラザ 研究会 研究プロジェクト その他
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ソフトウェアメトリックス プロジェクト

Software metrics project （2004～）

・開発・保守・運用の知見の深堀

・JUAS内のプロジェクトチームが基盤

・調査内容は詳細だが、データ量が少ない（約200社）

重要インフラ・システム プロジェクト

High Reliability system project （2008～）

・高信頼性確保のためのActivityと評価値

・全業種横断

企業IT動向調査（1994～）

・広範なアンケートとインタビュー

・データ量は多い（約1000社）

・全業種、多階層

他の研究会、セミナー、調査との
インターフェース

（C）JUAS 2010

＜調査の概要＞
JUASにおける企業IT動向調査の位置付け

5
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企業IT動向調査2010（2009年度調査）の概要
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アンケート調査
定点観測＋重点テーマ

11月に実施

インタビュー調査
重点テーマ中心に

09年11月～10年2月に実施

• 94年度以来過去16年間継続して実施、
経年変化をふまえた分析

• アンケートとインタビューの複合効果
• IT部門だけでなく、利用部門にも調査
• 年度別に、重点テーマを設定

・ユーザー企業IT部門長：52社

JUAS調査の特徴

• 経営環境の変化に対応したIT活用

• システムの信頼性・安定性の確保

今回の重点テーマ

調査報告
2010年4月発表

• ユーザー企業IT部門4000社対象 24P
有効回答：1026社（回答率26％）

• 経営企画部門：4000社対象 8P
有効回答：953社（回答率24％）

調査委員会、調査部会
による分析

追加調査
ＩＴ予算 ３月に実施

• ユーザー企業IT部門
866社対象 1P
有効回答：255社
（有効回答率29％）

記者発表会
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①経営環境の変化に対応したIT活用

2009年3月の企業IT動向追加調査によれば、IT投資を抑える企業比率が、IT投資を
積極的に行う企業比率を大幅に上回り、DI値が▲35にまで低下して、きわめて厳しい経
済環境が浮き彫りになった。幸いにもIT技術革新は歩みを止めておらず、仮想化技術、
SaaSさらにはクラウドコンピューティングなど新しい萌芽が誕生している。今後は、これ
らを企業競争力の強化に結びつけることが期待されている。
2009年度は、ITを経営環境の変化にどう活用していくべきか、実態と課題を調査す

る。

②システムの信頼性・安定性の確保

ITが広く社会に利用され生活に幅広く関係してくるに従い、ささやかな障害もマスコミに
取り上げられ、システムの信頼性・安定性がより重要視されている。2008年度の企業IT
動向調査にて、システムダウン時間を日米で比較したところ、日本の大企業の障害によ
る基幹系システム停止時間は月間1.3時間で北米の大企業に比べると信頼性が格段に
高いことが判明した。
2009年度は、システムベンダーとの契約方法なども含め、多方面からシステムの信頼

性・安定性の確保に関する現状と課題を整理する。

企業IT動向調査2010（2009年度調査）の重点ﾃｰﾏ

（C）JUAS 2010

記者発表会



主な調査結果

（C）JUAS 2010

1．回答企業のプロフィール

2．重点テーマ1 経営環境の変化に対応したIT活用

3．重点テーマ2 システムの信頼性・安定性の確保

4．2009年度の企業の主なIT動向

10
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ｱﾝｹｰﾄ回答企業の業種
母集団の構成は08年度とほぼ同じと言える
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=1026）

08年度（n=864）

09年度（n=953）

08年度（n=746）

IT
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門
経

営
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

40 4% 28 3% 197 19% 183 19%

76 7% 83 9% 53 5% 69 7%

76 7% 53 6% 26 3% 26 3%

5 0% 4 0% 38 4% 42 4%

20 2% 19 2% 12 1% 12 1%

55 5% 39 4% 10 1% 3 0%

44 4% 33 3% 19 2% 21 2%

59 6% 41 4% 97 9% 111 12%

67 7% 64 7% 35 3% 50 5%

84 8% 61 6% 13 1% 11 1%20．その他

11．商社・流通・卸売・小売

12．銀行・保険・証券・信販

13．不動産・倉庫

14．運輸

15．通信・通信サービス

16．電気・ガス・水道

17．放送・新聞・出版・印刷・映

18．サービス業

19．情報処理業

ＩＴ部門
非製造業

企業数

経営企画部門

4．石油・石炭・ゴム

企業数

ＩＴ部門 経営企画部門

9．電気機械製造

10．その他製造

製造業

1．農林・水産・食品

2．建設・土木・鉱業

3．化学・薬品

5．繊維関連・紙・木材

6．鉄・非鉄金属・窯業

7．輸送機器・関連部品

8．一般機械製造

記者発表会

※「IT部門」とはIT部門からの回答を、
「経営企画部門」は経営企画部門からの回答を示す。以下同様
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企業IT動向調査では06年度から
20業種を「7業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ」にまとめて業種の特性を分析
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19%

5% 8%

8%

17%

21%7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＩＴ部門（n=1026)

経営企画部門（n=953)

一次産業 素材製造 機械製造 商社・流通 金融 重要インフラ サービス

業種グループ名
IT部門 経営企画部門

属する業種
件数 ％ 件数 ％

A ．一次産業 116 11% 111 12% 1．農林・水産・食品 2．建設・土木・鉱業

B ．素材製造 156 15% 115 12%
3．化学・薬品 4．石油・石炭・ゴム

5．繊維関連・紙・木材 6．鉄・非鉄金属・窯業

C．機械製造 254 25% 199 21%
7．輸送機器・関連部品 8．一般機械製造

9．電気機械製造 10．その他製造

D ．商社・流通 197 19% 183 19% 11．商社・流通・卸売・小売

E ．金融 53 5% 69 7% 12．銀行・保険・証券・信販

F ．重要インフラ 79 8% 78 8%
14．運輸 15．通信・通信サービス

16．電気・ガス・水道 17．放送・新聞・出版・印刷・映画

G ．サービス 170 17% 198 21%
13．不動産・倉庫 18．サービス業

19．情報処理業 20．その他

記者発表会



ｱﾝｹｰﾄ回答企業の従業員数（業種ｸﾞﾙｰﾌﾟ別）
「商社・流通」「ｻｰﾋﾞｽ」は、規模の小さい企業が多い

（C）JUAS 2010 13

業種グループ別 従業員数
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全体（n=1013)

一次産業（n=115)

素材製造（n=153)

機械製造（n=252)

商社・流通（n=197)

金融（n=52)

重要インフラ（n=77)

サービス（n=167)

全体（n=949)

一次産業（n=109)

素材製造（n=115)

機械製造（n=198)

商社・流通（n=183)

金融（n=69)

重要インフラ（n=77)

サービス（n=198)

IT
部

門
経

営
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画
部
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100人未満 100～299人 300～499人 500～999人 1,000～4,999人 5,000人～9,999人 10,000人以上
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16%

40%

51%

18%

28%

19%

16%

12%

12%

51%

20%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度実績（n=940)

07年度実績（n=819)

06年度実績（n=623)

増収増益 増収減益 減収増益 減収減益

ｱﾝｹｰﾄ回答企業の業績（IT部門）
08年度の業績は大幅に悪化し、「減収」組が1/3から2/3へ

（C）JUAS 2010 1414

08年度業績（対07年度） （IT部門）
記者発表会



ｱﾝｹｰﾄ回答企業のCIOの有無（IT部門）
09年度調査は「CIOの有無」別の分析を充実させた

（C）JUAS 2010 1515

企業規模別 CIOの
有無（IT部門のみ） 5%
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IT部門・業務を担当する役員がそれにあたる

CIOはいない、あるいは“CIO”に対する実質的な認識はない

売上高別 CIOの
有無（IT部門のみ）

記者発表会
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CIOはいない、あるいは“CIO”に対する実質的な認識はない



4. 2009年度の企業の主なIT動向

（C）JUAS 2010

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 経営環境の変化に対応したIT活用

①新テクノロジの導入と評価
②グリーンIT

3. 重点テーマ2 システムの信頼性・安定性の確保
①契約
②情報システムの信頼性

4. 2009年度の企業の主なIT動向
①IT予算
②IT投資・評価
③IT推進組織
④IT人材
⑤システム開発とシステム運用
⑥ITの導入と評価（ハードウェア）
⑦リスクマネジメント（情報セキュリティ・内部統制・BCP・IFRS）
⑧ITを活用したビジネスイノベーション

161616

二大報告会



＜新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの導入状況・導入目的＞
新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・ITｻｰﾋﾞｽ 1/2

1. プライベート・クラウド 企業内に構築したクラウド利用サービス（自社データセンターでクラウド基
盤を用意し、社内・グループ企業における各利用部門が必要な時に簡素
な手続きでそれを利用する形態）

2. パブリック・クラウド
（IaaS/PaaS/SaaS）

一般向けクラウド利用サービス。IaaS:CPU、ストレージ資源、PaaS:アプ
リケーション実行・開発環境、SaaS:業務アプリケーション（ASPの発展形
） に分類される

3. 仮想化（クライアント/サーバー/
ストレージ）

プロセッサやメモリ、ディスク、通信回線など、コンピュータを構成する資源
を、物理的構成に拠らず柔軟に分割したり統合したりすること

4. NGN（次世代ネットワーク）
(Next Generation Network)

従来の電話回線とは異なり、インターネットで利用されているIP（Internet 
Protocol）使って、固定電話、携帯電話、インターネットなどを統合した新
しいネットワーク

5. ユニファイド・コミュニケーション

(Unified Communications )
これまで個別に提供されていた音声（アナログ電話／IP電話）、テキスト（
メール／インスタントメッセージ）、動画（Web会議／ビデオ会議）、データ
通信となどのコミュニケーション手段をIPネットワーク基盤上で統一し、
TPOに応じて効果的に活用するソリューション

6. RFID
(Radio Frequency 

Identification)

RFIDタグに記憶された個別情報を、無線通信によって読み書きする自動
認識システム

7. E-ラーニング PCやネットワークといった情報技術（IT）を活用した教育の仕組み

17

記者発表会
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新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ・ITｻｰﾋﾞｽ 2/2

8. ビジネスインテリジェンス
（Business Intelligence：BI）

企業内外の事実に基づくデータを、組織的かつ系統的に蓄積・分類・検索
・分析・加工して、ビジネス上の各種の意思決定に有用な知識や洞察を生
み出すという概念や仕組み、活動、それらを支えるシステムやテクノロジ

9. オープンソースソフトウェア

（Open Source Software
：OSS）

ソフトウェアの設計図にあたるソースコードを、インターネットなどを通じて
無償で公開し、誰でもそのソフトウェアの改良、再配布が行なえるようなソ
フトウェア

10.エンタープライズアーキテクチ
ャ
（Enterprise Architecture：EA）

大企業や政府機関などといった巨大な組織(enterprise)の業務手順や
情報システムの標準化、組織の最適化を進め、効率よい組織の運営を図
るための方法論。あるいは、そのような組織構造を実現するための設計思
想・基本理念(architecture)

11.サービス志向アーキテクチャ
（Service-Oriented 
Architecture:SOA）

ビジネスプロセスの構成単位に合わせて構築・整理されたソフトウェア部
品や機能を、ネットワーク上に公開し、これらを相互に連携させることによ
り、柔軟なエンタープライズ・システム、企業間ビジネスプロセス実行システ
ムを構築しようというシステムアーキテクチャー

18
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二大報告会
二大報告会

参考資料

出典：JUASスクエア2009
日本電気㈱講演
「所有から利用へ、ITのパラダイムシフトがもたらすもの」資料
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クラウドの主なサービス形態クラウドの主なサービス形態

PaaS
Platform

as a Service

SaaS
Software 

as a Service

IaaS
Infrastructure

as a Service

業務プロセス業務プロセス

アプリ

ミドル

OS

ハード

業務プロセス業務プロセス

アプリ

ミドル

OS
ハード

業務プロセス業務プロセス

アプリ

ミドル

OS
ハードベンダ資産

お客様資産

業務プロセス業務プロセス

アプリ

ミドル

OS
ハード

ハウジング

お客様から
見える境界

記者発表会

参考資料

出典：第14回ITサービスサミットジャパン 講演「お客様の新
しいビジネスを創出する富士通のクラウドサービス」資料より



＜新規ﾃｸﾉﾛｼﾞｰの導入状況・導入目的＞
導入が進むＩＴ基盤の仮想化、取り組みはｻｰﾊﾞｰ・ｽﾄﾚｰｼﾞから
ｸﾗｲｱﾝﾄへと拡大、ｸﾗｳﾄﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾃｨﾝｸﾞは話題先行の感

（C）JUAS 2010

新規ﾃｸﾉﾛｼﾞの
導入状況 5%

1%

1%

8%

10%

31%

13%

2%

4%

6%

31%

24%

16%

5%

5%

16%

11%

12%

19%

26%

34%

34%

20%

17%

18%

20%

25%

19%

16%

20%

79%

87%

87%

74%

65%

35%

53%

77%

79%

76%

49%

51%

65%

79%

75%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①プライベート･クラウド（n=969）

②パブリック･クラウド（IaaS）（n=964）

③パブリック･クラウド（PaaS）（n=966）

④パブリック･クラウド（SaaS）（n=968）

⑤仮想化（クライアント）（n=971）

⑥仮想化（サーバー）（n=975）

⑦仮想化（ストレージ）（n=966）

⑧NGN（次世代ネットワーク）（n=965）

⑨ユニファイド･コミュニケーション（n=968）

⑩RFID（n=967）

⑪E-ラーニング（n=974）

⑫ビジネスインテリジェンス（BI）（n=971）

⑬オープンソースソフトウェア（OSS）活用（n=968）

⑭エンタープライズアーキテクチャ（EA）（n=964）

⑮サービス志向アーキテクチャー（SOA）（n=963）

導入済み（試験導入含む） 検討中 未検討

21

・列挙したテクノロジの中で、
取り組み度合いが相対的に
高かったのは、「仮想化」 「Ｅ-
ラーニング」 「ビジネス・イン
テリジェンス（BI）」であった。

・一方、昨今メディアへの露出
が増えている「クラウド・コン
ピューティング」への取り組み
は、関心こそ総じて高いもの
の、実装にまで移している回
答は少ない。
ここに、ITベンダーやプロバイ
ダーの過熱気味ともいえるプ
ロモーションとは相反する結
果が見られる。

記者発表会



導入目的は「ｺｽﾄ削減」が大勢を占める（「仮想化（ｻｰﾊﾞ
ｰ・ｽﾄﾚｰｼﾞ）」の8割、「OSS」の7割、「ｸﾗｳﾄﾞ化」の6割）

（C）JUAS 2010

新規ﾃｸﾉﾛｼﾞの
導入目的 62%

63%

59%

61%

55%

80%

80%

42%

29%
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23%
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70%
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23%
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0%

0%
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33%
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11%

33%

36%

1%
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3%

1%

1%

1%

4%

5%

9%

7%

8%

1%

3%

7%

19%

23%

23%

15%

28%

9%

9%

27%

21%

22%

35%

18%

18%

39%

33%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①プライベート･クラウド（n=275）

②パブリック･クラウド（IaaS）（n=206）

③パブリック･クラウド（PaaS）（n=212）

④パブリック･クラウド（SaaS）（n=317）

⑤仮想化（クライアント）（n=374）

⑥仮想化（サーバー）（n=615）

⑦仮想化（ストレージ）（n=454）

⑧NGN（次世代ネットワーク）（n=267）

⑨ユニファイド･コミュニケーション（n=266）

⑩RFID（n=273）

⑪E-ラーニング（n=484）

⑫ビジネスインテリジェンス（BI）（n=465）

⑬オープンソースソフトウェア（OSS）活用（n=360）

⑭エンタープライズアーキテクチャ（EA）（n=245）

⑮サービス志向アーキテクチャー（SOA）（n=271）

コスト削減 売上の向上 業務プロセスの改善 顧客満足の向上 その他

22

・仮想化への取り組み目的
には「コスト削減」をあげる
企業が圧倒的に多い。

・アンケート調査と並行して
行われたインタビュー調査
結果を見ても、IT運用管
理・保守コストの削減、IT
資産（ハードウェア）調達コ
ストの削減を仮想化に期
待する意見が多い。

・昨今の経済低迷が、仮想
化への取り組みをさらに後
押しさせていると推察する。

記者発表会



事業規模が大きい企業ほど仮想化（ｻｰﾊﾞｰ）への取り組みが積極化
全体では「導入済・検討中」が2/3(65％）だが、売上高1兆円以上で
は「導入済･検討中」が97％

（C）JUAS 2010 23

仮想化（ｻｰﾊﾞｰ）の
導入状況（売上高別、
業種グループ別）

31%

18%

26%

49%

73%

36%

31%

34%

23%

30%

34%

31%

34%

28%

38%

35%

24%

34%

35%

35%

37%

30%

30%

34%

35%

54%

36%

16%

2%

30%

33%

31%

40%

40%

36%

35%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=975）

100億円未満（n=215）

100～1000億円未満（n=503）

1000億～1兆円未満（n=183）

1兆円以上（n=41）

一次産業（n=113）

素材製造（n=150）

機械製造（n=243）

商社・流通（n=184）

金融（n=50）

重要インフラ（n=73）

サービス（n=161）

売
上

高
別

業
種

グ
ル

ー
プ

別

導入済み 検討中 未検討

仮想化（サーバー）

・企業のコンピューティン
グ資源は、季節変動的な
ワークロード増加への対
応を除けば、その多くが
「休眠」しているという民
間調査の指摘もある。

・一時期のサーバー統合
やオープン化などへの対
応が一段落した企業から、
さらなるIT基盤の効率化
を目指して、仮想化に本
格的に取り組むケースが
増えていることが、今回
の調査結果から読み取
れる。

記者発表会



事業規模が大きい企業ほどﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ｸﾗｳﾄﾞへの取り組みが進んで
いる、全体では「導入済・検討中」が2割だが、売上高1兆円以上では
「導入済・検討中」が2/3

（C）JUAS 2010

プライベート・クラウドの
導入状況（売上高
別、業種グループ別）

24

プライベート・クラウド

5%

2%

3%

12%

18%

9%

5%

5%

2%

4%

7%

6%

16%

8%

11%

30%

49%

13%

16%

17%

11%

16%

28%

16%

79%

90%

85%

59%

33%

78%

79%

78%

87%

80%

65%

78%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=969）

100億円未満（n=214）

100～1000億円未満（n=501）

1000億～1兆円未満（n=182）

1兆円以上（n=39）

一次産業（n=114）

素材製造（n=146）

機械製造（n=245）

商社・流通（n=182）

金融（n=49）

重要インフラ（n=72）

サービス（n=160）

売
上

高
別

業
種

グ
ル

ー
プ

別

導入済み 検討中 未検討

・プライベート・クラウドは、
パブリック・クラウドより導
入が進んでいるように見
受けられる。

・事業規模が大きい企業
群ほどクラウド・コンピュー
ティングへの取り組みは高
まる。
大企業ほどIT基盤の効率
化効果に対する要求が強
いからであろう。

記者発表会



事業規模が大きい企業ほどﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞへの取り組みが進んで
いる、全体では「導入済・検討中」が3割弱だが、売上高1兆円以上で
は「導入済・検討中」が5割強

（C）JUAS 2010 25

パブリック・クラウド
（SaaS)の導入状況
（売上高別、業種グ
ループ別）

8%
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46%

71%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=968）

100億円未満（n=215）

100～1000億円未満（n=501）

1000億～1兆円未満（n=180）

1兆円以上（n=39）

一次産業（n=114）

素材製造（n=147）

機械製造（n=244）

商社・流通（n=182）

金融（n=49）

重要インフラ（n=72）

サービス（n=159）

売
上

高
別

業
種

グ
ル

ー
プ

別

導入済み 検討中 未検討

パブリック・クラウド（SaaS）

・企業がクラウド・コン
ピューティングを導入する
目的には、仮想化と同様
に「コスト削減」が大勢を
占めており、IT運用管理・
保守コストやIT資産調達
コストの削減に期待が集
まっている。

・ビジネス・スピードや変
化に即して、「弾力的な」
IT資源提供が可能になる
という点に関心を寄せる
企業も多い。

記者発表会



24%

7%

22%

45%

58%

28%

35%

23%

22%

27%

26%

31%

25%

22%

25%

26%

25%
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19%

34%

51%

71%

53%

29%

18%

50%

43%

53%

51%

57%

55%

35%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=971）

100億円未満（n=215）

100～1000億円未満（n=502）

1000億～1兆円未満（n=182）

1兆円以上（n=40）

一次産業（n=114）

素材製造（n=150）

機械製造（n=243）

商社・流通（n=181）

金融（n=49）

重要インフラ（n=73）

サービス（n=161）

売
上

高
別

業
種

グ
ル

ー
プ

別

導入済み 検討中 未検討

ビジネスインテリジェンス（BI）

BIは先行き不透明な経営環境を見通す「眼」として改めて注目される
全体では導入済・検討中が半数で、大企業ほど導入率が高くなる
現在は、主に社内情報（例：財務会計情報）が活用対象

（C）JUAS 2010 26

ビジネスインテリジェンス
（ＢＩ）の導入状況（売上
高別、業種グループ別）

・BIが改めて注目されている理
由は、様々な情報を最大限駆
使することによって、確実性の
乏しい経営環境の中から、新た
な機会やリスクの「予兆」をいち
早く発見し、ビジネスの成長に
役立てたいためと推察できる。

・情報活用の最適化には、対象
となる経営情報の一元管理が
実現していることが前提だが、
大企業を中心にERPの導入が
一巡していることもBIの導入活
用を促す契機になっていると考
えられる。

記者発表会



<ﾕｰｻﾞｰ企業の 「SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞ」に対する見解 >
既に1割の企業利用しているが、5割の企業では利用予定なし

（C）JUAS 2010 2727

IT部門のSaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯ
ｸ･ｸﾗｳﾄの利用・導入検討
状況（企業規模別）

経営企画部門のSaaSまたは
ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞの利用・導入
検討状況（企業規模別）

10%

9%

7%

13%

3%

3%

3%

5%

5%

5%

4%

8%

30%

24%

30%

36%

52%

59%

56%

38%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=988）

300人未満（n=316）

300～1000人未満（n=359）

1000人以上（n=302）

利用している 検討中（1年以内の利用予定） 検討中（2～3年以内の利用予定）

検討中（利用時期未定） 利用予定なし

9%

8%

8%

13%

2%

1%

2%

2%

4%

3%

3%

7%

27%

24%

27%

30%

59%

64%

61%

48%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=919）

300人未満（n=344）

300～1000人未満（n=316）

1000人以上（n=255）

利用している 検討中（1年以内の利用予定） 検討中（2～3年以内の利用予定）

検討中（利用時期未定） 利用予定なし

27

・「SaaSまたはパブリック・クラウド」
の名前は浸透してきたものの、主
流の形態となるには、まだ時間が
かかるものと考える。

・経営企画部門の回答は「利用予
定なし」がＩＴ部門に比べ１割多い。
経営企画部門には「SaaSまたは
パブリック・クラウド」はまだ知られ
ていないともいえる。

記者発表会



どの業種ｸﾞﾙｰﾌﾟも1割前後の企業が「SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯ
ｸ・ｸﾗｳﾄﾞ」を利用、利用率が高い業種は「一次産業」
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SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞ
利用・導入検討状況
（業種グループ別）
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14%

9%

7%

12%

12%

7%

9%

4%

3%

4%

4%

2%

5%

3%

9%

4%

6%

4%

6%

1%

7%

22%

23%

29%

36%

29%

36%

34%

51%

61%

55%

44%

52%

51%

47%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=113）

素材製造（n=151）

機械製造（n=245）

商社・流通（n=187）

金融（n=52）

重要インフラ（n=75）

サービス（n=164）

利用している 検討中（1年以内の利用予定） 検討中（2～3年以内の利用予定）

検討中（利用時期未定） 利用予定なし

・一次産業に含まれる建設業で
は、労務管理などの企業の差別
化にならない業務にSaaSを利用
する動きがあるそうである。
このようなことが、一次産業の利
用率を押し上げているのかもし
れない。

二大報告会



「SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞ」の利用に際して
応答時間の要件は「3秒以内」を期待する企業が2/3

（C）JUAS 2010

SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞ
を利用してみたい応答時間
（企業規模別）

SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞ
を利用してみたい応答時間
（業種グループ別）
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23%

14%
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51%

48%

51%
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24%

20%

24%

28%

8%

8%

8%

7%

0%

0%

0%

0%

2%

1%

3%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=633）

300人未満（n=191）

300～1000人未満（n=225）

1000人以上（n=209）

1秒未満 1～3秒 4～5秒 10秒以内 それ以上 その他

12%

7%

19%

23%

13%

9%

15%

55%

51%

52%

44%

50%

52%

52%

22%

28%

22%

25%

19%

30%

24%

9%

9%

6%

7%

16%

5%

8%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

3%

4%

2%

1%

3%

5%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=69）

素材製造（n=96）

機械製造（n=153）

商社・流通（n=123）

金融（n=32）

重要インフラ（n=44）

サービス（n=115）

1秒未満 1～3秒 4～5秒 10秒以内 それ以上 その他

29



「SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｸﾗｳﾄ」ﾞの利用者の2割は「10秒以
内」の応答時間でも許容範囲

（C）JUAS 2010 3030

SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞ
を利用してみたい応答時間
（利用者・利用予定者別）

30

11%

10%

44%

49%

27%

35%

17%

3%

0%

0%

1%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している（n=90）

検討中（1～３年以内
の利用予定）（n=79）

1秒未満 1～3秒 4～5秒 10秒以内 それ以上 その他

・これは、利用前に検討した応答
時間の要件よりも、利用後に判
明した応答時間の要件の方が低
いことを示しており、検討時点で
応答時間の要件を必要以上に
高く設定した企業もあると思われ
る。

⇒ユーザー企業は、業務上必要な応答時間を見極め、それに見合ったサービスを選定するこ
とが、「SaaSまたはパブリック・クラウド」を有効に活用するコツであろう。

なお、今回のアンケートでは具体的なシステム例を明記していないため、１１年度以降はシステ
ムの特性とも関連した分析を行いたい。



「SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞ」の利用に際して「稼働率99.99％ﾚﾍﾞﾙ」
を期待する企業が45％、 「稼働率99.9％程度」を期待する企業が38
％、期待する稼働率はその企業のｼｽﾃﾑ稼働率の目標値に依存

（C）JUAS 2010 3131

SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞ
の使用不能時間
（企業規模別）

基幹システムのシステム
稼働率の目標値別

SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸﾗｳﾄﾞ
の使用不能時間

31

45%

43%

48%

43%

38%

35%

35%

43%

11%

17%

10%

9%

4%

4%

4%

2%

0%

0%

1%

0%

2%

1%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=676）

300人未満（n=206）

300～1000人未満（n=244）

1000人以上（n=218）

4分以内/月（稼働率99.99％レベル） 40分程度/月（稼働率99.9％程度）

3～4時間程度/月（稼働率99.5％程度） 7時間程度/月（稼働率99％程度）

それ以上 その他

56%

37%

34%

41%

7%

14%

1%

6%

0%

1%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

99.99％以上の目標（n=274）

99.99％未満の目標（n=174）

4分以内/月（稼働率99.99％レベル） 40分程度/月（稼働率99.9％程度）

3～4時間程度/月（稼働率99.5％程度） 7時間程度/月（稼働率99％程度）

それ以上 その他

・現在の主要SaaSベンダー各社
におけるサービス稼働率は、ス
リーナイン（99.9％）が一つの目安
であり、99.99％レベルの稼働率を
求めるユーザー企業とは、ギャッ
プがあると言えよう。

二大報告会



「SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｸﾗｳﾄﾞ」の魅力は｢ﾊｰﾄﾞ・ｿﾌﾄの購入、
導入、保守が不要」と「安価にｻｰﾋﾞｽを利用できる」こと

（C）JUAS 2010 3232

SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･
ｸﾗｳﾄﾞの魅力

32

37%

37%

10%

4%

3%

3%

2%

2%

0%

0%

2%

11%

16%

9%

9%

8%

7%

6%

2%

0%

0%

8%

9%

18%

13%

10%

10%

15%

10%

4%

1%

1%

31%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

ハードウェア、ソフトウェアの購入、導入、保守が不要

安価にサービス（アプリケーション）を利用できる

開発なしでアプリケーションが利用可能

需要の増減に応じたHW、SW利用の拡大・縮小が容易

急激な処理量の増加（縮小）に迅速に対応できる

障害対応が充実している

24時間365日サービスが利用できる

自社運用よりセキュリティ対策が安心である

一定期間しか使用しないアプリケーションがある

他社が利用している

その他

1位（n=879）

2位（n=853）

3位（n=812）

・ユーザー企業がSaaSま
たはパブリック・クラウドを
導入する目的は、「コスト
削減」が過半数を占めて
おり、IT運用管理・保守コ
ストやIT資産調達コスト
の削減に期待している。

記者発表会



大企業では「需要の増減に応じたHW・SW利用の拡大・縮
小が容易」「急激な処理量の変化に迅速に対応」も魅力

（C）JUAS 2010 3333

SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･
ｸﾗｳﾄﾞの魅力
（企業規模別）
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39%

42%

29%

39%

34%

38%

10%
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11%

3%
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3%

5%

3%

29%

33%

11%

10%

13%

16%

15%

16%
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9%

11%
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9%

9%

11%

18%

20%

17%

12%

9%

18%

7%

9%

13%

7%

33%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

300人未満

300～1000人未満

1000人以上

300人未満

300～1000人未満

1000人以上

300人未満

300～1000人未満

1000人以上

300人未満

300～1000人未満

1000人以上

300人未満

300～1000人未満
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1位　（300人未満　n=279、1000人未満　n=310、1000人以上　n=280）

2位　（300人未満　n=269、1000人未満　n=299、1000人以上　n=276）

3位　（300人未満　n=255、1000人未満　n=285、1000人以上　n=263）

・大企業では、処理量の
変動や需要の増減に対し
て迅速でかつ弾力的な対
応を迫られる企業が多く、
SaaSまたはパブリック・ク
ラウドはその解決策のひ
とつに考えられるのであ
ろう。

記者発表会



「SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｸﾗｳﾄ」ﾞの利用者の2割は「開発
なしでｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝが利用可能」を改めて魅力として認識

（C）JUAS 2010 3434

SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･
ｸﾗｳﾄﾞの魅力（利用
者・利用予定者別）
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39%

45%

33%

31%

18%

3%

0%
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23%
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13%
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9%

17%

13%
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4%

7%

10%

10%

15%

23%

27%

16%

10%

10%

34%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

利用している

検討中（１～３年以内の利用予定）

利用している

検討中（１～３年以内の利用予定）

利用している

検討中（１～３年以内の利用予定）

利用している

検討中（１～３年以内の利用予定）

利用している

検討中（１～３年以内の利用予定）
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1位　（300人未満　n=279、1000人未満　n=310、1000人以上　n=280）

2位　（300人未満　n=269、1000人未満　n=299、1000人以上　n=276）

3位　（300人未満　n=255、1000人未満　n=285、1000人以上　n=263）

・ SaaSまたはパブリック・
クラウドを実際に利用して、
短期間でサービスインで
きることを体感し、改めて
魅力として認識されてい
る様子がうかがえる。

記者発表会



（C）JUAS 2010 3535

SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･
ｸﾗｳﾄﾞの懸念事項
（上位3つ）

35

「Saasまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｸﾗｳﾄﾞ」への懸念事項は｢ｾｷｭﾘﾃｨ
対策に対する懸念」と｢ｺｽﾄﾀﾞｳﾝの実現性に対する懸念」

40%

29%

6%

6%

5%

4%

3%

2%

2%

1%

1%

0%

1%

24%

16%

10%

6%

6%

8%

7%

4%

5%

2%

1%

6%

10%

15%

13%

9%

9%

11%

7%

7%

8%

4%

1%

0%

11%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

セキュリティ対策が十分かどうかわからない

本当にコストダウンするかわからない

トラブル発生時の問題判別・対処が困難となる

サービス提供を中止される可能性がある

自社システムとのデータ連携が行える

システムの応答時間が実用的なレベルか不安がある

データの完全性への不安がある（破損、消失など）

他社のサービスへの移行が困難になる

サービス提供者のサポートに不安がある

障害による損害の補償内容に不安がある

大量データの移行が困難となる

データセンターが国内にない

その他

1位（n=897）

2位（n=876）

3位（n=853）

・個別のインタビュー調査では、「セキュリティや信頼性がSaaSまたはパブリック・クラウドの懸念事項
である」との意見が多く聞かれた。中には、「企業にとっては継続性が最大のポイントであり、サービス
提供の中止は企業にとっての死活問題」との意見や「利用する前に自分たちの標準化の推進や仕事
の仕方を変える必要がある」との意見も聞かれた。

・セキュリティ対策に対す
る懸念については、自ら
が実施している場合と比
べ見えない部分があるこ
とや、災害発生時時やク
ラウド事業者が倒産する
場合などの対処に不安が
残るためと思われる。

記者発表会
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42%

26%

31%
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利用している

検討中（1～3年以内の利用予定）

利用している

検討中（1～3年以内の利用予定）

利用している

検討中（1～3年以内の利用予定）
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検討中（1～3年以内の利用予定）
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検討中（1～3年以内の利用予定）
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1位　（利用している　n=94、検討中（1～3年以内の利用予定）　n=85）

2位　（利用している　n=93、検討中（1～3年以内の利用予定）　n=85）

3位　（利用している　n=92、検討中（1～3年以内の利用予定）　n=85）

（C）JUAS 2010 3636

利用状況別
SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ｸ
ﾗｳﾄﾞの懸念事項

36

「SaaSまたはﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ｸﾗｳﾄﾞ」を利用してみると｢自社ｼｽﾃ
ﾑとのﾃﾞｰﾀ連携が行えること」に対する懸念が増加する

・実際に利用することで
「セキュリティ」や「コスト
ダウン」以外に、より現実
的な課題の「データ連携」
が重視されることの現れ
とも推察される。

記者発表会



（C）JUAS 2010 3737

業務システム開発形態
（基幹系）

37

＜業務ｼｽﾃﾑ（基幹系・情報系）の現在と今後の開発形態＞
どの基幹系業務ｼｽﾃﾑでも現在「SaaS/ASP」を利用している企業は
1～3％、06年度の調査でも09年度と同様の傾向
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在（n=970）

今後（n=839）

現在（n=965）

今後（n=829）

現在（n=949）

今後（n=817）

現在（n=949）

今後（n=820）

現在（n=971）

今後（n=844）

現在（n=956）

今後（n=822）

現在（n=981）

今後（n=831）

現在（n=977）

今後（n=839）

①
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⑤
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⑥
経
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画
⑦

財
務

会
計

⑧
人

事
・
総

務

主に自社開発 主にパッケージ SaaS/ASP利用 導入なし

・基幹系業務システムは、
これまで調達手段として
サービス型アウトソーシン
グを敬遠してきた企業がほ
とんどであった。

記者発表会



（C）JUAS 2010 3838

企業規模別業務システム
開発形態（基幹系）
SaaS/ASP利用の現在と
今後の比較

38

基幹系業務ｼｽﾃﾑで現在「SaaS/ASP」を利用している企業は1～3％
今後は約1割の企業が「顧客管理」で「SaaS/ASP」 を採用
大企業でも「顧客管理」「人事・総務」で「SaaS/ASP」を採用へ

現在 今後 差分
300人未満 6% 8% 3%
300～1000人未満 2% 5% 3%
1000人以上 2% 4% 2%
300人未満 5% 7% 3%
300～1000人未満 2% 3% 1%
1000人以上 0% 2% 2%
300人未満 2% 4% 2%
300～1000人未満 1% 2% 1%
1000人以上 0% 2% 2%
300人未満 3% 5% 3%
300～1000人未満 1% 3% 1%
1000人以上 0% 3% 3%
300人未満 4% 8% 4%
300～1000人未満 4% 9% 5%
1000人以上 1% 7% 6%
300人未満 0% 3% 3%
300～1000人未満 1% 4% 3%
1000人以上 0% 2% 2%
300人未満 2% 3% 1%
300～1000人未満 1% 4% 3%
1000人以上 0% 3% 3%
300人未満 4% 7% 3%
300～1000人未満 2% 4% 2%
1000人以上 1% 5% 4%

 ①受発注

 ②仕入・在庫管理

 ③生産・商品

 ④物流

 ⑤顧客管理

 ⑥経営企画

 ⑦財務会計

 ⑧人事・総務

・社外サービスの提供を受け
費用化」することを魅力と感じ
る企業も増えてきている。
こうした要望を実現する商品が
登場し、実績を上げていること
がSaaS/ASPの採用比率を押
し上げていると考えられる。

・SaaS/ASPを採用する比率は
全体的にまだ少ないものの、
従業員300人未満の企業では
他の規模の比率よりも高い。

記者発表会
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業務システム開発
形態（情報系）

39

情報系業務ｼｽﾃﾑの「現在」の調達手段では「ﾒｰﾙ」と「社外向け広
報(Web等）」の「SaaS/ASP利用」が1割を超える
「今後」は「ﾒｰﾙ」と「社外向け広報」で「SaaS/ASP利用」が1/4に
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11%
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11%
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47%

37%
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61%

75%

63%

31%

39%
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28%
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27%
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20%
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24%
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57%

40%

11%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現在（n=954）

今後（n=809）

現在（n=953）

今後（n=806）

現在（n=931）

今後（n=798）

現在（n=940）

今後（n=804）

⑨
メ

ー
ル

⑩
掲

示
板

、
電

子
会

議
室

、
予

定
表

等

⑪
ナ

レ
ッ

ジ
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト

⑫
社

外
向

け
広

報
（W

e
b等

）

主に自社開発 主にパッケージ SaaS/ASP利用 導入なし

・情報系業務システムは、
基幹系システムと異なり
ユーザー企業の固有の要
件が多くないことから、社
外サービスを採用しやす
いのであろう。

二大報告会
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情報系業務ｼｽﾃﾑは「現在」でも300人未満の企業の2割が「ﾒｰﾙ」
「社外向け広報(Web等）」で「SaaS/ASP」を利用、「今後」は大企業で
の「SaaS/ASP」の利用が大幅に増加し、「ﾒｰﾙ」利用企業が3割に

企業規模別業務システム
開発形態（情報系）
SaaS/ASP利用の現在と
今後の比較

現在 今後 差分
300人未満 22% 30% 8%
300～1000人未満 10% 22% 12%
1000人以上 4% 30% 26%
300人未満 9% 18% 8%
300～1000人未満 3% 16% 13%
1000人以上 3% 26% 23%
300人未満 2% 11% 9%
300～1000人未満 0% 10% 10%
1000人以上 1% 14% 12%
300人未満 21% 26% 5%
300～1000人未満 14% 20% 6%
1000人以上 14% 25% 11%

 ⑨メール

⑩掲示板、電子会議室、予定表等

⑪ナレッジマネジメント

⑫社外向け広報（Web等）

・SaaS/ASPの利用率を現
在と今後で比較してみた。
今後は、現在の状況と一
変し、大企業がSaaS/ASP
を利用する比率が大きく増
加し、すべての情報系業
務システムで、300人未満
中小企業の比率を上回る
か同レベルとなる。

・ユーザー企業の固有の要件がなくビジネスの差別化に影響しない情報系業務システムにおいて、
積極的にSaaS/ASPを導入しコストダウンを図ろうとする大企業の戦略が垣間見える。

記者発表会
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業種別に見ると、どの業種も現在より利用率が大きく増加する
「商社・流通」が現時点で最も「SaaS/ASP」を活用しており、今後も
利用する企業の比率が高い

業務別業務システム
開発形態（情報系）
SaaS/ASP利用の現
在と今後の比較

現在 今後 差分
一次産業 11% 28% 17%
素材製造 10% 25% 15%
機械製造 11% 28% 17%
商社・流通 14% 32% 18%
金融 6% 17% 11%
重要インフラ 13% 23% 10%
サービス 14% 25% 11%
一次産業 6% 20% 14%
素材製造 3% 19% 17%
機械製造 4% 21% 16%
商社・流通 8% 22% 14%
金融 2% 20% 18%
重要インフラ 6% 16% 10%
サービス 6% 19% 13%
一次産業 1% 9% 8%
素材製造 1% 14% 13%
機械製造 1% 12% 11%
商社・流通 2% 13% 11%
金融 2% 18% 16%
重要インフラ 0% 2% 2%
サービス 1% 10% 9%
一次産業 17% 24% 7%
素材製造 18% 23% 5%
機械製造 18% 25% 7%
商社・流通 21% 32% 11%
金融 14% 23% 8%
重要インフラ 7% 9% 2%
サービス 11% 16% 6%

 ⑨メール

⑩掲示板、電子会議室、予定表等

⑪ナレッジマネジメント

⑫社外向け広報（Web等）

記者発表会



<ﾃﾚﾜｰｸ・在宅勤務への取り組み状況>
「会社支給のPC」「社用携帯電話」の導入率は8割
「個人所有のPC」 「ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ」の業務利用は1割弱

（C）JUAS 2010

モバイル機器の整備
状況（売上高別）
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=902）

100億円未満（n=205）

100～1000億円未満（n=481）

1000億円～1兆円未満（n=176）

1兆円以上（n=40）

全体（n=887）

100億円未満（n=200）

100～1000億円未満（n=474）

1000億円～1兆円未満（n=174）

1兆円以上（n=39）

全体（n=892）

100億円未満（n=202）

100～1000億円未満（n=474）

1000億円～1兆円未満（n=176）

1兆円以上（n=40）

全体（n=874）

100億円未満（n=200）

100～1000億円未満（n=467）

1000億円～1兆円未満（n=170）

1兆円以上（n=37）
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導入済み 検討中 未検討

・「テレワーク」：
ＩＴを活用した場所や時間
にとらわれない働き方。

・スマートフォンの利用は
今後大企業から段階的に
利用の活発化が進むと見
られる。

・業務のための個人所有
PCの利用は、セキュリティ
面での懸念が大きいため
か、導入している企業も使
用用途をかなり限定してい
る。

二大報告会



「金融」は｢社用携帯電話」の導入が半数と低いので他業
種に比べて「ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ」への切り替えが進む

（C）JUAS 2010

モバイル機器の整
備状況
（業種グループ別）
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一次産業（n=109）

素材製造（n=140）

機械製造（n=232）

商社・流通（n=181）

金融（n=48）

重要インフラ（n=70）

サービス（n=157）

一次産業（n=108）

素材製造（n=137）

機械製造（n=225）

商社・流通（n=177）

金融（n=48）

重要インフラ（n=68）

サービス（n=158）

一次産業（n=109）

素材製造（n=139）

機械製造（n=226）

商社・流通（n=177）

金融（n=48）

重要インフラ（n=69）

サービス（n=158）

一次産業（n=108）

素材製造（n=134）

機械製造（n=223）

商社・流通（n=172）

金融（n=48）

重要インフラ（n=67）

サービス（n=154）
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導入済み 検討中 未検討 43

・昨今のパンデミック
対策や、ワークライフ・
バランス（仕事と生活
の調和）への関心の
高まりは、社員・職員
のワークスタイルの変
化を促す可能性があ
る。

二大報告会



「携帯電話」は電子ﾒｰﾙ中心の利用目的が多く、「会社支給のPC」
はｸﾞﾙｰﾌﾟｳｪｱ・業務ｱﾌﾟﾘの活用が主体、ｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄにとしての利
用への関心も高い

（C）JUAS 2010

モバイル機器の利用
用途（全体）
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①メール転送（n=806）

②Webメールの利用（n=788）

③グループウェアの利用（n=792）

④業務アプリケーションの利用（n=782）

①メール転送（n=400）

②Webメールの利用（n=394）

③グループウェアの利用（n=401）

④業務アプリケーションの利用（n=391）

①シンクライアント（n=762）

②Webメールの利用（n=798）

③グループウェアの利用（n=823）

④業務アプリケーションの利用（n=819）

①メール転送（n=396）

②Webメールの利用（n=398）

③グループウェアの利用（n=399）

④業務アプリケーションの利用（n=397）
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導入済み 検討中 未検討

・シンクライアントとしての
利用用途の現状も訊いて
みたが、「導入済み」とす
る回答は11％にとどまっ
た。
とはいえ、｢検討中｣とする
回答は30％あり、シンクラ
イアントに対するIT部門の
関心は高いと予想される。

・個別インタビューの結果
においても、セキュリティ
面での効果をシンクライア
ントに期待する意見がいく

つか聞かれた。

二大報告会



在宅勤務導入済の企業は全体では1割、大企業ほど取り組み意欲
が向上、その目的は「災害時の事業継続」が最も多く「育児・介護等
との両立による人材の活用」、「ﾜｰｸﾗｲﾌ・ﾊﾞﾗﾝｽの実現」も上位に

（C）JUAS 2010

在宅勤務の導入状況
（売上高別） 10%
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13%

39%

16%

13%
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74%

79%
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58%

44%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=964）

100億円未満（n=222）

100～1000億円未満（n=517）

1000億円～1兆円未満（n=184）

1兆円以上（n=41）

導入済み 検討中 未検討

在宅勤務の導入目的
(全体 複数回答可)

45

71%

35%

28%

23%

19%

6%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

災害時の事業継続

育児、介護などとの
両立による人材の活用

ワークライフバランスの実現

業務の生産性・効率性向上

オフィスコストの削減

企業の業務改革推進

企業力の強化

その他
（n=637）

・企業ＩＴ動向調査２００３（０２年度調査）
のSOHO環境の設置状況の調査結果
は、「実施中」が３％、「試行的な段階」
が４％、「近々実施の見込み」が２％で
何らかの取り組みを示した企業は合計
9％（大企業では13％）であった。

・個別インタビューの結果をみると、在
宅勤務に否定的な理由として多いのは、
セキュリティ上の懸念よりもむしろ、家
に仕事を持ち込むことを奨励しない企
業文化であったり、労働条件や残業規
定など人事・労務管理上の課題が未解
決であったりといった事情のほうが強く

見受けられる。

二大報告会
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一次産業（n=107）

素材製造（n=146）

機械製造（n=240）

商社・流通（n=177）

金融（n=48）

重要インフラ（n=76）

サービス（n=158）

対応に着手している 検討に着手している 近々検討開始予定である

国の対応が明らかになってから検討する 当面、対応の予定はない

（C）JUAS 2010 464646

＜ｸﾞﾘｰﾝITへの対応＞「ｸﾞﾘｰﾝITの対応・検討に着手している」企業
は約2割にとどまる、業種別に見ても「機械製造」や「重要ｲﾝﾌﾗ」な
どの環境影響が注目される業種が先導するがまだまだの状況
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素材製造（n=148）
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商社・流通（n=181）

金融（n=50）

重要インフラ（n=77）

サービス（n=158）

実施済み 検討中 実施しない

記者発表会
業種 （7分類）別
グリーンIT対応状況①
会社

業種 （7分類）別
環境負荷の把握
（グリーン of IT）

・「機械製造」と「重要インフ
ラ」には、自動車や家電、物
流、エネルギーなど、環境
問題と直結して取り上げら
れる業種を含んでいる。

・自社のITによる環境負荷の
実態（いわゆるグリーンオブ
IT）まで把握している企業は
全体では１割に満たないとい
うのが実態である。
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企業規模の大きな企業ほどｸﾞﾘｰﾝITへの取り組みが進む
売上高1000億円、従業員1万人を境に取り組みに大きな差

年間売上高別
グリーンIT対応状況①会社

従業員数 （7分類）別
グリーンIT対応状況①会社

・業種別の取り組みの違いを見ると、環
境負荷に対する社会の視線が下流に
あたる流通・サービス工程よりも、上流
の製造工程に対して集まりやすいよう
に見えるが、それだけでなくこれらの業
種による企業規模の違いも影響してい
ると考えられる。

・規模の大きな企業ほどグリーンITへ
の取り組みが進んでいる。
したがって、流通業やサービス業でグ
リーンITへの対応が相対的に遅れてい
る理由のひとつに、他の業種と比べ小
規模な企業の割合が多いということも
考えられる。
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100～1000億円未満（n=492）
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1兆円以上（n=42）

対応に着手している 検討に着手している
近々検討開始予定である 国の対応が明らかになってから検討する
当面、対応の予定はない

3%

3%

7%

10%

18%

24%

50%

5%

7%

7%

7%

10%

15%

16%

4%

4%

3%

8%

7%

4%

3%

29%

25%

23%

26%

29%

26%

13%

59%

61%

60%

49%

36%

30%

19%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人未満（n=76）

100～299人（n=230）

300～499人（n=147）

500～999人（n=198）

1000～4999人（n=214）

5000人～9999人（n=46）

10000人以上（n=32）

対応に着手している 検討に着手している

近々検討開始予定である 国の対応が明らかになってから検討する
当面、対応の予定はない

記者発表会
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08年度と比較すると「重要ｲﾝﾌﾗ」と「機械･製造」の対応が拡大
ｸﾞﾘｰﾝ IT対策は ITの重要性が高い産業や企業が先導
裾野を広げるには今後の環境政策によるところが大きい

グリーンITへの対応状況に
ついて０８年度調査との比
較（小数以下四捨五入）

一次
産業

素材
製造

機械
製造

商社・
流通

金融 重要
インフラ

サービス

08年度 一部導入
実施済み

7％ 10％ 12％ 5％ 10％ 10％ 9％

09年度 対応に着手
している

9％ 10％ 15％ 5％ 8％ 17％ 8％

環境負荷の把握（グリーン of IT）
状況別 IT予算対売上高比率

0.7

0.1

-0.2

-0.4

-0.2

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

実施済み 検討中 実施しない
全

体
平

均
と

の
差

（
IT

予
算

対
売

上
高

比
　

％
）

・環境負荷の把握を「実施済み」としてい
る企業の「売上高に占めるIT予算の比
率」は平均で１．８％（全体平均との差：０．
７％）と、回答企業全体の平均１．１％を
大きく上回っており、「実施しない」とする
企業の平均０．９％ （全体平均との差：▲
０．２％）との差は明らかである。

・現時点におけるグリーンITへの対応は、
経費の構成からビジネスにおけるITのウ
エイトが高く、ITの重要性が認識されてい
る産業や企業が先導しているという姿が
浮かび上がってくる。

⇒全体の1/4の企業が、「国の対応が明らかになって
から検討する」という姿勢を示していることから、産業界
全体としてのグリーンIT対策の進展は、今後の環境政
策によるところが大きいことを示唆している。

記者発表会
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IT資産の見直しがITｺｽﾄ削減とあわせたｸﾞﾘｰﾝ IT対策に
自社専用のﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰにｻｰﾊﾞｰを設置している企業の２割、並びに
ｻｰﾊﾞｰ仮想化実施済企業の2割がｸﾞﾘｰﾝITの対応に着手

サーバー設置場所
（基幹系・現状）別
グリーンIT対応状況②IT部門

テクノロジ・導入状況⑥仮想化
（サーバー ）別
グリーンIT対応状況①会社

21%

5%

11%

25%

19%

9%

9%

0%

7%

6%

10%

0%

21%

25%

22%

38%

31%

55%

47%

38%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社専用の
データセンターを保有し、
設置している（n=201）

自社のオフィス内に
設置している（n=483）

他社のデータセンターに
委託している（n=253）

その他（n=8）

対応に着手している 検討に着手している

近々検討開始予定である 国の対応が明らかになってから検討する

当面、対応の予定はない

20%

9%

3%

10%

9%

7%

7%

6%

3%

26%

28%

26%

37%

48%

62%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入済み（n=285）

検討中（n=317）

未検討（n=321）

対応に着手している 検討に着手している

近々検討開始予定である 国の対応が明らかになってから検討する

当面、対応の予定はない

・サーバー仮想化の目的として８割
の企業がコストの削減ということを挙
げていることを考えると、グリーンIT
への現実的な対応は、ITコストの削
減と抱き合わせで行われるという姿
が浮かび上がる。

・グリーンITへの対応は、サーバー
などのIT資産をどのような形で保有
するのかということと大きく関わって
いる。

記者発表会
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ITﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ力の試金石でもあるｸﾞﾘｰﾝ IT
「CIOがいる」企業では「対応に着手」が1/4、「いない」企業では5％
「EAを導入済み」企業では「対応に着手」がすでに4割に達している

エンタープライズアーキテクチャ
（EA）とグリーンIT対応状況
①会社

ＣＩＯの有無別
グリーンＩＴ対応状況②会社 24%

14%

5%

9%

11%

4%

9%

6%

4%

26%

30%

22%

32%

39%

65%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

役職として
定義されたCIOがいる　（n=68）

IT部門・業務を
担当する役員がそれにあたる（n=472）

CIOはいない、あるいは
“CIO”に対する実質的な認識はない（n=382）

対応に着手している 検討に着手している

近々検討開始予定である 国の対応が明らかになってから検討する

当面、対応の予定はない

39%

19%

7%

17%

12%

7%

2%

11%

4%

12%

26%

27%

29%

32%

55%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入済み（n=41）

検討中（n=148）

未検討（n=725）

対応に着手している 検討に着手している

近々検討開始予定である 国の対応が明らかになってから検討する

当面、対応の予定はない

・一方、全体の４割の企業では
「CIOがいない」としており、８割の
企業が「EAを導入しておらず未検
討」である。
このことから、ＣＩＯの設置やＥＡ導
入の促進というITマネジメント力向
上策が、グリーンIT対応の推進の
処方箋のひとつとなると考えられ
る。

⇒ＩＴマネジメント力に関して気になる点は「IT部門と経営とのコミュニケーションギャップ」。
「当面対応の予定がない」企業の割合は経営企画部門が４割でIT部門は５割。グリーンITに関
する限り、経営の意図がIT部門には伝わっていない企業がまだ相当数あることを示唆している。

二大報告会



21%

18%

11%

11%

13%

38%

30%

52%

36%

71%

53%

41%

26%

15%

26%

44%

17%

33%

45%

36%

55%

1%

2%

1%

3%

2%

1%

1%

15% 58% 27% 1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（現状）（n=991）

（将来）（n=977）

300人未満（現状）（n=313）

（将来）（n=307）

300～1000人未満（現状）（n=364）

（将来）（n=375）

1000人以上（現状）（n=304）

（将来）（n=303）

自社専用のデータセンターを保有し、設置している 自社のオフィス内に設置している 他社のデータセンターに委託している その他
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＜ｻｰﾊﾞｰの設置場所の現状と将来＞
今後、ｻｰﾊﾞｰの設置場所は企業規模に関わらず自社内から外部
ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰへ委託が急増、「現状」の1/4が「将来」は1/2へと倍増

基幹系サーバーの
設置場所
（企業規模別）

情報系のサーバー
設置場所
（企業規模別）

21%

17%

9%

9%

14%

39%

29%

53%

33%

68%

46%

37%

30%

15%

25%

48%

23%

42%

47%

30%

55%

1%

2%

0%

3%

2%

1%

2%

17% 60% 22% 1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（現状）（n=989）

（将来）（n=975）

300人未満（現状）（n=313）

（将来）（n=307）

300～1000人未満（現状）（n=362）

（将来）（n=356）

1000人以上（現状）（n=304）

（将来）（n=303）

自社専用のデータセンターを保有し、設置している 自社のオフィス内に設置している 他社のデータセンターに委託している その他

記者発表会

・高い稼働率と高度な運用
が求められてきているサー
バーは基幹系・情報系とも
に他社の専門のデータセ
ンターに委託する企業が
急増。（現在「自社のオフィ
ス内に設置」されている
サーバーの1/3が外部委
託の対象となる。）

・ 「自社専用のデータセン
ター」を新たに保有する動
きはない。
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基幹系ｻｰﾊﾞｰの設置場所は各業種とも他社のﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰへ
ﾎｽﾄ時代の自社専用ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰでの運用は縮小の方向
仮想化、ｸﾗｳﾄﾞ、ｸﾞﾘｰﾝITの進展と共に新世代のﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰが登場

基幹サーバーの設置場所
（業種グループ別）

18%

15%

23%

14%

17%

13%

13%

46%

32%

28%

16%

18%

54%

31%

52%

40%

49%

54%

34%

12%

35%

32%

50%

31%

27%

52%

25%

43%

33%

32%

50%

40%

30%

38%

33%

50%

1%

2%

1%

3%

1%

1%

3%

2%

3%

1%

1%

1%

20%

33%

64%

8%

15%

56%

0%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現状（n=112）

将来（n=112）

現状（n=151）

将来（n=152）

現状（n=249）

将来（n=244）

現状（n=187）

将来（n=185）

現状（n=52）

将来（n=52）

現状（n=77）

将来（n=74）

現状（n=162）

将来（n=157）

一
次

産
業

素
材

製
造

機
械

製
造

商
社

・
流

通
金

融
重

要
イ

ン
フ

ラ
サ

ー
ビ

ス

自社専用のデータセンターを保有し、設置している 自社のオフィス内に設置している 他社のデータセンターに委託している その他

・

記者発表会

・将来、基幹系サーバーを「他社
のデータセンターに委託」する割
合を増やすのは全ての業種で
「一次産業」：＋２５ポイント、 「素
材製造」「機械製造」「商社・流
通」：＋１８ポイント、 「サービ
ス」：＋１７ポイント、 「金融」：＋１
６ポイント、 「重要インフラ」：＋８
ポイントで、全体では２６％から４
４％へと急増する見込み。

・逆に将来の「自社専用データセ
ンター」の割合は、「金融」：▲１３
ポイントで３３％へ、 「素材製
造」：▲９ポイントで１４％へ、 「重
要インフラ」：▲４ポイントで２８％
へと減少し、全体では２１％から
１８％に低下する見込み。
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＜IT資産の保有形態＞
新しい利用形態の出現により、IT資産の所有形態も変化
ｸﾗｲｱﾝﾄ以外の将来の希望は「ｸﾗｳﾄﾞ」が2割で「ﾎｽﾃｨﾝｸﾞ」が1割

IT資産の所有形態の
現状と将来の希望

サーバーの所有形態の
将来の希望
（現在の所有形態別）

53%

35%

36%

42%

56%

51%

52%

59%

43%

35%

32%

29%

44%

46%

44%

37%

12%

12%

3%

3%

19%

19%

0%

0%

3%

9%

4%

0%

0%

0%

0%

20%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

クライアント (n=971)

サーバー (n=970)

ストレージ (n=907)

ミドルウェア (n=886)

クライアント (n=1008)

サーバー (n=1007)

ストレージ (n=920)

ミドルウェア (n=911)
将

来
の

希
望

現
状

購入 リース・レンタル ホスティング クラウド

63%

6%

0%

9%

65% 9%

67%

19%

30%4%

11%

100%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現状 購入 (n=487)

現状 リース・レンタル
(n=450)

現状 ホスティング
(n=27)

現状 クラウド (n=2)

将来 購入 将来 リース・レンタル 将来 ホスティング 将来 クラウド

・将来の所有形態は
クライアントは現状と同じ割合。
サーバー・ストレージ・ミドル
ウェアは「購入」４割、「リー
ス･レンタル」３割、「クラウド」
２割、「ホスティング１割。

・現状が「購入」「リース・レン
タル」であっても、将来は「クラ
ウド」２割、「ホスティング」１割
とあまり違いはない。

記者発表会
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売上高が大きくなるほど「ｸﾗｳﾄﾞ」への関心が増加、「1兆円
以上」の企業では半数以上が「ｸﾗｳﾄﾞ」「ﾎｽﾃｨﾝｸﾞ」希望

サーバーの所有形態の
現状と将来（売上高別）

サーバーの所有形態の
将来の希望
（業種グループ別）

43%

35%

27%

20%

59%

51%

45%

30%

35%

38%

30%

27%

40%

47%

49%

63%

12%

12%

5%

7%

15%

32%

20%

2%

1%

8%

34%

0%

0%

1%

0%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満 (n=204)

100～1000億円未満 (n=507)

1000億～1兆円未満 (n=184)

1兆円以上 (n=41)

100億円未満 (n=220)

100～1000億円未満 (n=522)

1000億～1兆円未満 (n=185)

1兆円以上 (n=43)
将

来
現

在
購入 リース・レンタル ホスティング クラウド

29%

40%

37%

31%

52%

26%

35%

47%

31%

36%

36%

22%

41%

28%

16%

12%

9%

13%

14%

13%

14%

7%

8%

21%

20%

27%

20%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業 (n=114)

素材製造 (n=149)

機械製造 (n=242)

商社・流通 (n=182)

金融 (n=46)

重要インフラ (n=74)

サービス (n=162)

購入 リース・レンタル ホスティング クラウド

・将来の希望は、いずれの資産
でも売上高が大きくなるにつれ、
「クラウド」と「ホスティング」の割
合が大きくなる。
・ 「クラウド」は1000億円、「ホス
ティング」は1兆円が境界ライン
で、それを越えると構成比が大
きく伸びる。

・「クラウド」の割合が大きいのが
「サービス」の３割、製造業は概
ね消極的で１５％前後。
・「金融」は３つの資産を通して
「購入」の割合が５割強と高いの
が特徴である。

記者発表会



4. 2009年度の企業の主なIT動向

（C）JUAS 2010

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 経営環境の変化に対応したIT活用

①新テクノロジの導入と評価
②グリーンIT

3. 重点テーマ2 システムの信頼性・安定性の確保
①契約
②情報システムの信頼性

4. 2009年度の企業の主なIT動向
①IT予算
②IT投資・評価
③IT推進組織
④IT人材
⑤システム開発とシステム運用
⑥ITの導入と評価（ハードウェア）
⑦リスクマネジメント（情報セキュリティ・内部統制・BCP・IFRS）
⑧ITを活用したビジネスイノベーション

5555

二大報告会
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＜ｼｽﾃﾑ開発におけるﾍﾞﾝﾀﾞｰとの契約＞
ｼｽﾃﾑ開発の業務委託でﾍﾞﾝﾀﾞｰと｢契約書は交わさない」企業が7％
（大企業でも3％）もあり、早急なﾍﾞﾝﾀﾞｰ管理の整備が必要といえる

ﾍﾞﾝﾀﾞｰとの契約書の
有無（企業規模別）

ﾍﾞﾝﾀﾞｰとの契約書の
有無（業種グループ別）

75%

68%

74%

83%

23%

19%

14%

7%

9%

8%

3%

19%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=984）

300人未満（n=316）

300～1000人未満（n=361）

1000人以上（n=307）

すべて契約書を交わしている 一部で契約書を交わしている 契約書は交わさない

75%

75%

72%

71%

76%

85%

79%

76%

18%

21%

24%

16%

12%

13%

18%

6%

7%

7%

5%

7%

4%

8%

6%

19%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=994）

一次産業（n=114）

素材製造（n=155）

機械製造（n=241）

商社・流通（n=191）

金融（n=52）

重要インフラ（n=77）

サービス（n=164）

すべて契約書を交わしている 一部で契約書を交わしている 契約書は交わさない

記者発表会

・ 「金融」「重要ｲﾝﾌﾗ」は「す
べて契約書を交わしている」
比率が高い。
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契約書の雛形がある企業は4割（大企業では6割）、その利
用率は100％が4割で、5割未満は大企業の方が2割と多い

契約書の雛形の有無
（企業規模別）

契約書の雛形の利用率
（企業規模別）

41%

29%

37%

58%

71%

63%

42%

59%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=904）

300人未満（n=286）

300～1000人未満（n=329）

1000人以上（n=289）

契約書ひな型あり なし

11%

7%

9%

14%

5%

4%

4%

6%

22%

30%

26%

15%

22%

14%

20%

28%

40%

45%

41%

36%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=332）

300人未満（n=76）

300～1000人未満（n=116）

1000人以上（n=140）

25％未満 25～50％未満 50～75％未満 75～100％未満 100％

・企業規模が大きいほど契
約管理が適切になされてい
る。

・大企業の方が100%が少なく、
50%未満が増えている。
これは、種類、規模の面で多様
なシステム開発を進める上で雛
形だけでは必ずしも対応できな
い、という点が理由の一つとして
推察される。

二大報告会
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10．その他

1．契約書の内容はベンダー任せで

よくわからない

4．変更管理手続

5．機能要件および非機能要件

8．第三者ソフトウェアの利用における

ユーザー、ベンダーの責任分担

2．システム開発の工程に応じた
契約類型（準委任契約か請負契約か）

3．システム開発の工程に応じた
ユーザー、ベンダーの役割分担

6．損害賠償責任の範囲、限度額

および期間（損害の負担のあり方）

7．納入物に関する著作権の帰属

9．秘密保持契約

1000人未満 09年度 （n=613）

1000人未満 08年度 （n=538）

1000人以上 09年度 （n=291）

1000人以上 08年度 （n=255）
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契約書の中に重要な契約条項が欠落している企業が多い
「内容はﾍﾞﾝﾀﾞｰ任せでよくわからない」企業も13%存在する

契約書で定めている事項
（企業規模別 年度別）

・08年度と比べると、おおむね
必要な契約条項の記載が進
んでいる傾向は確認できるが、
契約書の内容はまだまだ不十
分。

・大企業でもトラブル防止に効
果がある「変更管理手続き」
は３７％、「機能要件および非
機能要件」も４４％と半数にも
達していない。

・企業規模で見ると、「著作権
の帰属」、「システム開発工程
に応じた契約類型」「第三者ソ
フトウェアの利用における
ユーザー、ベンダーの責任分
担」で差が顕著。

記者発表会
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300～1000人未満（n=327）

1000人以上（n=296）

IT部門の法務担当 法務担当部門 IT関連の法務担当は社内にいない
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65%

19%

16%

16%

26%
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6%
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1%

2%
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1%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=964）

300人未満（n=306）

300～1000人未満（n=354）

1000人以上（n=304）

これまで特に重大な問題に発展したことはない

問題となることはあったが、最終的には、相互の協議によって和解したことがある

損害賠償請求には至らなかったものの、相手方の責任とすべきことがあり、契約に基づくペナルティを科したことがある

訴訟には至らなかったが、損害賠償請求を行ったことがある

訴訟（裁判所による仲裁・調停等を含む）によって解決を図ったことがある
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IT発注に関して過去に契約上の問題が発生した企業は1/4
IT関連の法務担当がいない企業が4割（大企業でも14％）
IT関連の法務に対応できる体制作りが喫緊の課題

過去に発生した契約上の問題
（企業規模別）

・企業規模別に見ると、企業規模が大
きいほど問題が生じた割合が高くなっ
ており、情報システムの利活用を拡大
させ、高度化させる上で、開発ベン
ダーとの調整には契約上の問題収拾
は避けて通れないこととして準備する
必要がある。

・経営基盤である情報システムの管
理運営を行ううえで、ベンダーとの契
約、調整は不可避であり、その観点
から「IT関連の法務担当は社内にい
ない」とする企業はIT関連の法務に
対応できる体制づくりが喫緊の課題
といえる。

IT関連の法務に関する相談先
（企業規模別）

記者発表会
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経済産業省のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ「情報ｼｽﾃﾑ・ﾓﾃﾞﾙ取引・契約書」を「活用・検
討中」の企業はわずか1割（大企業：10％、1000人未満の企業：6％）
信頼性向上のためにｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの認知率・普及率の向上が喫緊の課題

｢情報システム・モデル取引・契
約書」第一版[07年4月]、追補
版[08年4月]（企業規模別）

｢情報システムの信頼性向上に
関するガイドライン第二版[09年
3月]」（企業規模別）

・情報システムの信頼性向上に向けて、
経済産業省は「情報システムの信頼性
向上に関するガイドライン」、「情報シス
テム・モデル取引・契約書」 といったガイ
ドラインを提供している。これは、経済産
業省が情報システムの信頼性向上・取
引の可視化に向けた取引や契約のあり
方を検討した結果をまとめたものであ
る。

・「情報システム・モデル取引・契約書」
には、ユーザーとベンダー間での役割
分担の明確化や変更管理手続きの規
定などが盛り込まれている。

記者発表会



・追補版では、ITや情報システム取引、法務の専門家の人材のいない中小企業がパッケージソフトを利用して、
業務システムを導入するケースを前提としている。

・追補版の特徴は、「パッケージソフトウェア利用（SaaS、ASPを含む）」を前提とし、「重要事項説明書」による
ユーザ、ベンダの合意プロセスにある。

経済産業省「情報ｼｽﾃﾑ・ﾓﾃﾞﾙ取引・契約書」
＜第一版＞と＜追補版＞の相違点

モデル取引・契約書＜第一版＞ 「重要事項説明書活用型」モデル取引・契約書＜追補版＞

公表 2007年4月 2008年4月

利用者 対等の交渉力を有するユーザとベンダ 中小企業等でITの専門知識を有しないユーザと、

業として情報サービスを提供するベンダ

適用 受託開発 パッケージ/ＳａａＳ/ASP
カスタマイズ、オプション

対象システム 社会インフラ、大企業基幹系 業務システム、グループウェア

プロセス 共通フレーム2007準拠

構成 ①契約締結、変更管理手続（仕様変更・契約変更）に至るまでの取引ルール

②見積時期とリスクとの関係を踏まえて、多段階契約と再見積を採用

③モデルプロセス・契約書において、関連するドキュメント（検収依頼書、検収書、セキュリティ要求仕様書、変更管
理書等）を例示

特徴 ①開発フェーズに応じた契約類型の例示（準委任、請負）

②再委託におけるユーザの承認の要否

③著作権帰属の例示

④第三者ソフトウェア、OSSの利用におけるリスク提示とベンダの責任規程
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＜情報ｼｽﾃﾑ障害とその原因＞
「事業中断のﾚﾍﾞﾙの障害発生件数が年間0件」という企業が3/4に
達した（07年度：68％⇒08年度：70％⇒09年度：75％）

情報システムの障害件数
（企業規模別）
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情報システムの障害件数
（業種グループ別）

・「役員が認識したﾚﾍﾞﾙの障害が0件」
の割合は大企業が42％で、1000人未
満の企業の47％より5ﾎﾟｲﾝﾄ低い。

・「役員が認識したﾚﾍﾞﾙの障害が
0件」の割合は、「金融」が22％で、全体
の平均46％より24ﾎﾟｲﾝﾄ低い。

・大企業と「金融」のIT部門はより軽微な
障害まで役員に報告するようになった

・これは近年マスコミなどが情報システ
ム障害のニュースを積極的に流し、官公
庁は障害を起こした企業から報告を求
めたり、改善命令を出したりしたことで、
世間の情報システム障害に対する認識
が深まっていることに関連している。

記者発表会
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「事業中断の推定障害発生件数」が順調に低下し、「事業が中断し
た障害に対する役員が認識した障害の倍数」が順調に増加している
⇒運用部門のがんばりは障害拡大防止に効果を挙げている

障害発生件数の経年変化
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倍数

推定障害発生件数の経年変化（全体） 事業が中断した障害に対する役員が
認識した障害の倍数の経年変化

・年度別のデータに、次に示す数値をかけてそれ
ぞれの平均を求め、それを「推定障害発生件数」
とした。

障害発生件数0件-------------0
障害発生件数1～2件--------1.5
障害発生件数3～5件--------4
障害発生件数6～10件-------8
障害発生件数10件以上----12

・「事業が中断した障害」に対する「役員が認識し
た障害」の倍数は、役員が認識した障害3.02件に
対して、1件の事業中断の障害が起きたことを示し
ている。別の言い方をすれば残りの2.02件の障害
は、中レベルの障害は起きたものの、大障害には
至らずに対応できた、ということになる。

二大報告会
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保守運用費（除・ｿﾌﾄｳｪｱ費用）と障害件数の関係を試算してみると
「事業中断に至るｼｽﾃﾑ障害」は年間保守運用費1２億円当たり1件 発
生、この数字は自社の障害発生頻度を評価する一つの目安になる

＜保守運用費（除・ソフトウェア費用）と障害件数の関係を試算＞
・「事業中断に至るシステム障害」の発生頻度は
０９年度 ０．０８件／保守運用費１億円／年 （年間の保守運用費１２億円当たり１件）

０９年度は年間の保守運用費が大幅に減少したため保守運用費１億円当たりの
発生件数が増加

０８年度 ０．０６件／保守運用費１億円／年 （年間の保守運用費１７億円当たり１件）
０７年度 ０．０６件／保守運用費１億円／年 （年間の保守運用費１７億円当たり１件）

⇒「ソフトウェアメトリックス調査・運用調査」でも
０８年度、０９年度の事業中断障害は０．０６件／保守運用費1億円／年」

（参考）保守運用費
①ハードウェア費：ハードウェア機器（周辺機器を含む）購入、レンタル・リース料、保守費、償却費
②ソフトウェア費：ソフトウェア購入費、レンタル料、償却費
③ソフトウェア保守費：ソフトウェアの保守費用
④処理サービス費：SaaS等のサービス使用料
⑤通信回線費：通信回線使用料、ネットワーク加入・使用料、携帯電話加入・使用料
⑥外部委託費：保守、運用、コンサルティング等のアウトソーシング費用
⑦その他：上記以外（含む 社員人件費、運転管理費）
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事業の中断（n=294）　役員が認識（n=557）
2位
事業の中断（n=176）　役員が認識（n=365）

（C）JUAS 2010 65

｢事業中断」の主な原因は例年通り「ﾈｯﾄﾜｰｸの障害」と「ﾊｰﾄﾞの故障」
「独自開発ｿﾌﾄのﾊﾞｸﾞ」と「要求仕様の誤り・設計ﾐｽ」の事業中断の割
合が少ないので「開発部門も障害拡大防止に協力している」といえる

障害の原因

事業が中断障害の原因(08年度)

1位 2位
26％ 19％

24％ 12％

14％ 16％

5％ 10％

7％ 11％

5％ 6％

4％ 8％

5％ 3％

3％ 4％

2％ 5％

3％ 5％

2％ 1％
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開発部門の頑張りで① 「ｿﾌﾄの不具合」は順調に減少、運用部門に
関わる③ 「設定・操作ﾐｽ」は平衡状態、ﾕｰｻﾞｰの立場からの④ 「不慮
の事故」はｺﾝﾋﾟｭｰﾀﾒｰｶとﾈｯﾄﾜｰｸ事業者の頑張りを期待したい

事業が中断した障害の原因の大分類の経年変化
（％は障害の主な原因の1位、2位をそれぞれ合
算したものを100％とした割合）

19%

20%

24%

3%

2%

3%

12%

9%

9%

66%

69%

64%

27%

30%

6%

6%

6%

14%

18%

15%

55%

49%

49%

25%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120% 140%

09年度

08年度

07年度

09年度

08年度

07年度

09年度

08年度

07年度

09年度

08年度

07年度

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

の

不
具

合

性
能

・

容
量

不
足

設
定

・

操
作

ミ
ス

不
慮

の
事

故

1位 2位

障害の主な原因の大分類（日経BP社
「システムはなぜダウンするのか」より）

①ソフトウェアの不具合
独自開発ソフトウェアのバグ、要求仕様の
誤り・設計ミス、OS・ミドルウェアのバグ、
パッケージソフトウェアのバグ、
DBMSのバグ

② 性能・容量不足
キャパシティ管理の不備

③ 設定・操作ミス（うっかりミス）
運用オペレーションにおけるミス、ネットワー
ク（自社側）の運用ミス・テスト不足・設計
ミス等

④ 不慮の事故
ハードウェアの故障、ネットワーク（キャリア
側）の障害、ネットワーク（自社側）の物理
的故障

①

③

④
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27%

15%

24%

11%

14%

14%

11%

13%

27%

28%

22%

25%

21%

27%

29%

35%

10%

15%

13%

14%

2%

1%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人未満（n=422）

1000人以上（n=209）

1000人未満（n=482）

1000人以上（n=230）

目
標

値
実

績
値

100％ 99.999％以上 99.99％以上 99.9％以上 99％以上 99％未満

23%

20%

14%

11%

28%

23%

23%

31%

11%

13%

1%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

目標値（n=636）

実績値（n=718）

100％ 99.999％以上 99.99％以上 99.9％以上 99％以上 99％未満
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＜基幹となる情報ｼｽﾃﾑの稼働率＞
基幹となる情報ｼｽﾃﾑの稼働率の実績が「100％」の企業が20％
全体の1/3の企業で99.999％以上（年間停止時間5分以下）を実現

基幹となる情報ｼｽﾃﾑ
の稼働率（全体）

基幹となる情報ｼｽﾃﾑ
の稼働率
（企業規模別）

・稼働率100％が、完全な無停止を意味しているわけではない。あらかじめ停止
することが決まっているものについては、稼働率の計算式の分子／分母の両方
からこのあらかじめ決まっている時間を除いて、その上で稼働率を計算する。
したがって稼働率100％でも、計画した稼働の停止が起きている ことになる。

・「実績値９９．９９％以上
(年間停止時間50分以下）」を
企業規模で見ると
大企業の方が基幹となる情報
システムの稼働率が低い。

記者発表会



22%

25%

19%

26%

35%

26%

16%

20%

28%

13%

23%

34%

15%

14%

13%

12%

14%

14%

24%

12%

11%

7%

8%

8%

15%

29%

11%

11%

13%

32%

32%

30%

27%

18%

28%

20%

24%

24%

23%

18%

32%

18%

38%

19%

23%

19%

5%

32%

24%

31%

28%

34%

30%

13%

34%

35%

8%

11%

10%

10%

8%

12%

18%

18%

11%

18%

7%

5%

8%

17%

5%

0%

1%

1%

0%

0%

3%

2%

1%

2%

2%

0%

0%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=76）

素材製造（n=108）

機械製造（n=145）

商社・流通（n=115）

金融（n=37）

重要インフラ（n=50）

サービス（n=105）

一次産業（n=83）

素材製造（n=120）

機械製造（n=174）

商社・流通（n=133）

金融（n=38）

重要インフラ（n=53）

サービス（n=117）

目
標

値
実

績
値

100％ 99.999％以上 99.99％以上 99.9％以上 99％以上 99％未満
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日本の金融機関の情報ｼｽﾃﾑの品質は素晴らしい
「金融」では1/3の企業が基幹となる情報ｼｽﾃﾑの｢無停止｣を実現
次に素晴らしい業種が「素材製造」で1/4の企業が「無停止」を実現

・「金融」の情報システムで
は稼働率100％の企業が全
体の34％を占め、
全体の63％の企業が
99.999％以上の稼働実績を
持っている。

・ほとんどの場合で、目標と
する稼働率は実績値よりも
高い。
実績値の稼働率が目標を
上回るということを実現して
いる業種は、「素材製造」だ
けである。

基幹となる情報ｼｽﾃﾑ
の稼働率
（業種グループ別）

記者発表会
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09年度（n=718）

08年度（n=580）

07年度（n=406）

06年度（n=500）

年間推定停止時間（分）

31%

29%

25%

20%

23%

29%

24%

31%

31%

25%

33%

30%

13%

13%

14%

15%

2%

3%

5%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=718）

08年度（n=580）

07年度（n=406）

06年度（n=500）

99.999％以上 99.99％以上 99.9％以上 99％以上 99％未満
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日本の情報ｼｽﾃﾑの信頼性は毎年向上している（09年度の稼働率
は99.79％）、[留意点]①09年度は経営環境の悪化で大型案件の新
規開発が大変少なかった、②過剰品質への警鐘を鳴らしておきたい

基幹となる情報ｼｽﾃﾑの
信頼性（全体の実績）の
経年変化

年間の実績の推定停止時間（全体）の経年変化

・稼働率99.999％から99.9％にか
けて、年を追うごとに割合が高く
なっていること、つまり情報シス
テムの信頼性が年々高くなって
いることがわかる。

信頼性 年間停止時間

100％ 0分

99.999％以上 5分

99.99％以上 52分

99.9％以上 525分

99％以上 5,256分

99％未満 （計算には10,512分を利用）

・推定年間停止時間計算のためのｳｴｲﾄ
(情報システムの信頼性と年間停止時間）

記者発表会



1-4．情報システム・ソフトウェアの信頼性を巡るベンチマーク

70

日本 米国 インド 欧州他 計

プロジェクト数 27 31 24 22 104

ソフトウェアの品質
システム導入後１年間に発見された１Ｋあたりの不具合報告（中央値）

0.020 0.400 0.263 0.225 0.150

出典：CUSUMANO,M.等（ＩＥＥＥ Software Nov./Dec. 2003, pp28-34）

8
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Total 1 to 99 100 to
499

500 to
2,499

2,400
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More

2008 Estimated

2008 Tracked

米国の2400人以上の企業の
ミッションクリティカルなアプリケーションの平均停止時間

出典：ガートナーリサーチ “Dataquest Insight: Unplanned 
Downtime Rising for Mission-Critical Applications” (2008年9
月分析、10月3日発行）、ガートナーコンサルティング分析

※情報システムが年間に365日、24時間稼働することを期待されているとして求めた数値

日本の従業員1,000人以上の企業の
「基幹となる情報システム」（含・情報系システム）の稼働実績
※08年度：基幹系システム 1.3時間 情報系システム 1.9時間

比較①： ソフトウェアの不具合数に関する国際比較 日本のソフトウェア開発は、他国と比べて不具合が少ないと
いわれている

比較②： 情報システムの月間停止時間に関する日米比較 日本の方が、9倍停止時間が短いといえる
（米国14.7時間／月 vs 日本1.7時間／月）

日本の大企業の基幹となる情報システムの障害による月間停止時間は1.7時間
北米の大企業の月間停止時間14.7時間に比べると信頼性が格段に高い

選択項目
年間停止
時間（分）

回答件数
月間停止時間
（時間） 合計

100％（0分） 0 25 0.00 

99.999％以上（5分） 5 29 0.20 

99.99％以上（50分） 52 57 4.12 

99.9％以上（8.6時間） 525 80 58.33 

99％以上（86時間） 5256 32 233.60 

99％未満（172時間） 10512 7 102.20 

合計 230 398.45 

1社あたりの月間停止時間 1.7324 

記者発表会
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<重要ｲﾝﾌﾗ情報ｼｽﾃﾑの信頼性＞
「重要ｲﾝﾌﾗ事業者」は情報通信、金融、航空、鉄道、電力、ｶﾞｽ、
政府・行政ｻｰﾋﾞｽ、医療、水道、物流の10業種

重要インフラ情報システムの回答者
の構成割合（｢実績｣をベースに）

n=107

航空
3%

電力
3%

ガス
7%

政府等
0%

医療
2%

水道
0%

物流
22%

鉄道
3% 金融

46%

情報通信
15%

・重要インフラ情報システムとは、2009年（平成21年）3
月24日に経済産業省が発表した「情報システムの信頼
性向上に関するガイドライン（第2版）」で、次のように定
義されている。

『他に代替することが著しく困難なサービスを提供する
事業が形成する国民生活・社会経済活動の基盤であり、
その機能が低下又は利用不可能な状態に陥った場合
に、我が国の国民生活・社会経済活動に多大の影響を
及ぼすおそれが生じるもの、人命に影響を及ぼすもの
及びそれに準ずるもの。』

・また内閣府（情報セキュリティ政策会議）は2005年（平
成17年）12月15日付の「重要インフラの情報セキュリ
ティに係る行動計画」の中で、『重要インフラ事業者』と
して次の10業種を挙げている。

『情報通信、金融、航空、鉄道、電力、ガス、政府・行
政サービス（地方公共団体を含む）、医療、水道、物流』

・このアンケート調査は主として上場企業
を中心とした調査のため、政府・行政サー
ビス（地方公共団体を含む）と水道の事業
者は含まれていない。
なお、航空、鉄道、電力、ガス、および医
療の各業種の比率は少ないため、分析に
当たってはこの5つの業種をまとめて「そ
の他」として取り扱うものとする。

記者発表会
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26%

18%

32%
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25%
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28%

25%

15%

24%

27%

16%

31%

36%

20%

25%

13%

25%

31%

5%
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0%

13%

18%

16%

17%

10%

25%

23%

7%

9%

8%

6%

0%

8%

17%

5%

6%

8%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=76）

情報通信（n=11）

金融（n=38）

物流（n=16）

その他（n=11）

全体（n=80）

情報通信（n=12）

金融（n=39）

物流（n=16）

その他（n=13）

目
標

値
実

績
値

100％ 99.999％以上 99.99％以上 99.9％以上 99％以上 99％未満
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金融機関の情報ｼｽﾃﾑの稼働率が他業種との比較で非常に高い
「金融」の「重要ｲﾝﾌﾗ情報ｼｽﾃﾑ」では過半数の企業が年間の障害
による停止時間5分以下（稼働率99.999％以上）を実現した

重要インフラ情報システムの稼働率（業種グループ別）
年間推定

停止時間（分）

387

493

425

412

115

491

978

331

474

542
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31%
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重要インフラ
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基幹となる
情報システム（n=718）

100％ 99.999％以上 99.99％以上 99.9％以上 99％以上 99％未満
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停止時間という観点だけから見れば「重要ｲﾝﾌﾗ情報ｼｽﾃﾑ」の信頼
性は「基幹となる情報ｼｽﾃﾑ」より2倍以上高い、但し、「稼働率の目
標値なしまたは不明」という企業が1/4もあることが大きな課題

重要インフラ情報システム
と基幹となるシステムの
稼働率の比較

稼働率

99.907%

99.794%

・稼働率99.999％から99.9％にか
けて、年を追うごとに割合が高く
なっていること、つまり情報シス
テムの信頼性が年々高くなって
いることがわかる。

・重要インフラ情報システムの年間推定停止時間は491分（8時間11分、稼働率は99.907％）、基幹とな
る情報システムのそれは1,085分（18時間5分、稼働率は99.794％）である。つまり重要インフラ情報シス
テムの停止時間1に対して、基幹となる情報システムは2.21という割合になる。

重要インフラ情報システム
と基幹となるシステムの
実績推定時間 [2.21倍]

記者発表会



レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５

稼働率 99%未満 99% 99.9% 99.99% 99.999%以上

バックアップ機 なし あり
（部分的）

あり
（2／N＋1台）

あり
(Hot stand by)

あり
(Hot stand by)

サービス停止時間
（ ）時間／年

172時間 86時間 8.6時間 50分 5分

到着時間 1-6時間（昼）
12時間（夜間）

1-6時間 1-3時間（昼）
6時間（夜間）

常駐
ケースによって
は2時間

常駐

修復時間
・故障修復
・再立ち上げ

6時間-12時間
10分-1時間

6時間-12時間
10分-1時間

3時間-6時間
10分-1時間

3時間-6時間
0分-10分

3時間-6時間
即時

費用
・構築費用
・運用費用

1.0倍
1.0倍

1.2～1.8倍
1.1～1.3倍

（マニュアル）

1.2～3倍
1.3～2.0倍

1.5～4倍
2.0～3倍

（保守も）

4～6倍
3～4倍

システム構成（例）
必要な機能

NAS SAN
NAS
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ

SAN
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ
三重化

SAN
クラスタリング
ﾛｰﾄﾞﾊﾞﾗﾝｼﾝｸﾞ
三重化、四重化

ペナルティ 対象 対象 対象
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稼働率目標を上げるためには構築費用・運用費用がかかる
＜稼働率目標とSLAとｼｽﾃﾑｺｽﾄの関係 JUAS・SRM第1巻 P422～＞

それぞれの稼働率目標における、サービス停止時間、バックアップ機、費用、システム構成などの条件
二大報告会



41%

38%

32%

69%

67%

37%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①要求仕様書への性能要件（レスポンスタイム等）の記載

（n=969）

②要求仕様書への信頼性要件（稼動率・障害回復時間等）

の記載（n=968）

③要求仕様書への運用要件（要員の常駐等）の記載

（n=956）

④ユーザー（オーナー）による要求仕様のレビュー（n=965）

⑤プロジェクトリスクを考慮した工期、スケジュールの決定
（n=969）

⑥トランザクション急増時の対応方法（n=963）
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＜情報ｼｽﾃﾑの信頼性向上策の実施状況＞
ｼｽﾃﾑ企画・要求仕様作成段階の信頼性向上策では、過半数が未
実施の施策が2/3、1000人未満の企業の実施割合向上が課題

情報システムの信頼性向上策の実施状況
（システム企画・要求仕様作成段階） 実施している

1000人未満 1000人以上

31％ 63％

30％ 55％

25％ 49％

60％ 88％

58％ 86％

30％ 51％

二大報告会



86%

73%

74%

75%

61%

78%

81%

79%

76%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①全体（ハード、ソフト、ネットワーク、電源）の信頼度を考慮したシ

ステム構成（n=977）

②オペレーションミスを起こさせない設計（ユーザビリティ含む）の

考慮（n=969）

③システム信頼性を考慮したソフトウェア構成の設計（n=967）

④運用を考慮した設計（設計段階からの運用担当者の参画）

（n=968）

⑤開発の標準化（n=967）

⑥レビューの十分な実施（n=971）

⑦十分なテスト期間の確保（n=971）

⑧十分なテスト環境の確保（n=966）

⑨エンドユーザーの検収への参加（n=970）
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ｼｽﾃﾑ設計・開発段階の信頼性向上策は、1000人未満の企業
も含めて実施済みの施策が多い

情報システムの信頼性向上策の実施状況（システム設計・開発段階）

実施している

1000人未満 1000人以上

82％ 96％

69％ 81％

68％ 87％

72％ 83％

53％ 80％

71％ 93％

75％ 93％

74％ 91％

70％ 89％
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40%

71%

54%

65%

68%

59%

49%

81%

72%

32%

26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①回帰テスト（リグレッションテスト）の実施（n=950）

②各部門の責任者の適切なチェック（保守作業の修正結果、新旧出力結

果等）（n=967）

③リリース前の確認会議が組織的に実行されている（n=965）

④開発と保守・運用の引継ぎ実施（運用受け入れレビュー等）（n=959）

⑤関連会社、委託先を含めた保守・運用における役割分担の明確化

（n=965）

⑥影響度等に応じたシステム障害のレベル定義とそれに応じた報告体制

の構築（n=963）

⑦運用におけるサービスレベルの設定と実績の報告（n=960）

⑧システム障害時の手順の明確化（n=971）

⑨システム障害の原因の究明と社内外関係者による対策の共有化

（n=965）

⑩システム障害を想定した定期的な訓練（n=957）

⑪品質管理担当者・対応組織の設置（n=955）
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保守・運用段階の信頼性向上策では、過半数が未実施の施策が
3割、大企業も含めて未実施の施策の実施割合向上が課題

情報システムの信頼性向上策の実施状況（システム保守・運用段階） 実施している

1000人未満 1000人以上

36％ 63％

65％ 84％

43％ 78％

58％ 82％

60％ 85％

50％ 79％

43％ 62％

75％ 93％

64％ 90％

26％ 45％

21％ 38％

二大報告会
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⑥トランザクション急増時の対応方法 (n=935)

②要求仕様書への信頼性要件（稼動率・障害回復時間等）の記載(n=939)

③要求仕様書への運用要件（要員の常駐等）の記載(n=930)

①要求仕様書への性能要件（レスポンスタイム等）の記載(n=940)

④ユーザー（オーナー）による要求仕様のレビュー(n=935)

⑤プロジェクトリスクを考慮した工期、スケジュールの決定(n=938)

⑤開発の標準化(n=938)

②オペレーションミスを起こさせない設計（ユーザビリティ含む）の考慮(n=938)

⑥レビューの十分な実施(n=940)

①全体（ハード、ソフト、ネットワーク、電源）の信頼度を考慮したシステム構成(n=944)

⑦十分なテスト期間の確保(n=941)

④運用を考慮した設計（設計段階からの運用担当者の参画）(n=939)

⑧十分なテスト環境の確保 (n=936)

③システム信頼性を考慮したソフトウェア構成の設計(n=937)

⑨エンドユーザーの検収への参加(n=939)

⑦運用におけるサービスレベルの設定と実績の報告(n=932)

⑪品質管理担当者・対応組織の設置(n=927)

⑩システム障害を想定した定期的な訓練(n=929)

⑥影響度等に応じたシステム障害のレベル定義とそれに応じた報告体制の構築(n=935)

④開発と保守・運用の引継ぎ実施（運用受け入れレビュー等）(n=930)

①回帰テスト（リグレッションテスト）の実施(n=923)

③リリース前の確認会議が組織的に実行されている (n=934)

⑤関連会社、委託先を含めた保守・運用における役割分担の明確化(n=934)

⑨システム障害の原因の究明と社内外関係者による対策の共有化(n=935)

⑧システム障害時の手順の明確化(n=939)

②各部門の責任者の適切なチェック（保守作業の修正結果、新旧出力結果等） (n=938)
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＜稼働率向上に効果が大きい信頼性向上策＞
稼働率と信頼性向上策の実施状況の相関の結果を見ると、保守・
運用段階での信頼性向上策の実施が稼働率向上に効果が大きい

稼働率区分による情報シ
ステムの信頼性向上策の
実施状況の差

1
2
4
5

順位
3

・実績の稼働率が100％から
99.99％までに入る企業を高稼働
率グループ、99.9％から「なし／
不明」の企業を低信頼性グルー
プ として、信頼性向上策の実施
状況（実施/未実施）との相関を
とった。

・上位の5施策中4施策が、システ
ム保守・運用段階のものである。
さらにこれらの5施策のうち3施策
は、全体としての実施の割合が
低いと指摘したものでもある。こ
れらの個々の施策の実施による
効果もさることながら、そのような
実施割合の低い施策を敢えて実
施している企業のスタンスが、結
果として良い結果をもたらしてい
る。

記者発表会



8%

13%

66%

69%

19%

13%

7%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

IT部門（n=985）

経営企画部門（n=947）

十分な対策ができており、不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安

かなり不安 わからない
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基幹業務の情報ｼｽﾃﾑ障害への対策については「経営企画部門」よ
り「IT部門」の方が不安を持っている、業種別では「金融」「重要ｲﾝﾌ
ﾗ」は不安が少なく、「機械製造」「商社・流通」は不安感が高い

情報システム障害への対策（経営企画
部門の年度別 業種グループ別）

情報システム障害への対策
（IT部門 対 経営企画部門）

11%

12%

9%

12%

17%

14%

17%

70%

73%

65%

67%

77%

82%

65%

8%

10%

20%

17%

3%

3%

12%

11%

4%

7%

4%

6%

3%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=111）

素材製造（n=115）

機械製造（n=198）

商社・流通（n=181）

金融（n=69）

重要インフラ（n=77）

サービス（n=196）

十分な対策ができており、不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安

かなり不安 わからない

13%

11%

12%

10%

69%

72%

72%

68%

13%

11%

12%

18%

5%

6%

3%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=947）

08年度（n=725）

07年度（n=681）

06年度（n=708）

十分な対策ができており、不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安

かなり不安 わからない

・毎年IT部門は、情報システム障害の回避
に向けて常に対策を打ち続けている。それ
にも関わらず「不安はない」となかなか言い

切れないところがこの対策の難しいところ。

記者発表会
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＜基幹となるｼｽﾃﾑの冗長構成の状況＞
ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾏｼﾝの保有状況は全体では半数で大企業では2/3にもなる
業種別では「金融」が9割に達し「重要ｲﾝﾌﾗ」「ｻｰﾋﾞｽ」でも6割になる

冗長構成の有無
（企業規模別）

冗長構成の有無
（業種グループ別）

51%

45%

64%

55%

36%

49%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（n=985）

1000人未満（n=682）

1000人以上（n=303）

バックアップマシンあり バックアップマシンなし

42%

48%

40%

47%

92%

61%

60%

52%

60%

53%

8%

39%

40%

58%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=114）

素材製造（n=151）

機械製造（n=246）

商社・流通（n=191）

金融（n=53）

重要インフラ（n=79）

サービス（n=162）

バックアップマシンあり バックアップマシンなし

記者発表会
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本番機とﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾏｼﾝを別のｾﾝﾀｰで稼働させている企業は全体で
は2割、大企業では1/4になる、業種別では「金融」の45％が複数ｾﾝ
ﾀｰで稼働させていることに留意したい、続いて「重要ｲﾝﾌﾗ」が3割

バックアップ機を稼働させて
いる場合の複数センターの
有無（企業規模別）

バックアップ機を稼働させて
いる場合の複数センターの
有無（業種グループ別）

19%

15%

25%

81%

85%

75%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（n=472）

1000人未満（n=286）

1000人以上（n=186）

複数センター 1センター

19%

22%

12%

17%

9%

45%

28%

18%

81%

78%

88%

83%

91%

55%

72%

82%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（n=476）

一次産業（n=46）

素材製造（n=69）

機械製造（n=93）

商社・流通（n=87）

金融（n=47）

重要インフラ（n=43）

サービス（n=91）

複数センター 1センター

記者発表会
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ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ方式は大企業では「ﾌｪｰﾙｵｰﾊﾞｰｸﾗｽﾀｰ」、1000人未満の企業では「ｺｰﾙ
ﾄﾞ・ｽﾀﾝﾊﾞｲ」、「金融」では「ﾎｯﾄ・ｽﾀﾝﾊﾞｲ」、「重要ｲﾝﾌﾗ」では「ﾌｪｰﾙｵｰﾊﾞｰｸﾗｽﾀ」が
一番多い、「ﾃﾞｭｱﾙ」が多いのは「重要ｲﾝﾌﾗ」、「ｺｰﾙﾄﾞｽﾀﾝﾊﾞｲ」が多いのは「ｻｰﾋﾞｽ」

冗長構成のﾊﾞｯｸ
ｱｯﾌﾟ方式

（企業規模別）

冗長構成のﾊﾞｯｸｱｯ
ﾌﾟ方式（業種別）

29%

34%

22%

10%

9%

11%

21%

18%

24%

19%

16%

25%

9%

8%

12%

12%

16%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（n=475）

1000人未満（n=289）

1000人以上（n=186）

コールドスタンバイ ウォームスタンバイ ホットスタンバイ

フェールオーバ 負荷分散 デュアル

29%

30%

29%

29%

23%

23%

23%

39%

10%

14%

10%

9%

9%

15%

5%

7%

20%

7%

28%

20%

20%

40%

18%

13%

20%

27%

19%

21%

21%

13%

27%

14%

10%

14%

10%

8%

10%

4%

7%

13%

12%

9%

4%

13%

16%

4%

20%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計（n=480）

一次産業（n=44）

素材製造（n=69）

機械製造（n=96）

商社・流通（n=86）

金融（n=47）

重要インフラ（n=44）

サービス（n=92）

コールドスタンバイ ウォームスタンバイ ホットスタンバイ

フェールオーバ 負荷分散 デュアル

●「デュプレックスシステム」
1つの業務に対して2台の同じ構成のコ
ンピュータを用意し、一台が本番系とし
ての稼働中は、もう一台は待機系とし
て待機し、本番系は障害が起きた時に
業務を引き継ぐ方式。
・コールドスタンバイ：
待機中は他の業務などを処理しており、
本番系に障害が起きた時にはOSから
立ち上げる方式。
・ウォームスタンバイ：
待機中はOSまでは立ち上がっている
方式。障害が起きた時には、業務プロ
グラムの立ち上げから始める。
・ホットスタンバイ：
OSと業務プログラムの両方が立ち上
がって待機している方式。

●「クラスタ構成」
複数のコンピュータを相互に接続して、
ユーザや他のコンピュータからは全体
として1台のコンピュータであるかのよ
うに見せる技術。
・フェールオーバークラスタ：
1つのクラスタ構成の中に本番系サー
バと待機系サーバがあり、本番系サー
バに障害が発生した場合、クラスタシ
ステムがその障害を検出し、待機系
サーバで業務アプリケーションを自動
起動して、業務を引き継がせる方式。
・負荷分散クラスタ：
常に複数台のコンピュータで、負荷を
分散しながら並行して処理を行ってい
る方式。仮に1台のコンピュータが障害
を起こしても、残りのコンピュータ全体
でその処理を分担し直すので、サービ
スの停止は起きない。

●「デュアルシステム」
1つの業務に対して二系統の
システムを用意して、主系／
従系ともに同じ処理を行わせ
て演算結果を比較する方式。
2系列で同じ処理を並列で行
い、常に処理結果を照合（ク
ロスチェック）するところに特
徴がある。この方式は仮に一
系統に障害が発生した場合
でも、クロスチェックを諦めて
一系統だけで処理を継続す
るので、サービスの中断は起
きない。

二大報告会
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＜信頼性向上に関する悩み＞「要員の不足」が引き続きの首位に
「開発時のﾃｽﾄ不足」「企画・設計段階のﾚﾋﾞｭｰ不足」が順調に数値を
下げ、「ﾍﾞﾝﾀﾞｰのｻﾎﾟｰﾄ不足」も急速に数値を落としている

情報ｼｽﾃﾑの信頼性向上
に関する悩み（年度別）

35%

31%

41%

39%

16%

16%
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17%
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1位（06年度：n=737、07年度：n=603、08年度：n=826、09年度：n=981）

2位（06年度：n=688、07年度：n=569、08年度：n=804、09年度：n=949）

・今更言うまでもないことであるが、
IT技術はどんどん多様化し、さら
に深みも増している。

単に技術面だけでなく業務の面
でも、ビジネスモデルや情報戦略、
業務改善、ITガバナンスを超えた
企業全体のガバナンスへの対応
などを、IT部門は求められている。

さらに企業の中での情報システ
ムの位置づけも変化してきて、効
果的な情報システム無しでは企
業の存続も危うい。

⇒現状は厳しいかもしれないが、
IT部門の管理者は企業の将来を
かけて、一層人材育成に積極的
に取り組んで頂きたい。
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＜システムの信頼性・安定性確保のため、工夫している点＞
IT部門のあり方、情報システムの企画段階 1/2 ＜ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより＞

（C）JUAS 2010

情報子会社を含む主要グループのシステム担当役員による会議体を毎月開催し、システムの
信頼性、安定性の確保、取組などについて情報を交換し、共有する体制を取っている。

リスク管理を徹底して行っている。リスクを4つ挙げている。
①システム停止によって会社の運営が止まるもの ② 情報漏えい
③コンプライアンス（仕事をするうえで法律違反を起こすようなもの） ④業務効率性
半期に1度、全事業部に4つのリスクに関するトラブルの有無および対策を報告させている。

企画要求定義段階で、情報システムの重要度からサービスレベルの設定をしっかり確認してい
る。例：ハードウェアの二重化のレベルをどこまでにするか
さらに、性能面ではどのレベルを用意する必要があるかについても結論を出している。

システムごとに、定期的に診断をしている。内部統制に当たる。例えばトラブルがあれば組織内
で必ずレビューを行っている。保守／運用の期限が切れたときは、自動延長はせず、一回ずつ
レビューしている。保守委託先の選定、サービスレベルと費用の妥当性などもすべてレビューの
対象にしている。

システムの重要度に基づき、影響度の大きいシステムでは、例えばバージョンアップ時に職制
の高い人がチェックと判断を行うなど、体制を変えて作業を行っている。

企画、設計、保守についての守るべき要点のルール、ガイドラインを作った。

全国に顧客がいるため、センターを全国に10ヶ所持って、1つの顧客に2つのセンターから接続し
て、顧客の状況をチェックしている。
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＜システムの信頼性・安定性確保のため、工夫している点＞
IT部門のあり方、情報システムの企画段階 2/2 ＜ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより＞

（C）JUAS 2010

システムの刷新を機会に、エンタープライズ・アーキテクチャを取り込んでいる。

業界標準的なCOBITやITILなどのプロセスをどう取り入れるか、真剣に検討している。

情報システムは全部オープン系になってしまったので、ハードの期限の到来もあり、6～7年のサ
イクルで更改計画を作って、実施している。

企画要求定義段階で、基本的なインフラやOS、弊社での標準的なものに乗っ取って企画されて
いるかどうかをレビューミーティングで確認している。さらに、基本設計が上ってきた段階で再確
認している。

要件定義を固める段階で、ユーザー部門（事業部門）とシステム部門、情報子会社を含む開発
ベンダー間の連携をしっかりと取っている。

企画段階で、そのプロジェクトを成功するための目的、狙いを明確にしている。

ある種類の非機能要件を重視している。具体的には、情報システムを企画する段階で、完全性
、可用性、機密性の評価を必ずやっている。その条件を満足するために具備しなければいけな
いシステム化要件があり、それに基づいた非機能要件を定義しているかどうかをチェックしてい
る。
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＜システムの信頼性・安定性確保のため、工夫している点＞
情報システムの開発段階 ＜ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより＞

（C）JUAS 2010

一定規模以上のものや、お客様宛てのサービス、決済先に対するものなどについては、設計会
議をかけることを義務つけている。具体的には、要件定義が明確になった段階や、基本設計が
アップした段階、リリース前の判定会議など、節目、節目に設計会議を開いて、内容を確認し合
っている。

設計段階のレビューのレビューアを、一定のスキル基準を満たした要員に限定して、「できる人
間がチェックする」という体制を取っている。

システム開発時に品質に配慮するために、ISO9001を適用している。

テスト段階で、バグがある一定数以上出ていないと、内在化しているということでもう一度調べ直
すということを始めた。

システムテストのところで、利用者を含めて発注者側が出した要件が充分に実現できているの
かというところを、きちんと確認している。

重要な情報システムでは、事前に負荷テストをしている。

負荷テストなどの結果に基づいたリリース判定を、レビュー方式で実施している。
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＜システムの信頼性・安定性確保のため、工夫している点＞
情報システムの運用段階 1/2 ＜ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより＞

（C）JUAS 2010

システムの重要度評価を行って、最重要システムについてはBCPの観点からきちんと運用管理
の手順書を作っている。その中は、バックアップ、障害からの復旧、障害に戻す時間をどう設定
するかなど、重要なものは全て定義し、ドキュメント化して管理している。

運用のプロセス標準を決めて、それに従ってやっている。基本的にはITILに準拠している。それ
を常時メンテナンスしている。

徹底してインシデントの管理を行っている。そのインシデントを徹底的に分析して、最終的にはイ
ンシデント自体をなくしていこうという取組をしている。

障害報告を記録し、分析して、改善するというサイクルを回し、システム面、ハードウェア面、ネッ
トワーク面などで、障害の原因を早期に叩き潰している。

サーバーやネットワーク、インターネットも含めて、常時監視をしている。障害など繫がりそうな
予兆があれば、早期に手を打てる状況になっている。

障害が起きると、類似するトラブルについて全社的に総チェックをし、それぞれのところで再発防
止、類似トラブル防止のための施策を実施している。

障害が起きてしまったときには、「なぜ、なぜ」を5回以上繰り返すことで根本原因を突き止めて、
再発防止に繋げるための事故ゼロ会議を必ずやっている。
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＜システムの信頼性・安定性確保のため、工夫している点＞
情報システムの運用段階 2/2 ＜ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより＞

（C）JUAS 2010

事業継続計画を持っているが、それが机上の空論にならないように、それに従った災害対応訓
練を半期に1回やっている。

情報子会社、およびベンダーにアウトソースしている業務については、サービスレベルアグリー
メントに基づいて目標管理をして、障害の件数を抑えている。

設備の導入を行う計画部隊と運用部隊をグループ分けし、運用の責任所掌を明確にしている。

ほとんどのシステムを二極化、二重化し、データセンターの完全なバックアップをやっている。

ハードについては、本番のサーバに必ず予備機を用意して、本番のほうに何か異常があれば予
備機への切り替えを実施している。ネットワークについては、通常使用しているベンダーの回線
に加えて、必ずバックアップを用意し、異なるベンダーのネットワークを張って二重化している。
電力も二重化している。

24時間の監視運用体制をつくり、稼働させている。

オペレーションミスの情報をIT部門が吸い上げて、使い勝手を良くするための改善を継続して実
施している。

サーバーを統合化し、仮想化した。サーバーのバックアップマシンも必要なだけ用意した。
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（C）JUAS 2010 89

＜情報ｼｽﾃﾑの信頼性向上のために工夫している点や留意して
いる点（自由記述より）＞
「IT部門のあり方」と「情報ｼｽﾃﾑの開発と保守」に関わるもの

項　目 件数

各種作業の手順書の作成。ドキュメント管理。マニュアル化。 7

ユーザー部門との連携強化。 7

システム部門での情報の共有（障害事例、過去の事例、など）。 6

ベンダーとの関係強化（合同会議の定期開催、など）。 5

社員教育の強化。人材の育成。 4

内部統制活動の活用。 3

ERPパッケージ等、パッケージの採用。 2

リスクマネジメント。リスクアセスメントとの実施。 2

開発、保守、運用のプロセス標準を作成し、手順を明確化すること。 2

システム品質向上活動。 1

サポート力のアップ。 1

システムのSOA化。 1

ブラックボックスをなくす。 1

外部セミナー等への参加による積極的な情報収集。 1

費用対効果を見てのIT投資。 1

項　目 件数

レビューの徹底。 9

いろいろな局面に対応したテストの実施。 4

標準化の推進。 4

上流工程重視の開発プロセスの推進。 3

エンドユーザの開発参加（要件定義、検収）。 2

パッケージシステムの導入。 2

開発計画作成と進捗チェック。 2

保守作業への配慮 2

システムの共通化、モジュール化による簡素化。 1

スケジュール共有の徹底。 1

移行トライアルを含む、移行設計を時間をかけて充分に行う。 1

過剰品質の排除。 1

開発ベンダーのプロジェクトマネジメントに介入している。 1

開発会社との役割分担と明確化。 1

受入れ検証の実施。 1

納期をまもる事と、エンドユーザに合った使いやすさを追究する事。 1

定例の品質会議の開催。 1

ＩＴ部門のあり方など
に関わるもの

情報システムの開発と
保守に関わるもの

二大報告会



（C）JUAS 2010 90

＜情報ｼｽﾃﾑの信頼性向上のために工夫している点や留意して
いる点（自由記述より）＞
「情報ｼｽﾃﾑの運用」に関わるもの

情報システムの運用に
関わるもの

項　目 件数

障害対応力の強化、障害管理プロセスの標準化、障害復旧時間の短縮。 12

アウトソーシング推進とアウトソーサーとの関係強化（定例会議の実施、役割分担の明確化、など）。 5

冗長化の実施。 5

SLAを決めてサービス品質向上のための施策を実施すること。 3

ITIL準拠の推進。 2

インシデント管理の徹底。 2

運用者教育の徹底。 2

停電対策。 2

負荷状況の定期的なモニタリング。 2

システムのイベントログの確認と、システムの異常を早期に発見。 2

二重チェックの実施。 1

ISMS運用。 1

データバックアップの取得。 1

メジャーリリース時のBCPサイトへのモジュールの反映。 1

リリース管理の徹底。 1

委託先ベンダーの監視強化。 1

仮想化基盤の活用。 1

基幹システムの24時間監視の実施。 1

構成管理台帳の整備。 1

作業履歴、手順書作成の徹底。 1

事業継続訓練を実施。 1

新･旧システムの並列運用の実施。 1

情報子会社との情報共有の実施。 1

定期的なバックアップ訓練と結果のアニュアルへの反映。 1

インフラ陳腐化への警戒。 1

キャパシティ管理の実施。 1

⇒今年度の調査結果では、日本の情報システムの信頼性は、稼働率の観点から見ても障害による
停止時間の観点から見ても、昨年度より一段と良くなっている。しかし一方で、情報システムの開発
や運用で、実施されているべき基本的な作業のいくつかが必ずしも実施されていないという結果も、
今回の調査の結果明らかになっている。我々は現状に決して満足することなく、与えられた時間と
予算の中でさらに可能な限りの努力を積み重ね、一層の信頼性向上に取り組む必要がある。
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4.2009年度の企業の主なIT動向

（C）JUAS2010

1.回答企業のプロフィール
2.重点テーマ1 経営環境の変化に対応したIT活用

①新テクノロジの導入と評価
②グリーンIT

3.重点テーマ2 システムの信頼性・安定性の確保
①契約
②情報システムの信頼性

4.2009年度の企業の主なIT動向
①IT予算（本調査：09年11月、追加調査：10年3月）
②IT投資・評価
③IT推進組織
④IT人材
⑤システム開発とシステム運用
⑥ITの導入と評価（ハードウェア）
⑦リスクマネジメント（情報セキュリティ・内部統制・ IFRS・BCP）
⑧ITを活用したビジネスイノベーション

9191
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対前年比 次年度予測

01年度 02年度 03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度 0８年度 09年度 10年度

１0%以上増加 29％ 24％ 32％ 30％ 31％ 35％ 42％ 39％ 31％ 25％ 19％ 19％

１0%未満増加 16％ 16％ 15％ 14％ 16％ 17％ 19％ 18％ 15％ 18％ 16％ 12％

不変 28％ 29％ 19％ 22％ 23％ 21％ 17％ 14％ 18％ 27％ 30％ 33％

１0%未満減少 13％ 14％ 13％ 16％ 13％ 10％ 7％ 13％ 13％ 10％ 16％ 18％

１0%以上減少 14％ 17％ 21％ 19％ 17％ 16％ 15％ 16％ 24％ 19％ 19％ 17％

DI 18 9 13 9 17 26 38 28 9 15 0 -4

N値 733 964 742 777 764 667 459 606 518 438 567 518 92

一層厳しくなるIT予算、10年度のＩＴ予算のDI値（増加割合-減少割
合）は94年度の調査開始以来初のﾏｲﾅｽとなった、これまで毎年増
加の一途辿ってきたIT予算は09年度が減少への転換点となった

IT予算DIの経年変化

IT予算額増減の実績と予測の推移

・1社当たりの平均ＩＴ予算
額も、０８年度実績の１４．
３億円から０９年度計画は
１４．１億円と１．３％の減

少となった。
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実績 予測
値はDIを示す
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・本調査は１１月、３月の臨時追加調査の結果のＤＩ値は
０９年３月：▲３５⇒１０年３月：▲９なので、ＩＴ予算は０９年度が底で
１０年度は最悪期を脱しつつあるが本格回復には時間がかかりそうだ。
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08年度計画
（07実績比, n=606）
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09年度計画
（08計画比, n=512）

10年度予測
（09計画比, n=518）
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DI値

 ▲4

 ▲14

9

28

（C）JUAS2010 93

「計画比」で見るとＤＩ値は09年度が底で10年度は下げ止まりの兆候
2年連続でIT予算を増加させる企業が15％（▲５P）、減少させる企業
が13％（＋5P)、10年度は強気派と弱気派が拮抗する

09年度のIT予算の増減別
10年度のIT予算増減の予測 21%

21%

16%

14%

22%

10%

14%

2%
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10%以上増加 （n=160）

10%未満増加 （n=77）

不変 （n=91）

10%未満減少 （n=66）

10%以上減少 （n=124）

10%以上増加 10%未満増加 不変 10%未満減少 10%以上減少

DI値
▲16

▲7

9

4

0

09年度IT予算

IT予算の増減

・「計画比」で見ると、ＤＩ値は０９年度が底で、１０年度は▲１４→▲４と下げ止まりの兆候が見える。 「実績比」で０９年
度のＤＩ値が９と高いのは、０８年度の後半でブレーキがかかったため、比較する０８年度の実績が低くなったため。
・さらに①１０年度予測で「不変」を選択する企業が１/３を占める。②IT予算の平均値が▲０．８％の減少に留まる。この
２点にも着目すれば、従来のＩＴ投資の増加傾向からは大きくﾌﾞﾚｰｷがかかるものの、 ０９年度対比では大きな減少と
はならず、下げ止まりの兆候が見られる。ＩＴ投資についてはニュトラルなポジションで、様子見とする企業が増えてい
る。
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（C）JUAS2010 94

10年度は大企業から回復の兆候が！
10年度予測では大企業の方が「計画比」のDI値の増加が14ﾎﾟｲﾝﾄ
（▲18→▲4）と舵の向きを大きく変えてきている兆候が見られる

IT予算の増減（企業規模別）
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（09計画比, n=158）
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（08計画比, n=158）

09年度計画
（08実績比, n=158）

08年度計画
（07実績比, n=202）
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09年度は売上高が大きくなるほどはＩＴ予算削減の影響が深刻で
あったが、10年度は逆に売上高が大きくなるほど大きく揺れ戻して
いる、特に1兆円以上の企業ではDI値が63ﾎﾟｲﾝﾄも増加（▲50→13）

IT予算の増減
（０７年度売上
高別）
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10年度予測 （09計画比, n=118）

09年度計画 （08計画比, n=118）

09年度計画 （08実績比, n=118）

08年度計画 （07実績比, n=127）

10年度予測 （09計画比, n=283）

09年度計画 （08計画比, n=283）

09年度計画 （08実績比, n=283）

08年度計画 （07実績比, n=316）

10年度予測 （09計画比, n=99）

09年度計画 （08計画比, n=99）

09年度計画 （08実績比, n=99）

08年度計画 （07実績比, n=124）

10年度予測 （09計画比, n=16）

09年度計画 （08計画比, n=16）

09年度計画 （08実績比, n=16）

08年度計画 （07実績比, n=33）
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記者発表会

大改善
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悪化
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海外への依存度が高い業種ほど09年度は大きく絞り込んだが
海外の景気動向の好転で10年度は回復が早い傾向が見られる
逆に内需依存度の高い業種は09年度より10年度に絞り込む傾向

IT予算の増減
（業種グループ別）
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10年度予測 （09計画比, n=68）

09年度計画 （08計画比, n=68）

10年度予測 （09計画比, n=84）

09年度計画 （08計画比, n=84）

10年度予測 （09計画比, n=122）

09年度計画 （08計画比, n=122）

10年度予測 （09計画比, n=108）

09年度計画 （08計画比, n=108）

10年度予測 （09計画比, n=27）

09年度計画 （08計画比, n=27）

10年度予測 （09計画比, n=35）

09年度計画 （08計画比, n=35）

10年度予測 （09計画比, n=74）

09年度計画 （08計画比, n=74）
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　11

▲17

0

4

11

・09年度はリーマンショックに伴
い、特に海外の影響を受けや
すい業種において、IT予算を急
速に絞り込まざるを得なかった
ものと思われる。

・10年度は「金融」、「重要インフ
ラ」のDI値がプラスからマイナ
スに転じる一方で、「素材製造」、
「商社・流通」がマイナスからプ
ラスに転じる。
また「機械製造」はマイナスで
はあるものの09年度の▲33か
ら▲7へと16ポイントも改善され
ている。
⇒景気回復の波の遅効性が影
響していると考えられる。

記者発表会
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09年度は「増収増益」組が最もＩＴ投資の絞り込みを行っており、業
績とＩＴ投資の増加額が逆の傾向となっている、先進企業は新技術
（仮想化、ｸﾗｳﾄﾞ）の導入でIT投資を抑制しているのではないか？

IT予算ＤＩの経年変化
（前年度の業績別）
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03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

増収増益 増収減益 減収増益 減収減益 全体

03年度 04年度 05年度 06年度 07年度 08年度 09年度

増収増益 29 18 23 27 44 28 -29 
増収減益 13 8 14 36 41 43 -18 
減収増益 10 7 18 32 27 31 -5 
減収減益 -2 -11 3 9 29 12 1 

全体 13 9 17 26 38 29 -8 

・08年度の企業業績が、「増
収増益」は496社中82社にと
どまり、構成比は約16％（07
年度：40％）。一方、「減収減
益」の構成比は約47％（07年
度：22％）。

・業績とIT投資の増加額が
逆の傾向となる要因として、
①既に着手済みのIT投資案
件が多く、業績の悪化に対し
ても即座に投資を止めること
が難しい
②従来からIT投資を増加さ
せてきた企業が08年度に限
り「減収減益」組に多数移っ
てきた。

③09年度は「増収増益」の先進企業が先手をとって新技術（仮想化、クラウ
ド）を導入し、コストダウンを実現しているのではないか等が考えられる。

記者発表会
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売上高に占めるＩＴ予算比率は「金融」が5.50％と突出、それ以外の
業種は0.5％～1.5％に収まる、全体平均は計画ﾍﾞｰｽでは1.05％で
0.04ﾎﾟｲﾝﾄの減少、IT投資の伸びは絶対金額で抑制されている

売上高に占める
ＩＴ予算比率
（業種グループ別）
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0.81
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0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00

全体 （n=518）

一次産業 （n=68）

素材製造 （n=84）

機械製造 （n=122）

商社流通 （n=108）

金融 （n=27）

重要インフラ （n=35）

サービス （n=74）

09年度計画

08年度実績

08年度計画

記者発表会
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＜開発費と保守運用費用＞「計画比」で09年度の開発費は▲20.1％
と大幅ﾏｲﾅｽに、保守運用費は2.1％増だが08年度に比べると2ﾎﾟｲﾝﾄ
低い、開発費の割合は4ポイント低下して40％へ

一企業当たりの開発費と保守運用費

開発費割合

03年：34%（実績） 07年：41%（実績）
04年：36%（実績） 08年：44%（実績）
05年：32%（実績） 09年：40%（計画）
06年：40%（実績)

開発費 保守運用費 合計 開発費 保守運用費 合計 開発費 保守運用費

10年度予測 575 826 1,401 0.6% -1.8% -0.8% 41% 59%

-20.1% 2.1% -8.3%

-9.3% 5.1% -1.3%

08年度実績 630 800 1,430 (※） 88.1% (※）97.1% (※） 92.9% 44% 56%

08年度計画 716 824 1,539 - - - 46% 54%

※伸び率の内、08年度実績の欄は予算進捗率、また、09年度計画の、上段は08年度計画比、下段は08年度実績比の伸び率

40% 60%09年度計画 571 841 1,412

有効回答=518
IT予算（百万円） 伸び率（および予算執行率（※）） 構成比

・０９年度の開発費は０８年度までの増加傾向
から一転減少傾向になっている。
経営環境の悪化から、各企業が新規の投資を
厳しく絞り込んだ姿勢が結果に反映されている
と思われる。

・開発費と異なり保守運用費は急激な削減が
難しく、抑制はしたものの増加傾向を止めるま
でには至らなかったと思われる。

記者発表会
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売上高1兆円以上の企業は09年度は7割が開発費を削減したが
10年度は6割が増額、大企業ほど09年度は大幅に削減し、逆に10
年度の復調が早い傾向にある

開発費の増減
（０８年度売上高別）

記者発表会
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一次産業 10年度予測（n=68）

一次産業 09年度計画（n=68）

一次産業 08年度計画（n=68）

素材製造 10年度予測（n=84）

素材製造 09年度計画（n=84）

素材製造 08年度計画（n=84）

機械製造 10年度予測（n=122）

機械製造 09年度計画（n=122）

機械製造 08年度計画（n=122）

商社・流通 10年度予測（n=108）

商社・流通 09年度計画（n=108）

商社・流通 08年度計画（n=108）

金融 10年度予測（n=27）

金融 09年度計画（n=27）

金融 08年度計画（n=27）

重要インフラ 10年度予測（n=35）

重要インフラ 09年度計画（n=35）

重要インフラ 08年度計画（n=35）

サービス 10年度予測（n=74）

サービス 09年度計画（n=74）

サービス 08年度計画（n=74）

保守運用費 開発費
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IT予算の内訳は09年度は「機械製造」「金融」「素材製造」の開発費
が急減速、開発費の割合が大きいのが「金融」「重要ｲﾝﾌﾗ」、IT投
資は「商社・流通」以外は09年度を底に10年度は若干上向くと推察

業種グループ別に見た保守運用費と開発費の動向（08年度計画値の合計＝100とした指数）

・０８年度の開発費の割
合は「金融」５９％、「重
要インフラ」４７％、「機械
製造」４５％の順となり、
０７年度の調査と同じ順
位。

・「金融」「機械製造」は、
08年度の開発費の比率
が高いため、０９年度の
削減の余地が大きく減
少幅が大きかったものと
考えられる。

･１０年度の開発費は「商
社・流通」だけが▲８ポイ
ントと大きく減少。

記者発表会
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開発費の内訳はﾊｰﾄﾞ費：2割、再構築：4割弱、新規開発：3割強
07年度の調査と比較する「ﾊｰﾄﾞ」が5ﾎﾟｲﾝﾄ減少し2割へ、「SaaS開発
費」はまだ1％と試行錯誤の段階で本格的な普及には時間を要する

開発費の用途比率
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07年度計画（n=400）

09年度計画（n=489）

①ハードウェア費 ②開発費（再構築） ③開発費（新規開発） ④開発費（SaaS） ⑤その他
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②開発費（再構築）（n=603）

③開発費（新規開発）（n=593）

④開発費（SaaS）（n=479）

⑤その他（n=514）

増加 不変 減少

DI値

▲6

1
 
▲2
 
1

▲14

開発費の用途比率の
増減予測

・④開発費（SaaS）は現
時点で1％に止まるが、
開発期間の短さやハー
ドを持つ必要がないこと
が注目されており、今後
の動向を注視したい。

記者発表会
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保守運用費の内訳は外部委託費：3割、ﾊｰﾄﾞ費：2割強、ｿﾌﾄ費：2割弱
07年度の調査と比較すると保守運用費の内訳では「ｿﾌﾄ保守費」が大
幅に増加、今後も「ｿﾌﾄとｿﾌﾄ保守費」の増加を予想する企業が多い

保守運用費の用途比率

保守運用費の用途比率
の増減予測 18%

19%

18%
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10%

13%
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②ソフトウェア費（n=575）

③ソフトウェア保守費（n=601）

④処理サービス費（n=501）

⑤通信回線費（n=603）

⑥外部委託費（n=560）

⑦その他（n=509）
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・ソフトウェアベンダーも保
守サービスにウェイトを高
めたビジネスモデルにシフ
トしている傾向が現れてい
る。

記者発表会
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＜IT予算・追加調査（10年3月）＞10年3月5日に866社のIT部門長宛に
電子ﾒｰﾙで「2010年度のＩＴ予算」についての追加ｱﾝｹｰﾄ調査を依頼、
回答期限は3月11日で、255社からの回答を得た（有効回答率：29％）

27%

25%

32%

33%

35%

37%

40%

40%

31%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

追加調査：予算回答（n=143)

追加調査（n=252)

本調査（n=1014)

300人未満 300～1000人未満 1000人以上

アンケート回答企業の
従業員数

アンケート回答企業の
業種グループ

・「本調査」： ０９年１１月
・「追加調査」：１０年３月

・「追加調査・予算回答」：
「追加調査」回答企業の内、
「本調査」でも予算の回答が
あった企業

記者発表会
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5%

5%

5%

5%

5%

5%

8%

10%

7%

9%

11%

11%

8%

15%

6%

8%

12%

25%

47%

33%

52%

40%

39%

23%

10%

14%

13%

10%

12%

13%

16%

5%

8%

8%

10%

12%

4%

2%

14%

20%

8%

30%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

追加調査（n=143）

本調査（n=143）

追加調査（n=86）

本調査（n=86）

追加調査（n=57）

本調査（n=57）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

30％以上増加 10％以上30％未満増加 10％未満増加 不変

10％未満減少 10％以上30％未満減少 30％以上減少
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＜追加調査（10年3月）＞
09年3月の追加調査と比較するとDI値は大幅に改善。10年度のＩＴ予
算は様子見とする「不変」企業が09年11月より14ﾎﾟｲﾝﾄも増加

記者発表会

10年度のIT予算増減（企業規模別）
DI値

10年3月 9年3月

▲ 9 ▲35

▲ 7 5

▲ 12 28

▲ 17 13

▲ 6 ▲46

4 ▲2
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＜追加調査（10年3月）＞「 09年度の業績見込み別」の「10年度予
算計画」では、「増益」組はIT投資を復活させる気配があるものの、
「減益」組は引き続きＩＴ投資の抑制傾向が続く

10年度のIT予算増減（09年度業績見込み別）

記者発表会

22%

27%

22%

10%

10%

7%

13%

4%

37%

27%

40%

50%

10%

13%

14%

11%

22%

25%

11%

27%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

増収増益（n=41）

増収減益（n=15）

減収増益（n=72）

減収減益（n=112）

10％以上増加 10％未満増加 不変 10％未満減少 10％以上減少

09年度業績（見込み）

・今回の追加調査では、「増益」組がＤＩ値がプラス～０ 「減益」組はＤＩ値が
マイナスで、特に「減収減益」はＤＩ値が▲２２と大幅なマイナスになっている。

DI値

0

▲ 6

10

▲ 22



2009年度のＩＴ予算削減にあたって効果のあった施策
＜追加調査（10年3月）の自由記述より＞

（C）JUAS 2010

＜開発関係＞

投資効果の少ないＩＴ投資の優先順位を落とし、先送りした結果、削減に至った。

コンサルティング導入し、投資評価ルール整備、機能棚卸しを実施。投資案件の抑制や作業直
轄化を行った。

新規投資案件の中止または見送りによる開発費の削減

社外サービス利用も含めて最善なシステム構築方法を検討・実施

開発の内製化による委託費の削減

システム開発標準化による外注費削減

新規サーバ購入凍結、クラウド利用による初期投資削減

＜保守、運用関係＞

本当に使えなくなるまで機器使用を継続 （リース切れ時に再リース、新規購入の中止）

過剰サービスの停止（保守サポートのサービスレベル変更、保守解約、遊休機器廃棄等）

ハードウェア保守のハードウェア冗長度との整合性確認

保守費の見直しを強化。従来、固定費の概念が強く対象としてなかったネットワークなどのITイ
ンフラについても、見直しを実施し、コストが削減できた。

拠点間通信回線の見直し（帯域増減、相見積もり）を行った結果、当初見込みの約10％程度コ
ストを削減

期初の予算化時点でTV会議システムを導入。費用対効果と経営効率化が図れた。

仮想化技術によってサーバ統合を実施、当初予算よりも予想以上に削減できた。
107
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4. 2009年度の企業の主なIT動向

（C）JUAS 2010

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 経営環境の変化に対応したIT活用

①新テクノロジの導入と評価
②グリーンIT

3. 重点テーマ2 システムの信頼性・安定性の確保
①契約
②情報システムの信頼性

4. 2009年度の企業の主なIT動向
①IT予算
②IT投資・評価（経営課題、IT投資対象、IT投資効果評価）
③IT推進組織
④IT人材
⑤システム開発とシステム運用
⑥ITの導入と評価（ハードウェア）
⑦リスクマネジメント（情報セキュリティ・内部統制・ IFRS・BCP）
⑧ITを活用したビジネスイノベーション

108108
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＜IT投資で解決したい/実現したい中期的な経営課題＞
IT部門の中期的な経営課題は「迅速な業績把握・情報把握｣

「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化・自動化」「ｺｽﾄ削減」が上位ｸﾞﾙｰﾌﾟを形成

ＩＴ部門が
ＩＴ投資で解決したい
中期的な経営課題
（ １位・２位・３位）

24%

21%

18%

7%

5%

5%

4%

3%

3%

3%

2%

0%

22%

15%

8%

8%

6%

5%

5%

5%

2%

7%

12%

13%

16%

8%

5%

14%

3%

5%

5%

2%

8%

1%

3%

0%

12%

5%

0%
1%

1%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

迅速な業績把握、情報把握

業務プロセスの効率化・自動化
業務プロセスの変革

コスト削減

営業力の強化

ビジネスプロセスの変革

経営の透明性の確保

顧客重視の経営

グローバル化への対応

企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

ビジネスモデルの変革
新商品・新市場の開拓

企業としての社会責任の履行

社内コミュニケーションの強化

その他

Ｍ＆Ａ

1位（n=1008）

2位（n=1004）

3位（n=995）

・ 08年度の調査から回答を上
位2位から上位３位までに変
更した。

その結果、昨今の時代背景
やコンプライアンス経営強化
の観点から、第1位の順位
が上位ではない「経営の透
明性の確保（内部統制、シ
ステム監査への対応等）」と
「企業としての社会的責任
の履行（セキュリティ確保、
個人情報保護等）」がＩＴ部門
の経営課題として重視され
ていることが浮き彫りになっ
た。

。

記者発表会
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大企業では「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革」と「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化への対
応」の経営課題を重視、1000人未満の企業との差は2倍

ＩＴ部門がＩＴ投資で解決したい中期的な経営課題/１位・２位・３位（企業規模別）

17%

15%

22%

10%

8%

8%

5%

1%

4%

1%

6%

12%

9%

12%

11%

9%

5%

4%

6%

8%

2%

12%

19%

11%

7%

6%

5%

11%

12%

6%

6%

2%

0%

1%

4%

0%

18%

4%

0%

0%
1%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

コスト削減

業務プロセスの効率化・自動化

迅速な業務把握、情報把握

ビジネスプロセスの変革

グローバル化への対応

営業力の強化

経営の透明性の確保

企業としての社会的責任の履行

企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

社内コミュニケーションの強化

顧客重視の経営

ビジネスモデルの変革

その他

Ｍ＆Ａ

1位（n=306）

2位（n=305）

3位（n=302）

22%

20%

25%

5%

7%

4%

2%

5%

2%

3%

2%

17%

13%

7%

8%

6%

7%

5%

6%

4%

2%

14%

15%

12%

15%

9%

9%

9%

3%

4%

4%

0%

1%

1%

0%

24%

2%

0%

1%

0%

2%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業務プロセスの効率化・自動化

コスト削減

迅速な業務把握、情報把握

経営の透明性の確保

営業力の強化

企業としての社会的責任の履行

社内コミュニケーションの強化

顧客重視の経営

ビジネスプロセスの変革

企業間（グループ、業界、取引先間）の情報連携

グローバル化への対応

ビジネスモデルの変革

その他

Ｍ＆Ａ

1位（n=691）

2位（n=688）

3位（n=682）

１０００人以上

１０００人未満

・ 上位３位までの回答を項目別に比
較すると、大企業が１０００人未満の
企業より多い項目は「ビジネスプロ
セスの変革」「グローバル化への対
応」「企業間の情報連携」「ビジネス
モデルの変革」の４つだけ。

記者発表会
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新規の選択肢「ｺｽﾄ削減」を除くと過去4年間上位の順位変
動はない、「経営の透明性確保」も金証法の施行で一段落

ＩＴ部門が
ＩＴ投資で解決したい
中期的な経営課題
/1位のみ（年度別）

31%

12%

8%

6%

4%

4%

3%

3%

2%

2%

2%

32%

19%

12%

12%

7%

8%

3%

3%

1%

27%

10%

9%

10%

3%

4%

3%

29%

23%

9%

11%

7%

9%

3%

3%

3%

27%

27%

14%

2%

3%

3%

4%

21%

4%

3%

10%

20%

3%

3%

9%

*

*

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

迅速な業績把握、情報把握
（リアルタイム経営）

業務プロセスの効率化・自動化

コスト削減

営業力の強化

顧客重視の経営

経営の透明性の確保
（内部統制、システム監査への対応等）

ビジネスプロセスの変革

社内コミュニケーションの強化

ビジネスモデルの変革

企業間（グループ、業界、取引先間）
の情報連携

グローバル化への対応

企業としての社会的責任の履行
（セキュリティ確保、個人情報の保護等）

09年度（n=955）

08年度（n=737）

07年度（n=707）

06年度（n=703）

05年度（n=807）

記者発表会
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08年度と比較すると「経営の透明性の確保」「企業としての社会的責
任の履行」「社内ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの強化」が著しく減少し、新規の選択肢
の「ｺｽﾄ削減」と「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革」へｼﾌﾄしようとしている

ＩＴ部門のＩＴ投資で解決し
たい中期的な経営課題
の前年度比較/１位・２
位・３位（企業規模別 ）

46%

46%

43%

28%

25%

21%

20%

17%

16%

14%

40%

29%

29%

39%

26%

19%

27%

＊

60%

＊

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

コスト削減

業務プロセスの効率化・自動化 

迅速な業績把握、情報把握
（リアルタイム経営）

ビジネスプロセスの変革

グローバル化への対応

営業力の強化

経営の透明性の確保
（内部統制、システム監査への対応等）

企業としての社会的責任の履行
（セキュリティ確保、個人情報の保護等）

企業間（グループ、業界、取引先間）
の情報連携

社内コミュニケーションの強化

2009

2008

60%

51%

50%

27%

24%

19%

18%

12%

12%

11%

58%

45%

47%

27%

33%

39%

13%

17%

＊

＊

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

業務プロセスの効率化・自動化 

コスト削減

迅速な業績把握、情報把握
（リアルタイム経営）

経営の透明性の確保
（内部統制、システム監査への対応等）

営業力の強化

企業としての社会的責任の履行
（セキュリティ確保、個人情報の保護等）

社内コミュニケーションの強化

顧客重視の経営

ビジネスプロセスの変革

企業間（グループ、業界、取引先間）
の情報連携

2009

2008

１０００人以上

１０００人未満

・ 「１０００人未満の企業は新規
の選択肢「コスト削減」へシフト
しようとしている。

一方、大企業は新規の選択肢
「コスト削減」と「ビジネスプロセ
スの変革」の両方にシフトしよ
うとしている。

⇒大企業では単に経費を削減
するだけでなく、現状の見直
し・改善策（プロセスの変革）を
合わせた戦略に出ようとしてい
ることが窺える。

記者発表会
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「金融」以外は「迅速な業績把握・情報把握」と「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率
化・自動化」が上位を占め、「金融」は08年度1位の「顧客重視の経営
（21％→18％）」が2位となり新規の選択肢「ｺｽﾄ削減」が1位となった

ＩＴ部門が
ＩＴ投資で解決したい
中期的な経営課題
/1位のみ
（上位５項目 業種グ
ループ別）

26%

28%

25%

24%

4%

19%

27%

27%

20%

22%

17%

20%

15%

22%

14%

20%

18%

16%

22%

17%

22%

5%

5%

5%

6%

4%

4%

2%

8%

3%

1%

13%

14%

11%

8%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

一次産業（n=111)

素材製造（n=155)

機械製造（n=252)

商社・流通（n=195)

金融（n=51)

重要インフラ（n=75)

サービス（n=168)

1.迅速な業務把握、
情報把握

7.業務プロセスの
効率化・自動化

6.コスト削減 12.経営の透明性
の確保

11.営業力の強化

・「顧客重視の経営」は
全業種では７位で、

０９年度：４％
０８年度：６％
０７年度：８％

と年々低下している。

二大報告会
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経営企画部門が最も実現したい経営課題は「迅速な業績把握・情報
把握（1位：3割）｣と 「業務ﾌﾟﾛｾｽの効率化・自動化（1位：2割） 」で、新
規の選択肢「ｺｽﾄ削減（1位：1割） 」への関心も高い

経営企画部門が

ＩＴ投資で実現したい
中期的な経営課題
/1位・2位・3位

31%

21%

12%

8%

6%

4%

4%

3%

3%

2%

2%

0%

0%

25%

15%

9%

5%

8%

7%

5%

3%

0%

12%

16%

12%

9%

13%

10%

5%

7%

0%

2%

13%

4%

3%

3%

0%

3%

5%

3%

3%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1．迅速な業績把握、情報把握
（リアルタイム経営）

7．業務プロセスの効率化・自動化

6．コスト削減

11．営業力の強化

2．顧客重視の経営

12．経営の透明性の確保
（内部統制、システム監査への対応等）

8．ビジネスプロセスの変革

4．社内コミュニケーションの強化

10．ビジネスモデルの変革

5．企業間（グループ、業界、取引先間）
の情報連携

3．グローバル化への対応

13．企業としての社会的責任の履行
（セキュリティ確保、個人情報の保護等）

9．M&A

14．その他

1位（n=945）

2位（n=941）

3位（n=936）

記者発表会
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CIO・IT担当役員がいる企業では、IT部門と経営企画部門でIT投
資で解決/実現したい中期的な経営課題が大きく異なっている

ＣＩＯ若しくはＩＴ担当役員が
いる企業で、ＩＴ投資で解
決・実現したい中期的な経
営課題/1位のみ
（ＩＴ部門/経営企画部門）

22%

21%

15%

7%

6%

6%

5%

5%

4%

3%

2%

2%

1%

0%

33%

7%

3%

2%

3%

13%

18%

5%

0%

3%

7%

5%

2%

0%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

1.迅速な業務把握、情報把握

7.業務プロセスの効率化・自動化

6.コスト削減

11.営業力の強化

8.ビジネスプロセスの変革

2.顧客重視の経営

3.グローバル化への対応

12.経営の透明性の確保

10.ビジネスモデルの変革

5.企業間（グループ、業界、取引先間）
の情報連携

13.企業としての社会的責任の履行

4.社内コミュニケーションの強化

14.その他

9.Ｍ＆Ａ

ＩＴ部門（ｎ=575）

経企部門（n=570）

・ 経営企画部門では「迅速な業
績把握・情報把握」が３３％と
突出。

・ＩＴ部門と経営企画部門で大き
な違いがあるのは
「業務プロセスの効率化・自動
化」（ＩＴ：２１％ 経営企画：
７％）、「グローバル化への対
応」 （ＩＴ：５％ 経営企画：１
８％）と新規の選択「コスト削
減」 （ＩＴ：２１％ 経営企画：
７％）。

二大報告会
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＜中期的な重点投資分野＞上位3位までの回答で見ると「生産・在庫管理：5割」と
「販売管理：4割」、09年度に「ｻｰﾊﾞｰ環境整備」と「ﾈｯﾄﾜｰｸ基盤整備」に分割した
「IT基盤整備」は合計すると3割で「経営情報」「財務会計」とほぼ同じ順位に浮上

ＩＴ投資における
中期的な重点投資分野
/1位・2位・3位

17%

13%

10%

10%

9%

7%

7%

6%

5%

3%

3%

3%

14%

10%

11%

9%

7%

6%

6%

6%

4%

4%

2%

2%

17%

12%

11%

9%

8%

8%

8%

4%

1%

1%

4%

4%

4%

3%

3%

1%

16%

2%

1%

9%

2%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50% 55%

1.生産・在庫管理

2.販売管理

6.経営情報

7.財務会計

4.営業支援（ＳＦＡ等）

12.サーバー環境整備

3.顧客情報（ＣＲＭ等）

10.ＥＲＰの全社導入

11.セキュリティ強化

14.内部統制対応

9.グループウェア、社内情報ポータル

13.ネットワーク基盤の整備

15.その他

5.設計・開発支援

8.調達

1位（n=994）

2位（n=688）

3位（n=306）

・ 経営課題と認識されているもの
（「迅速な業務把握・情報把握」
「業務プロセスの効率化・自動
化」）がそのまま重点投資分野
として認識されている。

・「サーバー環境整備」は仮想化
の導入やグリーンＩＴの推進等で
「コスト削減」を実現しようとして
いる。

・「内部統制対応」「セキュリティ強
化」分野への投資は08年度（共
に３３％）と比べて減少。金融証
券取引法施行2年目で内部統制
への投資が落ち着いてきたとい
える。

記者発表会
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企業規模別に見ると、大企業では「IT基盤整備」「顧客情報
（CRM等）」「ERPの全社導入」への投資が高めにでている

ＩＴ投資における中期的な
重点投資分野
（企業規模別・1位のみ)

・大企業は、「１つの企業を
超えたグループ連携」「外
部企業との連携を支えるシ
ステム」「グローバル化対
応」等を重点投資分野にし
ているようである。

・１０００人未満の企業では、
内部統制・セキュリティ強化
の対応がまだ目立つ。内部
統制については、リソース
等の問題で対応しきれずに、
０９年度も重点投資分野と
して継続していると考えら
れる。

16%

14%

10%

11%

9%

7%

6%

6%

6%

4%

4%

2%

2%

2%

1%

12%

11%

9%

9%

8%

8%

8%

4%

1%

1%

4%

4%

2%

17%

4%

0% 5% 10% 15% 20%

1.生産・在庫管理

2.販売管理

6.経営情報

7.財務会計

4.営業支援（ＳＦＡ等）

12.サーバー環境整備

3.顧客情報（ＣＲＭ等）

10.ＥＲＰの全社導入

11.セキュリティ強化

14.内部統制対応

9.グループウェア、
社内情報ポータル

13.ネットワーク基盤の整備

15.その他

5.設計・開発支援

8.調達

1000人未満（n=688)

1000人以上（n=306)
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他の業種と大きく差があるのが、素材・機械製造の「生産・
在庫管理」、商社・流通の「販売管理」、金融の「顧客情報」

重点投資分野
（業種グループ別)

・全体の割合としては数値が
低いものの、他の業種と比較
して割合が高い特徴のある
のが、一次産業、素材・機械
製造の「ＥＲＰの全社導入」と
重要インフラ、サービスの
「サーバー環境整備」。

・「経営情報」「財務会計」は
金融以外の全業種で関心が
高い。

13%

25%

33%

7%

2%

7%

7%

13%

12%

6%

27%

6%

9%

13%

3%

1%

4%

9%

25%

11%

10%

4%

5%

5%

16%

20%

9%

10%

3%

2%

17%

12%

10%

8%

2%

11%

10%

16%

13%

8%

7%

4%

16%

10%

2%

1%

1%

1%

2%

1%

5%

4%

2%

1%

4%

6%

7%

10%

11%

4%

0%

3%

6%

5%

5%

3%

7%

5%

6%

5%

6%

8%

13%

11%

5%

3%

2%

3%

0%

7%

3%

3%

4%

4%

4%

0%

6%

1%

2%

16%

9%

1%

1%

4%

2%

1%

2%

3% 1%

0% 6%

3%

0%

0%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=111)

素材製造（n=155)

機械製造（n=251)

商社・流通（n=194)

金融（n=51)

重要インフラ（n=75)

サービス（n=167)

1.生産・在庫管理 2.販売管理 3.顧客情報（ＣＲＭ等） 4.営業支援（ＳＦＡ等）

5.設計・開発支援 6.経営情報 7.財務会計 8.調達

9.グループウェア、社内情報ポータル 10.ＥＲＰの全社導入 11.セキュリティ強化 12.サーバー環境整備

13.ネットワーク基盤の整備 14.内部統制対応 15.その他
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投資タイプ 特徴 評価手法

インフラ型投資 メール等のグループウェア、ネットワーク
の導入等、一般管理業務の業務基盤と
して欠かせないもの、セキュリティ投資も
この型に含む。

対売上高、費用／人年をトップ
責任で決定し導入（特別な評
価はしない）

業務効率型投資 省力化、在庫削減、経費削減、歩留向
上等、定量化しやすい案件

ROI（投下資本利益率）で、2
～3年回収が一般的

戦略型投資 商品力、営業努力、IT効果などが複合
され、IT効果そのものの評価だけを取り
上げることが難しい案件。顧客サービス
の強化等、そもそも定量評価の難しい
案件

・定量化可能な項目は目標値
（KPI＝成果をトレースするた
めの指標）で、定性的効果目
標はユーザー満足度で評価。

・最終的には事業の収益性で
判断→アプリケーションオー
ナー制が有効

＜ＩＴ投資対象の現状と今後の方向性＞
JUASでは企業のIT投資を「ｲﾝﾌﾗ型」「業務効率型」「戦略型」の3
つの投資ﾀｲﾌﾟに分け、評価を行うことを推奨

＜JUAS・SRM第1巻 P152～＞

記者発表会
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単純平均は「ｲﾝﾌﾗ型」4割、「業務効率型」4割、「戦略型」2割で経年変
化がほとんどない、企業規模が大きくなるにつれて「ｲﾝﾌﾗ型」が減少し
て「戦略型」が増加、 「1兆円以上」は金額加重平均では4割に達する

投資タイプ別ＩＴ投資
の割合（年度別）

38%

41%

38%

38%

30%

31%

37%

37%

29%

29%

42%

44%

43%

39%

40%

37%

38%

39%

43%

31%

19%

15%

19%

23%

30%

33%

26%

24%

28%

40%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=987)

100億円未満（n=225）

100～1000億円未満（n=528）

1000億円～1兆円未満（n=189）

1兆円以上（n=45）

全体（n=987)

100億円未満（n=225）

100～1000億円未満（n=528）

1000億円～1兆円未満（n=189）

1兆円以上（n=45）

単
純

平
均

金
額

加
重

インフラ型 業務効率型 戦略型

投資タイプ別ＩＴ投資
の割合（売上高別）

38%

41%

40%

31%

34%

35%

42%

41%

41%

37%

32%

33%

19%

19%

19%

33%

34%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=839）

08年度（n=691）

07年度（n=406）

09年度（n=506）

08年度（n=546）

07年度（n=406）

単
純

平
均

金
額

加
重

平
均

インフラ型 業務効率型 戦略型

・09年度は、経費削減を
狙った投資が含まれる「業
務効率型」が微増。

・ 「単純平均」：各タイプの比率をそれぞれに合計し企業数で割って得た平均値
・「金額加重平均」：企業のIT投資額（新規投資）に3タイプの比率を掛けて各企業のタイプ別
IT投資額を算出し、それを元に各タイプの投資額の総投資額に占める比率を求めて得た平均値

・業種グループ別に見ると、
「戦略型」投資の比率が高
いのが「金融」（２６％）と
「重要インフラ」（２５％）、
「一次産業」は０８年度１
４％→０９年度１９％に上
昇。

記者発表会
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DI値の経年変化を見ると「ｲﾝﾌﾗ型」「戦略型」は減少傾向にある
売上高1兆円以上の企業では「業務効率型」が減少し「戦略型」が増加
大企業は「より経営戦略に貢献するＩＴ投資」を求める時代に

タイプ別ＩＴ投資
の今後の方向性
（売上高別）

08年

▲10 ← 0 ← 12

▲4 ← ▲2 ← 9

1 ← 4 ← 9

3 ← ▲3 ← 21

21 ← 26 ← 28

19 ← 16 ← 20

1 ← ▲5 ← 7

▲29 ← ▲8 ← ▲3

24 ← 27 ← 35

33 ← 37 ← 44

48 ← 50 ← 60

59 ← 58 ← 65

07年09年

17%

21%

27%

39%

32%

34%

25%

13%

34%

41%

57%

70%

56%

54%

46%

25%

57%

51%

51%

45%

56%

50%

34%

19%

27%

25%

26%

36%

11%

15%

24%

42%

10%

8%

9%

11%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100億円未満（n=157）

100億～1000億円未満（n=422）

1000億～1兆円未満（n=152）

1兆円以上（n= 38）

100億円未満（n=155）

100億～1000億円未満（n=418）

1000億～1兆円未満（n=150）

1兆円以上（n= 37）

100億円未満（n=149）

100億～1000億円未満（n=400）

1000億～1兆円未満（n=147）

1兆円以上（n= 38）

イ
ン

フ
ラ

型
業

務
効

率
型

戦
略

型

増加 不変 減少

・業種別に見ると
「戦略型」は全ての
業種で「増加」が半
数近い４０～４９％。

・「増加」の割合が高
い「重要インフラ」（０
８年度６２％→４
９％）と「金融」（０８
年度５９％→４９％）
は将来的にも他の
業種より「戦略型」が
高いまま推移すると
予測される。

⇒厳しい事業環境続くことが想定される中でも、今後も「戦略投資」を増加させる企業が半数
近くもあり、 投資できる企業とできない企業の競争力格差が益々拡大することが予想される。

記者発表会
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＜ＩＴ投資効果評価＞経営環境の変化でＩＴ投資が厳しくなったた
めに、ＩＴ投資評価を「実施する」企業が大幅に増加、事前評価実
施が4割へ、事後評価実施も2割へ

ＩＴ投資評価の
実施状況
（年度別）

38%

30%

27%

21%

17%

22%

15%

12%

11%

9%

27%

45%

38%

40%

35%

29%

55%

43%

42%

33%

35%

24%

35%

39%

48%

49%

31%

45%

46%

58%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=904)

08年度（n=850)

07年度（n=628)

06年度（n=776)

05年度（n=914)

09年度（n=896)

08年度（n=852)

07年度（n=626)

06年度（n=775)

05年度（n=913)

事
前

評
価

事
後

評
価

実施している 一部実施している 実施していない

・「一部実施してい
る」が大幅に減少し
ている理由として
①０９年度は新規ＩＴ
投資の中止・繰り延
べや厳選・規模の縮
小で例年の「一部実
施」の評価対象がな
くなった。

②ＩＴ投資評価に厳
正な基準が求めら
れ、曖昧な基準の
「一部実施」が排除
された。
などが考えられる。 ・「一部実施」の金額基準は１０００万以上が事前：３９％、事後：４７％で

半数近くを占める。１００万以上は事前：２６％、事後：１１％で、１億以上
は事前：１３％、事後２０％。
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企業規模が大きくなるにつれ、事前評価・事後評価を実施している企業が増加
売上高1兆円以上の企業では事前評価・事後評価実施が97％とほぼ100％を達成
投資を絞るためには優先順位をつけることが必要で、IT投資評価が益々重要になる

事後評価の
実施状況
（売上高別）

事前評価の
実施状況
（売上高別）

38%

21%

28%

37%

47%

64%

27%

7%

15%

27%

40%

33%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=875)

10億円未満（n=14)

10～100億円未満（n=180)

100～1000億円未満（n=465)

1000億～1兆円未満（n=174)

1兆円以上（n=42)

実施している 一部実施している

09年 08年

52 70

21 35

33 57

47 68

76 85

97 93

実施

09年 08年

65 76

28 47

43 61

64 74

87 92

97 98

22%

21%

20%

21%

25%

34%

30%

0%

13%

26%

51%

63%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=867)

10億円未満（n=14)

10～100億円未満（n=179)

100～1000億円未満（n=460)

1000億～1兆円未満（n=173)

1兆円以上（n=41)

実施している 一部実施している

・事前･事後評価
共に企業規模が
大きくなるに従って
評価を実施してい
る企業が増えてい
る。
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＜経企部門から見たＩＴ部門の評価＞「企業のﾄｰﾀﾙｺｽﾄの削減」や「主
要業務ﾌﾟﾛｾｽの再構築」は肯定的な評価だが、「新たな市場やﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾁｬﾝｽの拡大」は否定的な評価、規模別では大企業の方が評価が高い

経営企画部門から
見たＩＴ投資およびＩ
Ｔ部門の経営目標
達成への貢献度
（企業規模別）

25%

18%

16%

16%

11%
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27%

29%

24%

16%

18%

7%

53%

54%
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49%

45%

29%

54%

48%
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50%

43%

29%

21%
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34%

29%

36%

51%

17%

19%

25%

27%

31%

46%

2%

3%

9%

5%

8%

15%

3%

4%

7%

7%

9%

17%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業のトータルコストの削減（n=675）

主要業務プロセスの再構築（n=672）

エンドユーザーの生産性向上（n=668）

顧客の維持、確保（n=673）

製品、プロセスの品質向上（n=665）

新たな市場や
ビジネスチャンスの拡大（n=669）

企業のトータルコストの削減（n=269）

主要業務プロセスの再構築（n=269）

エンドユーザーの生産性向上（n=267）

顧客の維持、確保（n=267）

製品、プロセスの品質向上（n=268）

新たな市場や
ビジネスチャンスの拡大（n=269）

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

貢献している やや貢献している あまり貢献していない 貢献していない

DI値
55

44

15

31

12

▲32

61

54

37

32

21

▲27

・業種グループ別のＤＩ
値を見ると「金融」「重
要インフラ」の評価が
高く、「素材製造」「機
械製造」の評価が低い。

貢献度のDI値 一次産業 素材製造 機械製造 商社・流通 金融 重要ｲﾝﾌﾗ サービス
企業のトータルコストの削減 61 53 58 58 48 57 56
新たな市場やビジネスチャンスの拡大 △ 52 △ 42 △ 47 △ 37 6 △ 4 △ 12
顧客の維持、確保 17 14 20 45 68 55 25
エンドユーザーの生産性向上 21 7 10 19 55 34 26
製品、プロセスの品質向上 12 19 15 △ 17 42 44 20
主要業務プロセスの再構築 54 50 48 39 41 47 47

平均 19 17 17 18 43 39 27

経営企画部門から
見たＩＴ投資およびＩ
Ｔ部門の経営目標
達成への貢献度に
関するＤＩ値（業種
グループ別）

記者発表会



4. 2009年度の企業の主なIT動向

（C）JUAS 2010

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 経営環境の変化に対応したIT活用

①新テクノロジの導入と評価
②グリーンIT

3. 重点テーマ2 システムの信頼性・安定性の確保
①契約
②情報システムの信頼性

4. 2009年度の企業の主なIT動向
①IT予算
②IT投資・評価
③IT推進組織（ＩＴ推進組織、グローバルのＩＴガバナンス）
④IT人材
⑤システム開発とシステム運用
⑥ITの導入と評価（ハードウェア）
⑦リスクマネジメント（情報セキュリティ・内部統制・ IFRS・BCP）
⑧ITを活用したビジネスイノベーション

125125

二大報告会



組織形態

126

ＩＴ部門の組織形態

戦略・企画 開発 運用

戦略・企画

戦略 開発 運用

戦略・企画 開発 運用

戦略・企画 開発 運用

全社

①集権型A

②集権型B

③集権型C

事業部
情報子会社

・アウトソーサー

⑤連邦型A

⑥連邦型B

⑥分散型

戦略・企画・計画・開発・運用機能の分担

開発 運用

企画

戦略・企画 開発 運用

戦略・企画

戦略・企画 開発 運用戦略

(全社システム) (事業部システム)

(全社システム) (全社・事業部システム)(事業部システム)

(事業部システム)

開発 運用④集権型D 戦略・企画

⑦連邦型C
戦略戦略

(事業部システム)(全社システム)

開発 運用企画

(全社・事業部システム)

・ IT部門の組織形態： 09年度は「集権型Ｄ」と「連邦型Ｃ」の２つを加え８形態から選択

二大報告会

・集権型：全社で統一されたルールに基づき一元的に統括・管理
・連邦型：全社プロジェクトは一箇所で統括、

各事業部固有のシステムは事業部が担当
・分散型：企画機能をはじめとする全ての機能を各事業部に分散
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IT部門の組織形態の現状は「集権型」が7割、将来も「集権型」とする企業が多い
08年度まで増加傾向にあった「集権型」が減少に転じ、「連邦型」が増加した
大企業では3社に1社が将来の組織形態は現状と異なると回答

ＩＴ部門の組織形態
（年度別）

組織形態の変化見込み
（企業規模別）

70%

73%

77%

76%

73%

28%

26%

21%

22%

23%

2%

2%

2%

2%

4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

将来（n=970）

09年度（n=1006）

08年度（n=851）

07年度（n=623）

06年度（n=772）

集権型 連邦型 分散型

・ 8形態を「集権型」、「連邦
型」、「分散型」の3形態に集約
して分析。
０８年度との比較では「集権
型」が4ポイント減少し、「連邦
型」が5ポイント増加している。

72%

75%

76%

64%

28%

25%

24%

36%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=966）

300人未満（n=304）

300～1000人未満（n=359）

1000人以上（n=303）

現状＝将来 現状≠将来

・大企業では3社に1社（36％）
が将来は組織形態を変更した
いと考えている。
大企業ほど、グローバル対応、
グループ経営、ガバナンスな
ど社内外の環境変化の影響
が大きく、それに備えようとす
る姿がうかがえる。

二大報告会
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従業員数1000人以上

の企業の子会社・アウ
トソーサーの利用状況
（業種グループ別・年度
別）

子会社・アウトソーサーの
利用状況
（企業規模別年度別）

45%

60%

61%

64%

53%

67%

73%

28%

45%

44%

45%

55%

40%

39%

36%

47%

33%

31%

27%

72%

55%

56%

55%

69%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

将来（n=970）

09年度（n=995）

08年度（n=851）

07年度（n=623）

将来（n=666）

09年度（n=685）

08年度（n=575）

07年度（n=414）

将来（n=304）

09年度（n=310）

08年度（n=269）

07年度（n=201）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

自社型 子会社・アウトソーサー利用型

・将来は「子会社・アウトソー
サー利用型」が更に１５ポイ
ント増加。この増加１５ポイン
トの内訳は「自主型」を「子会
社・アウトソーサー利用型」
へ変更したい企業（144社）と
「子会社・アウトソーサー利
用型」 を「自社型」へ変更し
たい企業（9社）となっている。

将来は「子会社・アウトソーサー利用型」が更に増加。大企業では7割を超える。
業種グループ別に見ると、大企業では「金融」「重要インフラ」で「子会社・アウト
ソーサーの利用」が進んでいる、「自社型」は「機械製造」に多い。

36%

38%

46%
38%

39%

30%

56%

58%

59%

50%
44%

36%

16%

17%

32%

31%

26%
38%

66%

57%

63%

64%

63%

54%
62%

61%

70%

44%

42%

41%

50%
56%

64%

84%

83%

68%

69%

74%
63%

34%

43%

38%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=39）

08年度（n=32）

07年度（n=26）

09年度（n=61）

08年度（n=51）

07年度（n=40）

09年度（n=75）
08年度（n=74）

07年度（n=51）

09年度（n=42）

08年度（n=36）

07年度（n=25）

09年度（n=19）

08年度（n=23）
07年度（n=19）

09年度（n=35）

08年度（n=23）

07年度（n=16）

09年度（n=38）

08年度（n=30）

07年度（n=24）

一
次

産
業

　

素
材

製
造

機
械

製
造

商
社

・

流
通

金
融

重
要

イ
ン

フ
ラ

サ
ー

ビ
ス

自社型 子会社・アウトソーサー利用型

二大報告会
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情報子会社を持つ企業では、「ｼｽﾃﾑ開発＆運用・ﾈｯﾄﾜｰｸ管理」を任された子会
社が6～7割あるが、「ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの企画」を任された子会社はまだ1割と少ない
情報子会社を持たない企業では、当然IT部門の担当する業務領域が多くなる

ＩＴ関連業務の役割分担
（情報子会社を持つ企
業のみ）

ＩＴ関連業務の役割分担
（情報子会社を持たない
企業のみ）

2%

3%

3%

50%

0%

8%

1%

13%

0%

15%

15%

14%

7%

2%

2%

1%

1%

1%

2%

47%

79%

78%

80%

38%

25%

19%

21%

15%

32%

31%

3%

4%

9%

8%

62%

60%

69%

60%

58%

2%

1%

1%

1%

1%

11%

11%

9%

10%

8%

0%

1%

1%

0%

1%

0%

1%

0%

1%

1%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①全社IT戦略の策定（n=169）

②全社IT予算の管理、開発順序の優先付け（n=169）

③アプリケーションの企画（全社システム）（n=169）

④アプリケーションの企画（事業部システム）（n=167）

⑤システム開発（全社システム）（n=169）

⑥システム開発（事業部システム）（n=168）

⑦システム運用（全社システム）（n=169）

⑧システム運用（事業部システム）（n=168）

⑨ネットワーク管理（n=168）

⑩全社業務改革（BPR）の推進（n=167）

業務部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他

3%

4%

3%

31%

1%

13%

3%

23%

1%

10%

24%

22%

9%

5%

3%

1%

4%

2%

3%

41%

71%

73%

84%

60%

59%

50%

74%

57%

80%

40%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

2%

2%

35%

33%

19%

16%

15%

1%

2%

2%

1%

2%

2%

2%

0%

1%

0%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①全社IT戦略の策定（n=824）

②全社IT予算の管理、開発順序の優先付け（n=827）

③アプリケーションの企画（全社システム）（n=824）

④アプリケーションの企画（事業部システム）（n=816）

⑤システム開発（全社システム）（n=816）

⑥システム開発（事業部システム）（n=810）

⑦システム運用（全社システム）（n=818）

⑧システム運用（事業部システム）（n=808）

⑨ネットワーク管理（n=821）

⑩全社業務改革（BPR）の推進（n=815）

業務部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他

・主として情報子会社の役割とされた
機能をアウトソーサーの役割としてい
る企業は「開発（全社）」（35％）、「開
発（事業部）」（33％）、「運用（全社）」
（19％）、「運用（事業部）」（16％）、
「ネットワーク管理」（15％）となってい
る。

・情報子会社の役割は「運用（全社）」
（69％）、 「開発（全社）」（62％）、「開発
（事業部）」（60％）、「運用（事業部）」
（60％）、「ネットワーク管理」（58％） と
なっている。

二大報告会



40%

23%

13%

9%

7%

3%

3%

2%

0%

14%

17%

22%

10%

12%

8%

6%

1%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

経営戦略とIT戦略の一体化

経営トップのITへの理解と参加

要員の増強等IT部門の強化

優秀な人材の育成

IT部門の統括の強化

IT部門における自社ビジネスの知識と理解

分散したIT機能の再編

事業部門への責任と権限委譲

その他

1位（n=1008）

2位（n=997）
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組織体制の課題解決策は「経営との連携強化」と「人材強化」が中心、
09年度はＩＴが経営やﾋﾞｼﾞﾈｽへ大きな影響を及ぼすとの問題意識が一
層高まり、「経営戦略とIT戦略の一体化」が1位（1位：4割）に急浮上

IT組織体制課題の改善のための施策＜上位２つ＞

25%

25%

20%

11%

6%

4%

4%

2%

1%

27%

31%

17%

10%

5%

4%

4%

2%

0%

9%

23%

21%

11%

9%

8%

6%

14%

10%

20%

12%

8%

4%

0%

11%

1%

12%

20%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

2．経営トップのITへの理解と参加

1．経営戦略とIT戦略の一体化

3．要員の増強などIT部門の強化

4．優秀な人材の育成

7．IT部門の統括の強化

5．IT部門における自社ビジネスの知識と理解

6．業務部門への責任と権限委譲

8．分散したIT機能の再編

9．その他

2．経営トップのITへの理解と参加

1．経営戦略とIT戦略の一体化

3．要員の増強などIT部門の強化

4．優秀な人材の育成

7．IT部門の統括の強化

5．IT部門における自社ビジネスの知識と理解

6．利用部門への責任と権限委譲

8．分散したIT機能の再編

9．その他

0
8

年
度

0
5

年
度

08年度1位（n=841） 05年度1位（n=944）　

08年度2位（n=824） 05年度2位（n=929）

・「要員の増強等ＩＴ部門の強化」は
改善傾向にある。
１位の割合：０５年度１７％→０８年度
２０％→０９年度１３％。

二大報告会
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情報子会社を持つ企業は、大企業ではわずかずつだが減少傾向、
1000人未満の企業では現状維持、全体では08年度から2割を切った
情報子会社を保有している割合が高い業種は「重要ｲﾝﾌﾗ」と「金融」

情報子会社の保有状況
（企業規模別）

情報子会社の保有状況
（業種グループ別）

14%

7%

30%

15%

7%

34%

15%

6%

34%

1%

5%

3%

2%

6%

5%

2%

10%

83%

92%

64%

81%

91%

60%

80%

92%

55%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=989）

1000人未満（n=683）

1000人以上（n=306）

全体（n=834）

1000人未満（n=570）

1000人以上（n=264）

全体（n=626）

1000人未満（n=414）

1000人以上（n=203）
0
9
年

度
0
8
年

度
0
7
年

度

情報子会社あり（経営権あり） 情報子会社あり（経営権なし） 情報子会社なし

11%

11%

16%

18%

14%

17%

8%

5%

25%

36%

28%

36%

13%

10%

7%

5%

6%

2%

0%

1%

2%

4%

9%

6%

6%

2%

85%

82%

79%

77%

85%

83%

91%

93%

71%

55%

66%

58%

86%

88%

4%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

09年度（n=114）

08年度（n=98）

09年度（n=154）

08年度（n=125）

09年度（n=247）

08年度（n=218）

09年度（n=193）

08年度（n=168）

09年度（n=52）

08年度（n=53）

09年度（n=79）

08年度（n=50）

09年度（n=160）

08年度（n=129）

一
次

産
業

素
材

製
造

機
械

製
造

商
社

・

流
通

金
融

重
要

イ
ン

フ
ラ

サ
ー

ビ
ス

情報子会社あり（経営権あり） 情報子会社あり（経営権なし） 情報子会社なし

09年度 08年度

15％ 18％

21％ 24％

16％ 17％

9％ 7％

29％ 45％

34％ 42％

14％ 12％

・業種グループ別の情報子会
社保有比率は「重要インフラ」
（３４%） 、「金融」（２９%）、「素
材産業」（２１%）、「機械製造」
（１６%）、「一次産業」（１５%）。

・情報子会社を持つ企業の過
去３年間の推移を見ると、
全体では20％→18％→16％
大企業で45％→40％→36％
１０００人未満の企業で
8％→9％→8％となっている。

二大報告会



8%

11%

12%

10%

10%

6%

33%

30%

25%

19%

15%

14%

30%

29%

36%

30%

27%

40%

18%

12%

17%

24%

25%

16%

11%

17%

10%

17%

23%

23%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=132）

08年度（n=143）

07年度（n=113）

09年度（n=131）

08年度（n=142）

07年度（n=112）

開
発

工
程

運
用

工
程

20％未満 20～50％未満 50～80％未満 80～100％未満 100％
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情報子会社における親会社（グループ会社含む）からの売上の比率は100％が3
割、80％以上が6割、裏を返せば、外販比率２割以下の企業が６割ということ
内製化率50％以上の情報子会社は開発工程で6割

情報子会社の親会社
からの売上割合

情報子会社の内製化率

n=152

50～80％未満
16%

100％
31%

80～100％未満
32%

30～50％未満
9%

0％
1% 30％未満

12%

・情報子会社の親会社売上割合
は、１０割が３１％、８割以上では６
３％、５割以上では７８％となって
いる。３割未満は１２％である。

・裏を返せば、外販比率（親会社
以外からの内訳）が２割以下の企
業が６３％もあるということである。

・情報子会社の内製化率は

開発工程では１０割が１１％（１５
社）、８割以上が３０％、５割以上
が６０％。

運用工程では１０割が１７％（２２
社）、８割以上が４１％、５割以上
が７１％。

二大報告会
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情報子会社へ満足度が高いのは「親会社の業務の理解」
不満が多いのは「企画提案力」と「親会社への改善提案」

情報子会社の満足度

1%

1%

6%

1%

3%

4%

3%

1%

1%

9%

9%

35%

11%

26%

25%

13%

5%

26%

36%

51%

41%

41%

54%

43%

55%

49%

49%

44%

35%

16%

41%

17%

28%

26%

43%

24%

9%

4%

3%

6%

1%

1%

3%

3%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①企画提案力（n=158）

②新しい技術の習得（n=160）

③親会社の業務の理解（n=160）

④親会社の業務改善への提案（n=160）

⑤サービスや品質（n=160）

⑥金額の妥当性（n=160）

⑦外部からの収入（外販）（n=144）

⑧営業力（n=150）

⑨コミュニケーション能力（n=160）

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

ＤＩ値

▲43

▲29

22

▲35

11

0

▲13

▲30

2
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「親会社によるｶﾞﾊﾞﾅﾝｽを強化する方向」「外販を減らし親会社業務
及びグループ会社業務に注力」「規模縮小方向」が増加傾向にある、
一方、「外販拡大方向」は1/3、「規模拡大方向」は1/4の会社が継続

情報子会社の方向性（規模）

情報子会社の方向性（独立性）

情報子会社の方向性（外販）

25%

27%

30%

61%

63%

64%

14%

10%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=161）

08年度（n=157）

07年度（n=135）

拡大方向 現状維持 縮小方向

34%

35%

33%

40%

44%

48%

27%

21%

18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=154）

08年度（n=150）

07年度（n=132）

拡大方向 現状維持 外販を減らし親会社業務に注力

13%

19%

12%

43%

41%

57%

43%

39%

29%

1%

0%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=159）

08年度（n=155）

07年度（n=131）

独立性を促す方向 現状維持 親会社によるガバナンスを強化する方向 その他

ＤＩ値
11

17

24

（21）

ＤＩ値
7

14

15

（19）

ＤＩ値

▲30

▲20

▲17

（ ▲ 3）
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＜ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙのITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ＞現状は「ほとんどﾛｰｶﾙに分散」 （「在庫
管理」の3/4、「電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ」の6割）が多いが、将来は集約化を
目指す方向（「在庫管理」は6割、「電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ」は2/3を目指す）

海外連結子会社における
各機能の分散/集約度
（現状）

19%

11%

15%

9%

6%

4%

3%

4%

16%

19%

14%

11%

59%

66%

68%

76%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電子メールアドレス（n=307）

PCやミドルウェアの標準化（n=307）

IT予算の決裁権（n=307）

在庫管理（n=301）

グローバルで1箇所に集約 グローバルで数箇所に集約

グローバル集約の地域とローカルの組み合わせ ほとんどローカルに分散

36%

22%

26%

22%

12%

14%

9%

14%

17%

25%

24%

22%

35%

39%

42%

42%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

電子メールアドレス（n=301）

PCやミドルウェアの標準化（n=301）

IT予算の決裁権（n=301）

在庫管理（n=295）

グローバルで1箇所に集約 グローバルで数箇所に集約

グローバル集約の地域とローカルの組み合わせ ほとんどローカルに分散

海外連結子会社における
各機能の分散/集約度
（将来）

・「電子メールアドレス」、「PCや
ミドルウェアの標準化」、「IT予
算の決裁権」は大企業の方が、
よりグローバル集約が進んでい
る。

・「在庫管理」を何らかの形でグ
ローバル集約している割合は現
状の24％に対し、将来は58％と
その差は34ポイント。
「在庫管理」はグローバルＩＴガ
バナンスを推進する上での最重
要テーマのひとつ。
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ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙでの集約度と海外連結子会社数の関連を見てみると
「電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ」は子会社数が少ない企業ほど「1箇所に集約」、
「在庫管理」は子会社数が多い企業ほど集約が進む

電子メールアドレスの
グローバル集約度

（海外連結子会社数別）

在庫管理の
グローバル集約度

（海外連結子会社数別）

38%

37%

38%

21%

38%

25%

16%

18%

3%

8%

7%

3%

22%

36%

33%

3%

1%

3%

14%

29%

10%

28%

9%

25%

25%

9%

19%

24%

24%

33%

45%

31%

31%

18%

4%

63%

63%

55%

59%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5社未満（n=150）

5～10社未満（n=67）

10～20社未満（n=32）

20～50社未満（n=28）

50社以上（n=24）

5社未満（n=153）

5～10社未満（n=68）

10～20社未満（n=33）

20～50社未満（n=29）

50社以上（n=24）
将

来
現

状

グローバルで1箇所に集約 グローバルで数箇所に集約

グローバル集約の地域とローカルの組み合わせ ほとんどローカルに分散

28%

15%

19%

11%

22%

15%

5%

0%

4%

4%

5%

15%

28%

22%

35%

1%

3%

9%

11%

9%

14%

35%

22%

33%

26%

7%

9%

9%

18%

30%

53%

34%

31%

33%

17%

77%

83%

82%

68%

57%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

5社未満（n=148）

5～10社未満（n=65）

10～20社未満（n=32）

20～50社未満（n=27）

50社以上（n=23）

5社未満（n=151）

5～10社未満（n=66）

10～20社未満（n=33）

20～50社未満（n=28）

50社以上（n=23）

将
来

現
状

グローバルで1箇所に集約 グローバルで数箇所に集約

グローバル集約の地域とローカルの組み合わせ ほとんどローカルに分散

・現状では海外連結子会社数が
5社未満の企業を除き、在庫管
理の「グローバルで1箇所に集
約」を行っている企業は非常に
少ない。

・将来を見ると「海外連結子会
社数が50社以上の企業」では
24社中23社が集約化の方向。
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業種別に見ると「PCやﾐﾄﾞﾙｳｪｱの標準化」と「IT予算の決
裁権」は「金融」と「商社・流通」の集約化が進んでいる

【現状】

ＰＣやミドルウェアの標
準化のグローバル集約
度（業種グループ別）

【現状】
ＩＴ予算の決算権の
グローバル集約度

（業種グループ別）

13%

11%

8%

17%

17%

16%

5%

0%

2%

5%

10%

0%

0%

9%

13%

17%

20%

17%

33%

16%

18%

73%

70%

67%

56%

50%

68%

68%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一次産業（n=30）

素材製造（n=64）

機械製造（n=124）

商社・流通（n=41）

金融（n=6）

重要インフラ（n=19）

サービス（n=22）

グローバルで1箇所に集約 グローバルで数箇所に集約
グローバル集約の地域とローカルの組み合わせ ほとんどローカルに分散

10%

11%

10%

29%

50%

26%

14%

7%

2%

3%

2%

17%

0%

5%

3%

13%

16%

24%

0%

5%

5%

80%

75%

70%

44%

33%

68%

77%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一次産業（n=30）

素材製造（n=64）

機械製造（n=124）

商社・流通（n=41）

金融（n=6）

重要インフラ（n=19）

サービス（n=22）

グローバルで1箇所に集約 グローバルで数箇所に集約
グローバル集約の地域とローカルの組み合わせ ほとんどローカルに分散
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業種別に見ると「在庫管理」は「機械製造」「素材製造」
「商社・流通」で「将来」集約したい企業が過半数と多い

【現状】
在庫管理の
グローバル集約度

（業種グループ別）

【将来】
在庫管理の
グローバル集約度

（業種グループ別）

3%

9%

6%

15%

25%

21%

5%

3%

2%

5%

2%

0%

5%

10%

7%

8%

14%

15%

0%

5%

5%

86%

81%

75%

68%

75%

68%

80%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一次産業（n=29）

素材製造（n=64）

機械製造（n=124）

商社・流通（n=41）

金融（n=4）

重要インフラ（n=19）

サービス（n=20）

グローバルで1箇所に集約 グローバルで数箇所に集約
グローバル集約の地域とローカルの組み合わせ ほとんどローカルに分散

17%

23%

23%

24%

50%

21%

16%

14%

13%

16%

15%

0%

11%

5%

7%

26%

28%

17%

0%

16%

21%

62%

38%

34%

44%

50%

53%

58%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一次産業（n=29）

素材製造（n=61）

機械製造（n=122）

商社・流通（n=41）

金融（n=4）

重要インフラ（n=19）

サービス（n=19）

グローバルで1箇所に集約 グローバルで数箇所に集約
グローバル集約の地域とローカルの組み合わせ ほとんどローカルに分散
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4. 2009年度の企業の主なIT動向

（C）JUAS 2010

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 経営環境の変化に対応したIT活用

①新テクノロジの導入と評価
②グリーンIT

3. 重点テーマ2 システムの信頼性・安定性の確保
①契約
②情報システムの信頼性

4. 2009年度の企業の主なIT動向
①IT予算
②IT投資・評価
③IT推進組織
④IT人材
⑤システム開発とシステム運用
⑥ITの導入と評価（ハードウェア）
⑦リスクマネジメント（情報セキュリティ・内部統制・ IFRS・BCP）
⑧ITを活用したビジネスイノベーション

139139
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大企業では「企業ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体でのIT要員の体制整備」が進行中
06年度と09年度を比較すると、情報子会社の要員数は3倍と大幅に
増加、事業部門の要員は1割と著しく減少、IT部門は大きな変化なし

ＩＴ部門・事業部門・
情報子会社の要員
数の推移（年度別）

40%

43%

40%

42%

81%

78%

63%

65%

11%

14%

11%

21%

23%

21%

24%

26%

5%

7%

7%

7%

6%

8%

3%

6%

18%

17%

16%

15%

6%

6%

7%

13%

7%

13%

11%

15%

6%

6%

7%

5%

3%

3%

4%

5%

11%

7%

9%

4%

6%

5%

7%

5%

2%

2%

4%

4%

13%

8%

11%

10%

5%

5%

4%

4%

2%

2%

5%

3%

13%

15%

14%

12%

3%

3%

2%

3%

1%

2%

10%

2%

39%

35%

40%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=984）

08年度（n=857）

07年度（n=622）

06年度（n=767）

09年度（n=793）

08年度（n=744）

07年度（n=510）

06年度（n=613）

09年度（n=151）

08年度（n=167）

07年度（n=115）

06年度（n=145）

IT
部

門
事

業
部

門
情

報
子

会
社

5人未満 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100人以上

18

69

36

7
21

3

47

191

114

18
8

248

7 2

30
44

20

352

0

40

80

120

160

200

240

280

320

360

400

IT部門 事業部門 情報子会社 IT部門 事業部門 情報子会社 IT部門 事業部門 情報子会社

全体 1000人未満 1000人以上

06年度 09年度１０００人以上の企業
のＩＴ部門・事業部門・
情報子会社の要員数
の平均
（対０６年度比較）

・０６年度と０９年度を比較
すると、
情報子会社は５０人以上
が８ポイント増加して過半
数に、
事業部門は５人未満が１
６ポイント増加して8割に
達した。

記者発表会

情報子会社の
要員300人以上

09年度 19％

07年度 14％
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過去4年間の「DI値」の推移を見ると、大企業は事業部門に要員を
分散させる方針を変更、08年度からIT部門に要員を集中させ、
「ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの強化」と「生産性・品質の向上」を図ろうとしている

IT要員数の傾向
（企業規模別）

21%

33%

6%

10%

21%

42%

37%

87%

73%

54%

40%

25%

31%

7%

18%

25%

18%

54%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人未満（n=668）

1000人以上（n=308）

1000人未満（n=360）

1000人以上（n=188）

1000人未満（n=48）

1000人以上（n=102）

ＩＴ
部

門
事

業
部

門
情

報
子

会
社

増加 不変 減少

DI値

09年 08年 07年 06年

▲4 4 2 3

2 13 4 ▲3

▲1 0 9 9

▲8 2 7 10

▲4 3 12 7

24 32 31 25

・０８年度までは全部門
で増員意欲が旺盛で
あったが、０９年度は経
営環境の悪化で、IT部
門と事業部門の減員傾
向に転じている。

・しかしながら、情報子
会社のＤＩ値は８ポイント
低下したものの依然とし
て＋２４で「増加」が４割
を占める。
情報子会社を巻き込ん
だ要員配置の最適化の
試みはなおも継続して
いるといえる。

記者発表会
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情報子会社がある企業は今後もIT部門と子会社の体制強化を継続
業種別に見ると、「一次産業（含む建設・土木）」「機械製造」「素材製
造」はDI値がマイナスで、「ＩＴ部門の要員」の減少傾向が続く見通し

「ＩＴ部門の要員」
のここ数年の要員
数の傾向
（業種グループ別）

ＤＩ値

09年 08年 07年 06年

▲16 ▲14  ▲27 ▲20

▲2 11 ▲6 ▲8 

▲9 1 2 ▲2

4 8  1 9

2 21 28 15

4 17 5 ▲7 

1 20 25 27 

17%

24%

23%

25%

31%

26%

27%

50%

50%

45%

54%

39%

51%

47%

33%

26%

32%

21%

29%

22%

26%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=109）

素材製造（n=152）

機械製造（n=247）

商社・流通（n=189）

金融（n=51）

重要インフラ（n=76）

サービス（n=161）

増加 不変 減少

33%

41%

22%

8%

17%

7%

37%

28%

41%

36%

50%

75%

67%

84%

45%

44%

26%

23%

28%

17%

17%

9%

19%

28%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ある（経営権を持つ）（n=136）

ある（経営権は他社）（n=22）

ない（n=807）

ある（経営権を持つ）（n=99）

ある（経営権は他社）（n=12）

ない（n=435）

ある（経営権を持つ）（n=134）

ある（経営権は他社）（n=18）

IT
部

門
事

業
部

門
情

報
子

会
社

増加 不変 減少

DI値

7

18

-6

-9

0

-2

18

0

ＩＴ部門・事業部
門・情報子会社の
要員数の傾向

（情報子会社の有
無別）

・情報子会社がある
企業は全体の１６％。
（１０００人未満の企
業は８％で１０００人
以上の企業では全
体の1/3.）

記者発表会
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「ＩＴ部門」は様々な業務経験を持つ要員で構成される組織を志向
依然として「入社以来IT部門」が多数を占めるが減少傾向が続く
「IT部門の全員」が業務部門経験者という企業が既に１割存在する

「ＩＴ部門の要員」
の各経歴の人材
が占める割合の
推移（年度別）

20%

23%

18%

20%

26%

24%

18%

28%

58%

60%

42%

61%

85%

83%

7%

8%

7%

7%

14%

16%

19%

16%

13%

11%

16%

14%

8%

8%

21%

18%

20%

18%

26%

22%

27%

21%

16%

16%

19%

12%

5%

6%

26%

25%

26%

23%

20%

22%

20%

19%

10%

8%

14%

7%

1%

2%

12%

14%

14%

16%

5%

6%

6%

5%

1%

2%

4%

2%

0%

0%

14%

13%

16%

16%

9%

10%

10%

11%

2%

2%

6%

4%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=960）

08年度（n=821）

07年度（n=571）

06年度（n=753）

09年度（n=959）

08年度（n=821）

07年度（n=536）

06年度（n=753）

09年度（n=961）

08年度（n=821）

07年度（n=474）

06年度（n=753）

09年度（n=961）

08年度（n=821）

入
社

以
来

IT
部

門
業

務
部

門
の

経
験

あ
り

情
報

子
会

社
、

ベ
ン

ダ
ー

の
経

験
あ

り

業
務

部
門

と
情

報
子

会
社

、
ベ

ン
ダ

ー
の

両
方

の
経

験
あ

り

0％ 20％未満 20～49％ 50～79％ 80％以上 100％

・「入社以来ＩＴ部門が
全員」という企業が
１４％。「半数以上」とい
う企業は５２％。

・「入社以来ＩＴ部門の
要員が８０％以上」とい
う企業は減少傾向が続
いている。

・業種別では「事業部
門の経験者が５０％以
上」という企業の割合
は「一次産業」（４８％）
が最も高く、「機械製
造」（２８％）が最も低い。

記者発表会
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大企業ではIT要員のキャリアチェンジを志向していることが鮮明に
今後、半数近くの企業が「入社以来ＩＴ部門（ＩＴ部門一筋）」を減らして
「業務部門」と「情報子会社・ＩＴベンダー」の経験者を増やす意向

「ＩＴ部門の要員」
の経歴の今後の
方向性
（企業規模別）

13%

31%

22%

14%

13%

22%

15%

8%

13%

48%

37%

28%

62%

60%

68%

79%

71%

69%

78%

87%

42%

42%

49%

62%

25%

9%

10%

7%

16%

9%

8%

5%

44%

10%

14%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

入社以来IT部門（n=859）

事業部門の経験者（n=796）

情報子会社、ITベンダーの経験者（n=604）

業務部門と情報子会社、
ベンダーの両方の経験がある（n=472）

入社以来IT部門（n=587）

事業部門の経験者（n=531）

情報子会社、ITベンダーの経験者（n=400）

業務部門と情報子会社、
ベンダーの両方の経験がある（n=317）

入社以来IT部門（n=272）

事業部門の経験者（n=265）

情報子会社、ITベンダーの経験者（n=204）

業務部門と情報子会社、
ベンダーの両方の経験がある（n=155）

全
体

1
0

0
0

人
未

満
1

0
0

0
人

以
上

増加 不変 減少

記者発表会
ＤＩ値

09年 08年 07年

▲12 ▲10 ▲10

22 21 23

12 19 22

7 8 -

▲3 ▲4 1

13 14 16

7 11 13

3 7 -

▲31 ▲23 ▲30

38 33 35

23 33 41

18 11 -
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全体では「要員不足７割」「能力不足８割」とＩＴ要員の能力不足が続く
大企業では要員不足は改善傾向にあるが、深刻なのは能力不足
IT部門全体の8割、情報子会社の3/4で能力不足が課題となっている

「ＩＴ部門の要員」
の充足状況
（企業規模別）

13%

6%

9%

16%

7%

12%

8%

3%

3%

16%

22%

17%

14%

20%

18%

18%

25%

14%

7%

15%

13%

8%

15%

13%

5%

16%

13%

64%

57%

61%

62%

58%

57%

69%

56%

69%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=957）

08年度（n=848）

07年度（n=627）

09年度（n=657）

08年度（n=581）

07年度（n=417）

09年度（n=300）

08年度（n=267）

07年度（n=201）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

要員数も能力も足りている 要員数は足りているが能力が不足 能力は足りているが、要員数が不足 要員数も能力も不足

ＩＴ部門

n=967

要員数も能力も
不足, 64%

能力は足りてい
るが要員数が不

足, 7%

要員数は足りて
いるが能力が不

足, 15%

要員数も能力も
足りている, 13%

情報子会社

n=146

要員数も能
力も不足,

46%

能力は足りて
いるが要員

数が不足, 5%

要員数は足
りているが能

力が不足,
28%

要員数も能
力も足りてい

る, 21%

「ＩＴ部門と情報子
会社の要員」の
充足状況

・「要員不足」はＩＴ
部門：７１％、情報
子会社：５１％。

・「能力不足」はＩＴ
部門：７９％、情報
子会社：７４％。

・０９年度は「能力も
要員数も足りている」
企業が０８年度の６％
から１３％に増加して
おり、一部にはＩＴ要
員の強化策の効果が
あらわれ始めている
ようである。

・「要員数が足りている
が能力が不足」という
企業はＩＴ部門では１
５％、情報子会社では
その2倍の２８％。

要員不足 能力不足

71％ 79％

72% 79%

74% 78%

70% 76%

73% 78%

70% 75%

74% 77%

71% 81%

82% 83%

記者発表会
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ＩＴ部門の要員に「大いに必要」とされる能力は、
全体では「ＩＴ戦略策定・ＩＴ企画（51％）」「業務ｼｽﾃﾑの改善提案
（46％）」「ＩT投資案件のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（41％）」が突出

「ＩＴ部門の要員」
に必要な能力（情
報子会社の有無
別）

27%

42%

71%

55%

36%

16%

12%

21%

47%

47%

38%

27%

32%

33%

41%

47%

25%

42%

49%

44%

43%

43%

47%

43%

48%

57%

51%

52%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

ビジネスや商品、サービスの改革提案（n=158）

業務システムの改善提案（n=159）

ＩＴ戦略策定・ＩＴ企画（n=159）

ＩＴ投資案件のマネジメント（n=159）

社内ＩＴ基盤の設計（n=159）

社内システムの開発・導入・保守（n=159）

社内システムの運用・管理 （n=159）

ビジネスや商品、サービスの改革提案（n=803）

業務システムの改善提案（n=807）

ＩＴ戦略策定・ＩＴ企画（n=807）

ＩＴ投資案件のマネジメント（n=806）

社内ＩＴ基盤の設計（n=805）

社内システムの開発・導入・保守（n=806）

社内システムの運用・管理 （n=807）

情
報

子
会

社
が

あ
る

情
報

子
会

社
が

な
い

大いに必要 ある程度必要

・「情報子会社がある」
企業では、「ＩＴ戦略策
定・ＩＴ企画」「ＩＴ投資案
件のマネジメント」に関
心が高く、「社内システ
ムの運用・管理」と「社
内システムの開発・導
入・保守」への関心が
低い。

・「情報子会社がない」
企業では、「業務システ
ムの改善提案」と「ＩＴ戦
略策定・ＩＴ企画」に関
心が高い。

記者発表会
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しかし「大いに必要」とされる能力は「不足」が約7割とまだ能力不足
情報子会社は「社内ｼｽﾃﾑの運用・管理」と「社内ｼｽﾃﾑの開発・導入・
保守」を担うという役割分担が明確になってきている

「ＩＴ部門の要員」
に必要な能力の
充足状況

（情報子会社の
有無別）

25%

31%

27%

32%

45%

61%

69%

36%

35%

31%

36%

47%

50%

58%

75%

69%

73%

68%

55%

39%

31%

64%

65%

69%

64%

53%

50%

42%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ビジネスや商品、サービスの改革提案（n=157）

業務システムの改善提案（n=157）

ＩＴ戦略策定・ＩＴ企画 （n=154）

ＩＴ投資案件のマネジメント（n=148）

社内ＩＴ基盤の設計（n=151）

社内システムの開発・導入・保守（n=155）

社内システムの運用・管理（n=153）

ビジネスや商品、サービスの改革提案（n=794）

業務システムの改善提案（n=793）

ＩＴ戦略策定・ＩＴ企画 （n=788）

ＩＴ投資案件のマネジメント（n=789）

社内ＩＴ基盤の設計（n=792）

社内システムの開発・導入・保守（n=796）

社内システムの運用・管理（n=758）

情
報

子
会

社
が

あ
る

情
報

子
会

社
が

な
い

充足している 不足している

記者発表会
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大企業ではｽｷﾙを可視化して組織力向上を図るｽｷﾙ標準に高い関心
が集まる、検討中まで含めた活用割合は「UISS」44％、「ITSS」41％
09年4月にｽﾀｰﾄした「ITﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ試験」は大企業では既に48％となった

「ＩＴ部門の要員」の
採用・育成時に取り
入れている制度

（企業規模別）

1%

1%

7%

8%

1%

0%

3%

1%

8%

8%

15%

17%

2%

2%

5%

9%

4%

9%

15%

1%

3%

9%

2%

11%

17%

21%

24%

9%

16%

1%

9%

9%

13%

14%

6%

6%

7%

1%

25%

16%

12%

10%

11%

13%

7%

4%

2%

5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

情報システムユーザースキル標準（UISS）（n=658）

ITスキル標準（ITSS）（n=659）

情報処理技術者試験（ITパスポート試験）（n=657）

情報処理技術者試験（その他の試験）（n=662）

ITコーディネータ採用・育成時の活用（n=657）

PMP（プロジェクトマネジメント協会の認定）（n=659）

ベンダー資格（n=660）

その他（n=283）

情報システムユーザースキル標準（UISS）（n=300）

ITスキル標準（ITSS）（n=303）

情報処理技術者試験（ITパスポート試験）（n=304）

情報処理技術者試験（その他の試験）（n=302）

ITコーディネータ採用・育成時の活用（n=300）

PMP（プロジェクトマネジメント協会の認定）（n=299）

ベンダー資格（n=300）

その他（n=69）

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

活用している ときどき活用している 活用を検討中

・「ITパスポート試験」は
IT初心者に向けた育成
施策として今後の展開が
期待される。

・１０００人未満の企業で
は、「情報処理技術者試
験」への関心が高い。

記者発表会
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情報子会社がある企業は、ITｶﾞﾊﾞﾅﾝｽの強化を背景に情報子会社を
含めたIT要員全体の能力開発を試行中なので、企業間で汎用的に
使用できる「ｽｷﾙ標準」や「情報処理技術者試験」に関心が高まる

6%

9%

20%

22%

2%

2%

7%

6%

14%

5%

18%

19%

0%

5%

0%

0%

2%

2%

8%

9%

1%

1%

3%

3%

10%

17%

23%

24%

5%

8%

23%

3%

10%

14%

9%

14%

5%

10%

10%

0%

4%

6%

12%

17%

2%

4%

10%

2%

27%

16%

15%

12%

10%

13%

4%

0%

33%

23%

23%

19%

24%

19%

14%

13%

11%

10%

11%

12%

6%

7%

7%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

情報システムユーザースキル標準（UISS）（n=131）

ITスキル標準（ITSS）（n=132）

情報処理技術者試験（ITパスポート試験）（n=133）

情報処理技術者試験（その他の試験）（n=132）

ITコーディネータ採用・育成時の活用（n=129）

PMP（プロジェクトマネジメント協会の認定）（n=130）

ベンダー資格（n=132）

その他（n=34）

情報システムユーザースキル標準（UISS）（n=21）

ITスキル標準（ITSS）（n=22）

情報処理技術者試験（ITパスポート試験）（n=22）

情報処理技術者試験（その他の試験）（n=21）

ITコーディネータ採用・育成時の活用（n=21）

PMP（プロジェクトマネジメント協会の認定）（n=21）

ベンダー資格（n=21）

その他（n=8）

情報システムユーザースキル標準（UISS）（n=792）

ITスキル標準（ITSS）（n=794）

情報処理技術者試験（ITパスポート試験）（n=792）

情報処理技術者試験（その他の試験）（n=798）

ITコーディネータ採用・育成時の活用（n=793）

PMP（プロジェクトマネジメント協会の認定）（n=793）

ベンダー資格（n=793）

その他（n=308）

情
報

子
会

社
が

あ
る

（
経

営
権

を
持

つ
）

情
報

子
会

社
が

あ
る

（
経

営
権

は
他

社
）

情
報

子
会

社
が

な
い

活用している ときどき活用している 活用を検討中

「ＩＴ部門の要員」の採
用・育成時に取り入れ
ている制度

（情報子会社有無別）

・「情報子会社がある」企業
の方が、「情報子会社がな
い」企業より人材育成に積
極的。

二大報告会
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「業務ｼｽﾃﾑの改善提案」、「ﾋﾞｼﾞﾈｽや商品、ｻｰﾋﾞｽの改革提案」の
能力を「IT部門の要員」が身につけるために、何を学べばよいか
＜自由記述より＞

１．業務知識の獲得が背景にあると考えられるが、「ローテーショ
ン」、「異動」、「現場」というキーワードを含んだ回答が、全回答
324件中94件（29%）であった。

人材育成の施策として、現場経験が重視されている。

２．この他に「コミュニケーション能力の改善」や「同業･異業他社と
の交流」などが挙がっている。

（自由記述の回答例：一部抜粋）
・実務部門への異動を経験するのが望ましい
・他部署の経験（部署移動）
・現場を知ることが重要
・聞き出す力、普段のコミュニケーション
・同業･異業他社との交流

二大報告会
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情報交流に利用される媒体は限定的で「ﾍﾞﾝﾀﾞｰのﾕｰｻﾞｰ会（全体では７割）」「商業
ｾﾐﾅｰ （全体では７割） 」「業界内のIT関連団体（全体では5割） 」に集中している
企業規模で見ると、全体的には大企業の方が情報交流の場を多く活用している

システム開発に関す
る情報収集や外部
との情報交換の場
（企業規模別）

7%

16%

1%

14%

8%

2%

2%

2%

25%

36%

22%

17%

4%

5%

4%

11%

27%

45%

8%

52%

4%

11%

14%

7%

20%

36%

49%

21%

56%

7%

4%

4%

3%

5%

6%

5%

6%

3%

3%

6%

2%

3%

6%

1%

0%

0%

1%

4%

17%

3%

1%

3%

2%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

SEC：ソフトウェア・エンジニアリング・センター（n=650）

経営情報学会や情報処理学会等の学会（n=651）

大学等の教育機関（n=650）

ソフトウェア品質又はプロセス関連の団体（n=648）

業界内のIT関連団体（n=651）

ベンダーのユーザー会（n=661）

JUAS（n=646）

商業セミナー（n=658）

その他（n=225）

SEC：ソフトウェア・エンジニアリング・センター（n=299）

経営情報学会や情報処理学会等の学会（n=301）

大学等の教育機関（n=300）

ソフトウェア品質又はプロセス関連の団体（n=300）

業界内のIT関連団体（n=301）

ベンダーのユーザー会（n=308）

JUAS（n=296）

商業セミナー（n=302）

その他（n=60）

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

活用している ときどき活用している 活用を検討中

⇒ＩＴ要員が、業務の壁・企業
の壁・業界の壁を越えて獲
得したナレッジが、新たな価
値を創出する起爆剤になる
かもしれない。

・大企業の「ＪＵＡＳ」の活用度
活用 時々 検討中 計

07年 16％ 18％ 6％ 40％
08年 21％ 21％ 6％ 48％
09年 17％ 21％ 6％ 44％

二大報告会
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将来のＩＴ部門のあるべき姿<３つのﾐｯｼｮﾝ> (08年度ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより）

今は1番目の役割が最大、将来は3番目の役割が大きくなる

１．企業のインフラとしてのＩＴシステムを24時間365日安定的に運用
し、会社に安心感を与えること

２．業務部門と連携して業務改善のシステムを開発すること

３．企業改革のエンジンとして、企業のイノベーションに貢献すること

＜将来のミッションのキーワード＞
・新たな価値の創造と持続可能な競争優位の確立。
・ビジネスのコア・コンピタンスになりえるITシステムになる。
・グローバルを意識した活動の組織にしていく。
・業務部門と一緒になって部分最適から全体最適をめざす。
・業務をグループで標準化する。システムの統合化と分散をグループで推進し、グ

ループ全体で見える化をすすめる。グループの経営課題をグループのITで解決する。
・組織のスリム化を図る。

二大報告会
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IT人材に求められる能力にパラダイムチェンジが進む状況下、
IT人材育成戦略は各企業の喫緊の課題である
＜「企業ＩＴ動向調査2009：IT人材戦略の適正化のまとめ」より＞

１．システム導入や運用が情報子会社等にシフトし、
今やIT部門に期待される役割は、「業務改革や企業のイノベーションのエンジン」
へとパラダイムチェンジしつつある。

２．各ユーザ企業は、ここ数年間IT要員数を増やしIT組織の強化を図ってきたが、
「IT戦略の立案」、「IT企画」、「業務改革の提案」といった期待度の高い機能に
ついては、必ずしも満足できる状況にはない。
金融危機に直面した08年以降は、従来以上に人材調達は難しくなると見込ま
れる。そのため既存IT要員の育成は一層重要視されると考えられる。

３．「IT戦略の立案」、「IT企画」、「業務改革の提案」は、業務とITの両方の知見や
広範囲な視点からITを捉えることなどが必要とされ、容易に獲得できる能力では
ない。
IT人材育成にはIT要員のスキルを正確に現状把握（IT人材のスキル可視化）し
て、強化すべきポイントを捉えたうえで、目指すべき人材像に向けた中長期的な
人材育成戦略の策定が重要である。

記者発表会



イノベーション経営カレッジとは？
 「イノベーション経営」を実現できる人材（＝イノベーションリーダー）を育成する場です。「ビジネスモデル」「業務システム」「情報システ

ム」3つの革新を構想・実行できる人材の育成を目的としています。

プログラム（学び）、コミュニティ（交流）、ラボ（研究）の３つの要素で構成します。

 「講義（学ぶ）」「事例研究（気づく）」「疑似体験（考

える）」「実践（できる）」 という４つのステップを通

して イノベーション経営リーダーを育成します。

イノベーション経営リーダーの素養である「人間力」

を基礎に、経営層に必須の「経営知識」「ヒューマ

ンスキル」、情報の戦略的活用の基礎「IT知識」を

体系的に学びます。また、実際にイノベーション経

営に取り組んでおられる現役のCIO、大学関係者

を講師にお招きし、ケーススタディを通し、疑似的

に企業変革を体験します。

宿泊研修により、プログラムに集中できる環境とコ

ミュニケーションの場を用意します。

講師・他の受講生との討議をはじめとした様々な

情報交換を通し、イノベーションリーダー同士のネッ

トワークを形成し、真の企業改革の中心人物として

活躍できる人材を育成します。

＜イノベーション経営カレッジのご案内＞
企業競争力向上のために、IT活用によるﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝを実践
できる人材（ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ経営のﾘｰﾀﾞｰ）を育成する方策が必要

模擬体験
（ケースメソッド）

講義

事例研究
（ケーススタディ）

ケース教材を通し、少ない情報の

中で意思決定を「考える」

現役のCEO/CIOと本音でのディス

カッションで「気づき」を得る

体系的な知識・方

法論を「学ぶ」

自社研究

IT知識
（情報戦略、IS管理）

IT知識
（情報戦略、IS管理）

経営知識
（経営戦略等）

経営知識
（経営戦略等）

ヒューマンスキル

（リーダーシップ等）

ヒューマンスキル

（リーダーシップ等）

学ぶ

気づく

考える

できる

人間力（マインド・センス・モラル）

自社の課題を自ら「考える」

実践

模擬体験
（ケースメソッド）

講義

事例研究
（ケーススタディ）

ケース教材を通し、少ない情報の

中で意思決定を「考える」

現役のCEO/CIOと本音でのディス

カッションで「気づき」を得る

体系的な知識・方

法論を「学ぶ」

自社研究

IT知識
（情報戦略、IS管理）

IT知識
（情報戦略、IS管理）

経営知識
（経営戦略等）

経営知識
（経営戦略等）

ヒューマンスキル

（リーダーシップ等）

ヒューマンスキル

（リーダーシップ等）

学ぶ

気づく

考える

できる

人間力（マインド・センス・モラル）

自社の課題を自ら「考える」

実践

プログラムの特徴

イノベーション経営におけるリーダーに必要な
知識・スキル：経営知識（経営系）、ヒューマンス

キル、IT知識（情報系）の３つの要素を含む

記者発表会
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第一期：
前半5日間：2009年7月27日（月）～31日（金）
後半4日間：2009年8月24日（月）～27日（木）
会場：東レ総合研修センター（三島）
参加企業（19社） 平均年齢：43.8歳

味の素㈱、㈱エクサ、鹿島建設㈱、キリンビジネスシステム㈱、国分㈱、
ソニー生命保険㈱、㈱ティージー情報ネットワーク、㈱テプコシステムズ、
東京海上日動火災保険㈱、東京海上日動システムズ㈱、東京ガス㈱、
日揮情報システム㈱、日本アクセス㈱、本田技研工業㈱、㈱ローソン、
㈱リコー、㈱りそなホールディングス、㈱菱化システム、㈱Ｙ2Ｓ

第二期：

前半5日間：2009年10月19日（月）～23日（金）
後半4日間：2009年11月16日（月）～19日（木）
会場：東レ総合研修センター（三島）
参加企業（17社） 平均年齢：47.5歳
㈱ＩＨＩ回転機械、アサヒビジネスソリューションズ㈱、イオンアイビス㈱、
㈱ＮＨＫメディアテクノロジー、国分㈱、
コベルコシステム㈱、新日鉄ソリューションズ㈱、新日本石油㈱、
住友電工情報システム㈱、 ㈱損害保険ジャパン、
㈱損保ジャパン・システムソリューション、第一生命情報システム㈱、
㈱ティージー情報ネットワーク、電源開発㈱
東京海上日動システムズ㈱、古河インフォメーション・テクノロジー㈱、㈱ローソン

第１期総合評価（満足度）

第２期総合評価（満足度）

イノベーション経営カレッジ第一期／第二期プログラム開催状況

記者発表会
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2010年度 イノベーション経営カレッジプログラム開催予定

（C）JUAS 2010

第三期
日程：前半4日間：2010年7月27日（火）～30日（金）

後半5日間：2010年8月23日（月）～27日（金）
会場：東レ総合研修センター（三島）

第四期
日程：前半4日間：2010年11月９日（火）～１２日（金）

後半5日間：2010年12月６日（月）～10日（金）
会場：軽井沢プリンスホテル（軽井沢）

日程
1限 2限 3限 4限 5限 6限

8:45-10:15 10:30-12:00 13:00-14:30 14:45-16:15 16:30-18:00 19:00-20:30

前
半

１日目 ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ 講義／ケース「経営戦略」 ケーススタディ
「経営（CEO視点）」

交流会

２日目 ケーススタディ「業務プロセス改革」 講義「業務プロセス改革」 ケースメソッド「業務プロセス改革」

３日目 ケーススタディ「情報戦略」 講義「情報戦略」 ケースメソッド「情報戦略」

４日目 ケーススタディ「経営（CIO視点）」 オリエンテーション

後
半

１日目 ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ 講義「ITガバナンス」 ケーススタディ「ITガバナンス」

２日目 ケーススタディ「IT投資管理」 講義 IT投資管理 講義／ケース「イノベーション経営」

３日目 ケーススタディ「IT組織・人材戦略」 講義「IT組織・人材戦略」 総合発表

４日目 総合発表 交流会

５日目 ケーススタディ「リーダーシップ」 総括講義「イノベーション経営とCIOの役割」 オリエンテーション

＜カリキュラム構成（予定）＞

＜参考＞一期／二期受講者の推薦意向

0%
0%

0%
17%

83%
100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

是非薦めたい

薦めるつもりはない

わからない

一期

二期

参加者の推薦コメント
この場でしか得られない内容であり、貴重な経験であった
講師陣の質、カリキュラムの構成、内容、すべてが高い次元で

そろっている研修は他にはないと思う
異業種がこれだけの人数・期間一緒に過ごす合同研修はない

記者発表会



4. 2009年度の企業の主なIT動向

（C）JUAS 2010

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 経営環境の変化に対応したIT活用

①新テクノロジの導入と評価
②グリーンIT

3. 重点テーマ2 システムの信頼性・安定性の確保
①契約
②情報システムの信頼性

4. 2009年度の企業の主なIT動向
①IT予算
②IT投資・評価
③IT推進組織
④IT人材
⑤システム開発とシステム運用
⑥ITの導入と評価（ハードウェア）
⑦リスクマネジメント（情報セキュリティ・内部統制・BCP・IFRS）
⑧ITを活用したビジネスイノベーション

157157
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28%

18%

17%

29%

14%

13%

25%

13%

11%

20%

11%

9%

27%

15%

14%

21%

10%

10%

51%

52%

39%

48%

45%

35%

54%

42%

33%

57%

46%

36%

52%

45%

40%

62%

47%

39%

21%

30%

44%

23%

40%

52%

21%

45%

57%

23%

44%

55%

21%

39%

46%

17%

43%

51%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人月未満（n=805）

100人～500人月未満（n=339）

500人月以上（n=178）

100人月未満（n=668）

100人～500人月未満（n=473）

500人月以上（n=164）

100人月未満（n=494）

100人～500人月未満（n=276）

500人月以上（n=166）

100人月未満（n=630）

100人～500人月未満（n=327）

500人月以上（n=204）

100人月未満（n=705）

100人～500人月未満（n=350）

500人月以上（n=208）

100人月未満（n=746）

100人～500人月未満（n=447）

500人月以上（n=278）

0
9
年

度
0
8
年

度
0
7
年

度
0
6
年

度
0
5
年

度
0
4
年

度

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より遅延する 158

＜ｼｽﾃﾑ開発における工期･予算・品質の状況＞
500人月以上の大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの「工期」は、07年度から改善傾向
にあるが、まだ４割強のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで工期遅れが発生

システム開発の工期
記者発表会
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500人月以上の大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの「予算」は、予算超過傾向に
歯止めがかかったが、まだ４割強のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄで予算超過が発生

システム開発の予算

35%

22%

15%

32%

15%

10%

33%

17%

15%

28%

15%

14%

33%

20%

13%

26%

11%

9%

52%

49%

42%

51%

50%

40%

55%

43%

34%

57%

52%

40%

54%

49%

50%

62%

55%

44%

13%

29%

43%

17%

35%

50%

12%

40%

51%

15%

33%

47%

14%

31%

38%

12%

34%

47%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人月未満（n=800）

100人～500人月未満（n=339）

500人月以上（n=178）

100人月未満（n=662）

100人～500人月未満（n=471）

500人月以上（n=164）

100人月未満（n=489）

100人～500人月未満（n=277）

500人月以上（n=169）

100人月未満（n=624）

100人～500人月未満（n=326）

500人月以上（n=202）

100人月未満（n=700）

100人～500人月未満（n=347）

500人月以上（n=206）

100人月未満（n=742）

100人～500人月未満（n=443）

500人月以上（n=276）

0
9
年

度
0
8
年

度
0
7
年

度
0
6
年

度
0
5
年

度
0
4
年

度

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より超過する

記者発表会
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500人月以上の大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは「品質」も、不満の増加傾向
に歯止めがかかり、不満を持つ企業が8ﾎﾟｲﾝﾄ低下して3割へ

システム開発の品質

19%

13%

9%

17%

11%

10%

14%

11%

8%

15%

9%

8%

13%

9%

9%

13%

8%

7%

68%

67%

61%

68%

60%

54%

71%

63%

61%

73%

65%

62%

73%

69%

64%

79%

68%

64%

13%

20%

30%

15%

30%

36%

15%

27%

32%

12%

26%

30%

14%

23%

27%

9%

24%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

100人月未満（n=800）

100人～500人月未満（n=340）

500人月以上（n=180）

100人月未満（n=661）

100人～500人月未満（n=297）

500人月以上（n=163）

100人月未満（n=485）

100人～500人月未満（n=274）

500人月以上（n=168）

100人月未満（n=628）

100人～500人月未満（n=329）

500人月以上（n=206）

100人月未満（n=702）

100人～500人月未満（n=348）

500人月以上（n=208）

100人月未満（n=740）

100人～500人月未満（n=444）

500人月以上（n=277）

0
9
年

度
0
8
年

度
0
7
年

度
0
6
年

度
0
5
年

度
0
4
年

度

満足 ある程度は満足 不満

・システム開発の調査を開始した０４年度からの傾向として、プロジェクト規模ごとに工期･予算・品質を
比較すると、「工期遅れ」や「予算超過」の割合より、「品質に対する不満」の割合が小さい。
つまり、「品質」を重視したプロジェクト管理が行われている傾向には大きな変化は見られない。

記者発表会
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経営とＩＴが一体となって運営されている「金融」はシステム開発の
プロジェクトマネジメントにも注力しており、その成果が現れている

システム開発の工期・
予算・品質
（業種グループ別 ）

・「金融」の500人月以上の大規
模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでは、
「工期」が予定より遅延が

０８年：２２％⇒０９年：３０％
「予算」が予定より超過が

０８年：２６％⇒０９年：２６％
「品質」に対して不満が

０８年：３９％⇒０９年：２６％
と、０８年度より「品質」はかなり
改善されたが、なお課題が残る。

・「工期」「予算」の「予定通り完
了する」割合は一次産業（含む
建設・土木）が最も高い。

工期

36%

15%

10%

13%

22%

19%

17%

21%

47%

36%

38%

48%

35%

44%

43%

38%

54%

50%

30%

46%

39%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=14)

素材製造（n=34）

機械製造（n=39）

商社・流通（n=24）

金融（n=23）

重要インフラ（n=26）

サービス（n=18）

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より遅延する

予算

43%

9%

10%

17%

9%

15%

22%

7%

53%

36%

33%

65%

42%

39%

50%

38%

54%

50%

26%

42%

39%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=14)

素材製造（n=34）

機械製造（n=39）

商社・流通（n=24）

金融（n=23）

重要インフラ（n=26）

サービス（n=18）

予定通り完了する ある程度は予定通り完了する 予定より超過する

品質

14%

3%

0%

4%

30%

12%

11%

50%

74%

65%

63%

43%

62%

58%

36%

24%

35%

33%

26%

27%

32%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=14)

素材製造（n=34）

機械製造（n=40）

商社・流通（n=24）

金融（n=23）

重要インフラ（n=26）

サービス（n=19）

満足 ある程度は満足 不満
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「予定通り完了・満足」企業が「工期」「予算」「品質」を改善するため
に工夫していることはﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ（「ｽｹｼﾞｭｰﾙ管理の徹底」と
「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの強化」と「要件定義の充実」） ＜自由記述より＞

１．スケジュール管理を徹底する
• ステアリングコミッティの運営にスケジュール管理の実効性をもたせる

• 自社で徹底的にマネジメントを実施。決してベンダーやコンサルタント任せにはしな
い

• 課題の先送りは絶対にやらない
• 切り詰めたスケジュール、予算を策定しない（リスクを見込む）
• 開発アウトソーサーとの定例品質会議開催･受入れ検証/システム監査実施
• キーマンによるステアリング会議の定期開催による課題の早期発見･対処の実施

２．コミュニケーションを重視する
• プロジェクト内のコミュニケーション、プロジェクト体制、役割の明確化
• 中核となるメンバーの厳選とベンダーも交えた積極的なコミュニケーション
• IT部門以外からのプロジェクトへの参画
• 常に仕様決定プロセスを情報システムと現場で共有

３．要件定義を確実に行う
• ユーザー部門の業務を知る
• 他事業部での業務経験のあるIT部門の要員が要求仕様書を作成
• 要件定義の具体化とユーザー確認の徹底
• 見積り段階での要求仕様の明確化
• 開発前の評価方法の確認、稼働後の状況確認

４．その他
• 開発プロセス標準を作成し品質向上
• IT部門マネジャーのスキルアップ

＜ＪＵＡＳからの提言＞
発注者が受注者に対して見
積もりをだす場合に「発注時
に生産物、生産性、単価、リ
スク」明示し、
相互の損失、障害、無謀な
残業などの弊害を除こう。

記者発表会
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＜ｼｽﾃﾑ開発の委託状況＞
ｼｽﾃﾑ開発は全体では3/4、大企業では9割が外部委託

業種別に見ると「金融」「重要ｲﾝﾌﾗ」では9割が外部委託

システム開発の外部委託の状況
（情報子会社への委託を含む）

・業種グループ別 外部委託率
「金融」

０８年：９２％→０９年：９０％
「重要インフラ」

０８年：８０％→０９年：９０％
「一次産業」

０８年：８３％→０９年：８３％
「商社・流通」

０８年：８３％→09年：７７％
「素材製造」

０８年：７３％→０９年：７３％
「サービス」

０８年：８３％→０９年：７２％
「機械製造」

０８年：６９％→０９年：６９％。

76%

71%

87%

78%

73%

90%

74%

66%

89%

78%

73%

90%

73%

66%

87%

24%

29%

13%

22%

27%

10%

26%

34%

11%

22%

27%

10%

27%

34%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=969）

1000人未満（n=666）

1000人以上（n=303）

全体（n=838）

1000人未満（n=572）

1000人以上（n=266）

全体（n=616）

1000人未満（n=414）

1000人以上（n=202）

全体（n=775）

1000人未満（n=552）

1000人以上（n=223）

全体（n=908）

1000人未満（n=628）

1000人以上（n=275）

0
9

年
度

0
8

年
度

0
7

年
度

0
6

年
度

0
5

年
度

委託している 委託していない
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主な開発委託先は情報子会社がある場合は情報子会社が7割
情報子会社がない場合はSIﾍﾞﾝﾀﾞｰが5割強、ｿﾌﾄﾍﾞﾝﾀﾞｰが3割

主な開発委託先
（情報子会社有無別）

8%

9%

10%

6%

5%

3%

8%

10%

13%

32%

37%

31%

48%

42%

44%

21%

13%

17%

55%

50%

54%

15%

17%

20%

67%

73%

72%

1%

1%

1%

8%

9%

6%

25%

31%

27% 2%

2%

2%

3%

1%

1%

1%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=709）

08年度（n=640）

07年度（n=433）

09年度（n=150）

08年度（n=146）

07年度（n=118）

09年度（n=559）

08年度（n=494）

07年度（n=315）

全
体

情
報

子
会

社
が

あ
る

情
報

子
会

社
が

な
い

ハードベンダー ソフトベンダー SIベンダー 情報子会社 その他

・情報子会社を持ちながら
も主な委託先として「ＳＩベ
ンダー」「ソフトベンダー」
を選択する企業が3割もい
る。

（C）JUAS 2010
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＜要求仕様の作成状況＞
情報子会社を持つ大企業では、ﾍﾞｰｽの作成は「IT 部門」が1/3で
「子会社」が2割、細部の作成は「IT部門」が2割で「子会社」が5割

情報子会社ありの場合
要求仕様の作成状況
（企業規模別、プロジェクト
規模別）

ＪＵＡＳの要求仕様の定義
・ベース：ユーザーの要望を
示すもの（要求仕様書）
・細部：システム設計条件
を示すもの（要件定義書）

21%

21%

22%

35%

33%

34%

4%

3%

4%

0%

0%

0%

6%

3%

9%

0%

0%

4%

2%

0%

0%

0%

0%

0%

51%

55%

43%

40%

43%

34%

32%

17%

13%

24%

23%

21%

19%

17%

13%

23%

20%

20%

53%

59%

57%

67%

60%

56%

0%

3%

9%

2%

5%

7%

9%

21%

22%

9%

17%

23%

2%

0%

4%

0%

0%

0%

0%

0%

4%

0%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①100人月未満（n=47）

②100～500人月未満（n=29）

③500人月以上（n=23）

①100人月未満（n=100）

②100～500人月未満（n=87）

③500人月以上（n=70）

①100人月未満（n=47）

②100～500人月未満（n=29）

③500人月以上（n=23）

①100人月未満（n=100）

②100～500人月未満（n=88）

③500人月以上（n=71）

1
0

0
0

人
未

満
1

0
0

0
人

以
上

1
0

0
0

人
未

満
1

0
0

0
人

以
上

要
求

仕
様

書
（

ベ
ー

ス
部

分
）

要
件

定
義

書
（

細
部

）

事業部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他
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子会社なしの大企業では、ﾍﾞｰｽの作成は「IT部門」が6割強で「ｱｳﾄ
ｿｰｻｰ」が3割、細部の作成は「ｱｳﾄｿｰｻｰ」が7割で「IT部門」は1/4

15%

13%

9%

21%

17%

15%

3%

2%

4%

3%

3%

2%

5%

5%

7%

0%

0%

0%

2%

1%

2%

0%

0%

0%

59%

50%

48%

67%

63%

58%

33%

22%

18%

37%

24%

26%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

20%

30%

33%

12%

20%

27%

61%

73%

73%

60%

73%

72%

1%

1%

3%

0%

0%

0%

1%

1%

3%

0%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①100人月未満（n=387）

②100～500人月未満（n=204）

③500人月以上（n=153）

①100人月未満（n=148）

②100～500人月未満（n=104）

③500人月以上（n=86）

①100人月未満（n=383）

②100～500人月未満（n=204）

③500人月以上（n=152）

①100人月未満（n=146）

②100～500人月未満（n=103）

③500人月以上（n=85）

1
0

0
0

人
未

満
1

0
0

0
人

以
上

1
0

0
0

人
未

満
1

0
0

0
人

以
上

要
求

仕
様

書
（

ベ
ー

ス
部

分
）

要
件

定
義

書
（

細
部

）

事業部門 経営企画部門 IT部門 情報子会社 アウトソーサー その他

情報子会社なしの場合
要求仕様の作成状況
（企業規模別、プロジェクト
規模別）

ＪＵＡＳの要求仕様の定義
・ベース：ユーザーの要望を
示すもの（要求仕様書）
・細部：システム設計条件
を示すもの（要件定義書）
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＜主な委託先に対する満足度＞
相変わらず「約束履行」と「業務に対する理解力」が高く、「価格」
「見積り金額の妥当性」「提案力」「新技術への対応力」が低い

主な委託先１社
に対する満足度
（年度別）

5%

5%

5%

7%

4%

3%

3%

5%

4%

2%

3%

3%

2%

2%

2%

2%

1%

1%

1%

1%

2%

2%

1%

2%

2%

2%

0%

2%

1%

1%

2%

2%

32%

27%

29%

27%

25%

24%

25%

21%

21%

22%

18%

18%

17%

19%

17%

18%

17%

15%

17%

18%

18%

13%

18%

16%

15%

16%

41%

40%

39%

38%

44%

50%

46%

52%

52%

50%

49%

51%

47%

47%

46%

48%

51%

46%

51%

48%

44%

42%

43%

49%

44%

42%

46%

50%

45%

46%

44%

46%

14%

19%

21%

18%

12%

16%

16%

14%

13%

19%

19%

20%

22%

27%

27%

25%

26%

32%

27%

30%

32%

32%

33%

29%

32%

33%

32%

31%

31%

33%

33%

32%

3%

2%

2%

2%

3%

4%

3%

3%

2%

4%

3%

4%

3%

4%

3%

5%

6%

6%

5%

4%

6%

5%

5%

5%

4%

6%

5%

36%

34%

32%

34%

38%

30%

3%

3%

2%

2%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度　（n=725）

08年度　（n=655）

07年度　（n=456）

06年度　（n=598）

09年度　（n=723）

08年度　（n=655）

07年度　（n=456）

06年度　（n=598）

09年度　（n=724）

08年度　（n=655）

07年度　（n=456）

06年度　（n=598）

09年度　（n=725）

08年度　（n=655）

07年度　（n=456）

06年度　（n=598）

09年度  （n=725）

08年度  （n=653）

07年度  （n=456）

06年度　（n=597）

09年度　（n=725）

08年度　（n=655）

07年度　（n=457）

06年度　（n=597）

09年度　（n=725）

08年度　（n=654）

07年度　（n=457）

06年度　（n=597）

09年度　（n=722）

08年度　（n=655）

07年度　（n=456）

06年度　（n=597）

業
務

に
対

す
る

理
解

力
約

束
履

行
動

員
力

開
発

力
（
P

M
力

等
）

新
技

術
へ

の
対

応
力

価
格

見
積

り
金

額
の

妥
当

性
提

案
力

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

⇒ユーザー企業は委
託先に「納得感ある見
積りと妥当な価格」や
「ビジネスプロセスの変
革を含んだ提案力」を
求めている。

24

▲11

DI値

28

18

2

▲18

▲17

▲17
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委託先への不満が多いのは、情報子会社の｢提案力」「新技術
への対応力」とSIﾍﾞﾝﾀﾞｰの「価格」「見積もりの金額の妥当性」

主な委託先（ソフトベ
ンダー、ＳＩベンダー、
情報子会社）に対す
る満足度
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ソフトベンダー　（n=195）

SIベンダー　（n=346）

情報子会社（n=109）

ソフトベンダー　（n=195）

SIベンダー　（n=346）

情報子会社（n=109）

ソフトベンダー　（n=195）

SIベンダー　（n=346）

情報子会社（n=109）

ソフトベンダー　（n=195）

SIベンダー　（n=346）

情報子会社（n=109）

ソフトベンダー　（n=195）

SIベンダー　（n=346）

情報子会社（n=109）

ソフトベンダー　（n=195）

SIベンダー　（n=346）

情報子会社（n=109）

ソフトベンダー　（n=195）

SIベンダー　（n=346）

情報子会社（n=109）

ソフトベンダー　（n=195）

SIベンダー　（n=346）

情報子会社（n=109）
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・ソフトベンダーは「約束履
行」と「業務に対する理解
力」の満足度が高く、「動員
力」以外は平均値以上であ
る。

・ＳＩベンダーの「価格」と「見
積り金額の妥当性」に対して、
4割のユーザー企業が不満
を持っている。

・ユーザー企業は情報子会
社に対して「業務に対する
理解力」をもとに各種の提案
を求めているが、情報子会
社はその期待に応えられて
いない。
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＜委託先に対する品質目標＞
大企業でも委託先に品質目標を提示している企業はまだ6割
「ﾃｽﾄ条件を提示」が1/3で、「定量的な目標提示」はまだ1割

委託先に対する品質目標
の提示（企業規模別）
＜複数回答＞

委託先に対する品質目標の
提示（年度別）
＜複数回答＞

31%

12%

10%

46%

2%

32%

13%

9%

44%

3%

34%

10%

9%

44%

3%

19%

8%

6%

66%

1%

22%

7%

5%

64%

2%

0% 20% 40% 60% 80%

各開発フェーズ別に
テスト条件を提示

納品テストから安定稼働までの
目標障害件数を提示

稼働開始時から安定稼働までの
目標障害件数を提示

特に提示していない

その他

09年度（n=759）

08年度（n=698）

07年度（n=487）

06年度（n=629）

05年度（n=916）

28%

11%

9%

51%

1%

35%

14%

11%

37%

3%

0% 20% 40% 60% 80%

各開発フェーズ別に
テスト条件を提示

納品テストから安定稼働までの
目標障害件数を提示

稼働開始時から安定稼働までの
目標障害件数を提示

特に提示していない

その他

1000人未満（n=480）

1000人以上（n=272）

・品質目標を特に提示しない理由
＜自由記述より＞
①社内の開発に対しての環境整
備不足（人材、基準、等々）
②委託先に丸投げしているため
③委託先の成果物をチェック・承
認しているため

・ソフトウエアメトリックス調査の結
果では｢品質目標基準を持ってい
ないプロジェクトの換算欠陥率は
持っているプロジェクトの２．１倍
（＝０．７２/０．３３）

記者発表会
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外部委託の発注者としての対応は「要件定義（細部）の明確化」
「委託先の体制・能力の評価」ができていない企業が2割

システム開発を
委託する際の
発注者としての
対応
（企業規模別）

・大企業の方が業
務が複雑で関係者
が多いので「要求
仕様（ベース部分）
と要件定義（細部）
の明確化」を十分
に実施できていな
い。
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30%

40%

27%

36%

40%

32%

34%
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35%

35%

41%

36%

45%
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12%

13%

20%

23%

17%

14%

19%

21%
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1%

42%

52%

43%

49%

35%

37%

0%
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2%

1%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1000人未満（n=461)

1000人以上（n=253)

1000人未満（n=462)

1000人以上（n=253)

1000人未満（n=461)

1000人以上（n=253)

1000人未満（n=461)

1000人以上（n=253)

1000人未満（n=461)

1000人以上（n=252)
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ｮﾝ
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）
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明
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化

要
件

定
義
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細
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）

の
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確
化
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託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
の

体
制

・
能

力
の

評
価

十分に実施できている ある程度はできている 普通 あまりできていない ほとんどできていない

DI値

48

21

17

22

17

60

43

34

13

41

二大報告会



品質：500人月以上
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61%
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54%
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31%
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21%

31%

53%

14%

39%

53%

23%

35%

59%

30%

35%

50%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている（n=84)

普通（n=45)

できていない（n=26)

できている（n=62)

普通（n=54)

できていない（n=38)

できている（n=57)

普通（n=62)

できていない（n=34)

できている（n=81)

普通（n=51)

できていない（n=22)

できている（n=100)

普通（n=48)

できていない（n=6)

要
求

仕
様

（
ベ

ー
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）
要
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細

部
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先
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価
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託

先
の

進
捗

管
理

委
託
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と

の
ｺ
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ﾆ
ｹ
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満足 ある程度は満足 不満
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予算：500人月以上
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45%
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49%

26%

48%

35%
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42%

44%

23%

38%

46%

17%

43%
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35%
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74%

32%

48%

59%

38%

44%

73%

41%

48%

83%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている（n=84)

普通（n=44)

できていない（n=26)

できている（n=62)

普通（n=53)

できていない（n=38)

できている（n=56)

普通（n=62)

できていない（n=34)

できている（n=81)

普通（n=50)

できていない（n=22)

できている（n=99)

普通（n=48)

できていない（n=6)

要
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先
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価
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理
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託
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の
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ﾆ
ｹ

ｰ
ｼ

ｮﾝ

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より超過

工期：500人月以上
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26%

13%

5%

27%
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23%

12%

0%

20%

10%
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37%

36%

38%

39%

43%

24%

41%

35%

32%

38%

40%

23%

37%

35%

33%

42%

52%

54%

35%

43%

71%

32%

52%

62%

38%

48%

77%

42%

54%

67%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

できている（n=84)

普通（n=44)

できていない（n=26)

できている（n=62)

普通（n=53)

できていない（n=38)

できている（n=56)

普通（n=62)

できていない（n=34)

できている（n=81)

普通（n=50)

できていない（n=22)

できている（n=99)

普通（n=48)

できていない（n=6)

要
求

仕
様

（
ベ

ー
ス

）
要

求
仕

様
（
細

部
）

委
託

先
の

評
価

委
託

先
の

進
捗

管
理

委
託

先
と

の
ｺ
ﾐｭ

ﾆ
ｹ

ｰ
ｼ

ｮﾝ

予定通り完了 ある程度は予定通り完了 予定より遅延
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発注者としての対応ができている企業ほど、ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの工期・
予算は予定通りに完了し、品質でも満足した品質を得ている

発注者としての
対応とﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄの工期・予算
・品質（500人
月以上）

・「対応ができている」企業の
「予定通り完了・満足」の割合を
０８年度と比較すると「工期」
「予算」「品質」の％の差は
要求仕様 +1   +2   +4
委託先の評価 +12 +12 +10
進捗管理 +4   +6   +4
ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ +1    0     0
なので「委託先の評価」と「委託
先の進捗管理」は対応の成果
を向上させているといえる。
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1%

4%
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11%

2%
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8%

14%
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96%

99%

86%

95%

83%

96%

94%

90%

75%

93%

86%

92%

86%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=99)

08年度（n=67)

09年度（n=142)

08年度（n=78)

09年度（n=229)

08年度（n=123)

09年度（n=177)

08年度（n=93)

09年度（n=48)

08年度（n=36)

09年度（n=67)

08年度（n=35)

09年度（n=149)

08年度（n=80)

一
次

産
業

素
材

製
造

機
械

製
造

商
社

・
流

通
金

融
重

要
イ

ン
フ

ラ
サ

ー
ビ

ス

実施している 検討中 予定なし
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＜ｵﾌｼｮｱ開発の状況＞
09年度は開発費が大幅に削減されたため直接のｵﾌｼｮｱ委託は
08年度までの増加傾向が一変して減少へ、実施はわずか3％に

オフショアへの開発委託状況：
直接委託
（企業規模別 年度別）

オフショアへの開発委託状況：
直接委託
（業種グループ別 年度別）

3%

7%

6%

3%

1%

5%

4%

2%

8%

11%

9%

7%

1%

5%

4%

7%

1%

4%

4%

6%

2%

8%

5%

9%

95%

87%

90%

89%

98%

92%

92%

92%

90%

81%

86%

84%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=904）

08年度（n=507）

07年度（n=344）

06年度（n=520）

09年度（n=621）

08年度（n=298）

07年度（n=196）

06年度（n=341）

09年度（n=283）

08年度（n=209）

07年度（n=148）

06年度（n=179）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

実施している 検討中 実施していない

・業種別に見ると、開発費の割合が
大きい「金融」と「重要インフラ」が先
行。
・開発費が急減速した「機械製造」
（▲７ポイント）、「金融」（▲６ポイン
ト）、「素材製造」（▲３ポイント）は
「実施している」が大幅に減少。

記者発表会



（C）JUAS 2010

11%

20%

15%

13%

5%

9%

5%

6%

24%

36%

28%

27%
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71%

77%

79%

93%

86%
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71%

49%
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61%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=871）

08年度（n=471）

07年度（n=318）

06年度（n=478）

09年度（n=601）

08年度（n=278）

07年度（n=183）

06年度（n=312）

09年度（n=270）

08年度（n=193）

07年度（n=135）

06年度（n=166）

全
体

1
0
0
0
人

未
満

1
0
0
0
人

以
上

実施している 検討中 予定なし

13%

10%

13%

22%

6%

24%

8%

9%

31%

44%

18%
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77%
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85%

75%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=97)

08年度（n=62)

09年度（n=139)

08年度（n=73)

09年度（n=219)

08年度（n=111)

09年度（n=169)

08年度（n=85)

09年度（n=45)

08年度（n=36)

09年度（n=66)

08年度（n=32)

09年度（n=144)

08年度（n=76)

一
次

産
業

素
材
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実施している 検討中 予定なし 173

06年度から常に増加傾向にあった開発委託先からの
ｵﾌｼｮｱ委託も09年度は08年度（2割）の半分の1割に減少

オフショアへの開発委託状況：
主な開発委託先からの委託
（企業規模別年度別）

オフショアへの開発委託状況：
主な開発委託先からの委託
（業種グループ別）

・業種別に見ると、開発費の割合が
大きい「金融」と「重要インフラ」が先
行。

・開発費が急減速した「機械製造」
（▲１８ポイント）、「金融」（▲１３ポイ
ント）は「実施している」が大幅に減少。

・09年度は大企業の「検討中」が大
幅に減少。（１５％→６％）
・ユーザー企業が開発委託先からの
オフショア開発をするほどの発注を
見込んでいないことが原因のひとつ
であろう。
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ｵﾌｼｮｱ開発の満足度は全体では「満足」と「不満」が拮抗、直接
委託の方がﾕｰｻﾞｰ主導で進めることができるので満足度が高い

オフショア開発委託の
満足度

3%

3%

0%

19%

21%

18%

59%

47%

63%

18%

22%

10%

2%

6%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=120)

08年度（n=94)

07年度（n=49)

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

2

DI値

0

▲4

・「非常に不満」は年々減少して
２％になった。
（０７年度：８％→０８年度：６％→
０９年度：２％）

・「満足度のＤＩ値」も
０８年度：▲４→０９年度：２と
満足度の向上が見られる。

⇒満足度向上の要因
・オフショア開発に経験や自信の
ある企業がオフショア開発を選択。

・０９年度は発注量が著しく少なく
なったためオフショアベンダー側
の競争原理が働いた。

6% 29% 0%

2%1% 16%

48%

63%

16%

18%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直接委託（n=31）

間接委託（n=89）

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

19

DI値

▲3
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71%

43%

14%

0%

0%

0%

100%

38%

8%

0%

0%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中国

インド

ベトナム

フィリピン

韓国

その他

直接委託（n=7）

間接委託（n=13）

68%

26%

6%

6%

3%

6%

80%

16%

9%

0%

0%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

中国

インド

ベトナム

フィリピン

韓国

その他

直接委託（n=31）

間接委託（n=94）
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ｵﾌｼｮｱ開発の委託先は「中国」が直接委託で7割、間接委託で8割を
占め圧倒的に多い、続いて「ｲﾝﾄﾞ」が2割、「ﾍﾞﾄﾅﾑ」が1割弱と続く
委託先候補国も「中国」が圧倒的で、「ｲﾝﾄﾞ」4割、「ﾍﾞﾄﾅﾑ」1割と続く

オフショア開発を実施して
いる企業の委託先
<複数回答可>

オフショア開発を検討中
の企業の委託先候補
<複数回答可>
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ｵﾌｼｮｱ開発にあたって工夫している点や留意している点は
「ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの強化」と「仕様･要件の明確化」＜自由記述より＞

１．コミュニケーションの強化
• 日本側、オフショア側それぞれのキーマンとのコミュニケーションが重要
• オフショア先との密なコミュニケーションを取る（導入教育、定期的な打合せ、懇親会など）
• 委託先と開発業者とのコミュニケーションを強化
• 情報共有、コミュニケーション手段としてＳａａＳなども活用

２．仕様・要件の明確化
• できるだけ要件を詳細化しかつシンプルに伝える。相手に理解した内容を提示させる。
• 開発仕様の明確化、詳細化、ドキュメント化(曖昧さを残さない)
• VMLの活用、標準化
• システム開発の外部委託プロセスについて標準化プロジェクトを実施中
• 開発ドキュメントベースでの開発

３．その他
• 日本語の分かるSEをブリッジSEとして採用し、活躍頂いている
• 開発開始前にキーマンを来日させ一緒に作業する
• 開発･テストフェーズでは、オフショア先に担当者を常駐させ、状況把握を密に行う
• オフショア先を決定する際は複数社現地視察して評価をまとめる
• 過去のオフショア開発実績を確認する
• 案件ごとに継続させることで、技術を蓄積してもらう
• オフショア対象業務の切り分けを行う（リスクが最小限となる部分に限定）
• セキュリティの確保に留意する
• 委託先の情報がないので元請け会社で担保させている
• 見積工数基準をあらかじめ合意しておく

（C）JUAS 2010
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4%
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5%
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74%

71%

78%

73%
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70%

79%
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17%

24%

14%

12%

17%

24%

14%

12%
0%

0%

0%

1%

4%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=895）

300人未満（n=279）

300～1000人未満（n=328）

1000人以上（n=279）

全体（n=894）

300人未満（n=279）

300～1000人未満（n=328）

1000人以上（n=278）

①
共

通
フ

レ
ー

ム
②

J
IS

X
0
1
6
1

活用している ときどき活用している 活用を検討中 活用していない 興味がない

177

＜開発・保守に関する規格について＞
開発・保守に関する規格の「共通ﾌﾚｰﾑ2007」を「活用している」企業
はわずか6％、規格の認知度・活用度は今ひとつの段階

開発・保守に関する
規格の活用状況

・活用していない理由と
して「ベンダー各社によ
る開発フレームを利用し
たり、パッケージの活用
やクラウドなどを利用す
るので、ユーザー側で開
発フレームワークを指定
し難い」ことが考えられる。

・ベンダー側の開発フ
レームワークの多くは共
通フレームワークをベー
スとしているので間接的
な利用実態はこのアン
ケート結果を上回るもの
と考えられる。

・共通フレームワーク：ＩＰＡのＳＥＣ（ソフトウェア・エンジニアリング・センター）より
２００７年１０月発行。
・ＪＩＳＸ０１６１：ソフトウｪｱ保守のライフサイクルプロセスをまとめたＪＩＳ規格。

（C）JUAS 2010
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＜ｼｽﾃﾑ運用の外部委託＞
従業員数1000人以上と未満で外部委託に大きなひらきがある、
従業員数1000人までが、自社運用の限界か?

システム運用の
外部委託状況
（企業規模別）

・運用業務の外部委
託は従業員数では
1000人未満・以上で、
売上高では1000億
円未満・以上で変化
しており、この辺りが
自社運用から外部
委託へ切り替える境
界になるようだ。

・従業員数で５０００
人以上、売上高で１
兆円以上の企業で
は、外部委託の比率
が９０％前後に達し
ている。
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41%
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4%
8%
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61%
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二大報告会
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ｻｰﾊﾞｰ運用の委託で「金融」では｢複数社への委託｣が
08年度1/4から4割に増加、ｸﾗｳﾄﾞ・SaaS/ASPの浸透か?

サーバー運用の
業務委託状況
（業種グループ
別）

・「金融」では「１社へ
委託」が４５％から２
５％へ減少し、「複数
社へ委託」が２６％か
ら４２％へ増加してい
る。

・これは従来の勘定
系サーバー、情報系
サーバーとは異なる
ジャンルのサーバー
が増加し、サーバー
の用途に適した運用
委託場所や委託先
（クラウド／SaaS事業
者など）が選定されて
いることの表れではな
いだろうか。

サーバー運用
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二大報告会
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300人未満の企業では、すべての運用業務で「SIﾍﾞﾝﾀﾞｰ」がﾄｯﾌﾟで
「ﾊｰﾄﾞﾍﾞﾝﾀﾞｰ」や「ｿﾌﾄﾍﾞﾝﾀﾞｰ」の比率が他の企業規模より高い
⇒「開発を委託した会社に継続して運用を依頼する」方式が主流

システム運用の
外部委託状況
（3分類の企業規

模別）

300人未満
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31%
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27%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

①ホスト運用（n=69）

②ネットワーク運用（n=105）
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④クライアント機器管理（n=35）

⑤ヘルプデスク（n=60）

⑥災害対策センター運用（n=26）

ハードベンダー ソフトベンダー SIベンダー 情報子会社 その他
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300人以上1000人未満

21%
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11%

24%
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ハードベンダー ソフトベンダー SIベンダー 情報子会社 その他
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SLAを取り決めている大企業は半数に達したが、1000人
未満の企業ではまだ3割、SLAの採用は伸び悩んでいる

ＳＬＡ導入状況
（企業規模別 売
上高別）

ＳＬＡ導入状況
(企業規模別の経年
変化）
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SLAの基準があり、委託先の結果責任が問われる SLAの基準があり、努力目標としている

SLAを導入していないが、将来的に検討している SLAを導入する予定はない
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SLAの基準があり、委託先の結果責任が問われる SLAの基準があり、努力目標としている

SLAを導入していないが、将来的に検討している SLAを導入する予定はない

その他
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・企業規模が大きくなるほど
SLAが採用されていることがわ
かる。特に売上高別では、その
傾向がはっきりと表れている。

・０５年度比では、１０００人未
満の企業で１５％から２９％へ
と倍増、大企業でも４０％から
５０％へ１０ポイント増加してい
る。しかし、その後の０７年度
からはほとんど伸びず横ばい
の状況である。
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SLAの締結項目は「ｼｽﾃﾑ障害の対応ﾚﾍﾞﾙ」が8割、「ｻｰﾋﾞ
ｽ提供時間」が3/4とｼｽﾃﾑの信頼性に関する項目が上位

ＳＬＡの締結項目（企業
規模別）＜複数回答＞
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ハードベンダー（n=31）

ソフトベンダー（n=4）

SIベンダー（n=51）

情報子会社（n=42）

その他（n=10）

システム障害の対応レベル サービス提供時間 サービス稼働率

データ管理（バックアップ頻度、保管期間など） サポートデスクのサービスレベル セキュリティのサービスレベル

オンライン応答時間
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ＳＬＡの締結項目
（サーバー運用委託先別）
＜複数回答＞

・３００人未満では｢データ管理｣が３
位で、稼働率よりもデータの管理に
重点が置かれている。
また、１０００人未満では、「セキュリ
ティのサービスレベル」の順位が高
く、自社での管理が難しい「安全性」
への要求が上位となっている。

・情報子会社とのＳＬＡではエンド
ユーザーに直結するサービスの
要求（「サービス提供時間」、｢シス
テム障害の対応レベル｣、「サービ
ス稼働率」）が前面に出ている。
なお、ソフトベンダーへの委託は４
２社あるが、ＳＬＡを締結している
企業はわずか４社のみであった。
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運用委託先に対する満足度はＳＬＡを締結している企業の
「信頼性・安全性」「技術力」等々でかなり改善がみられる

ＳＬＡを締結している企業
の運用委託先に対する
満足度のＤＩ値 (11)

21

(20)

37

21

43

(14)

4

(39)

21

15

21

(60) (40) (20) 0 20 40 60

①価格

②技術力

③提案力

④約束履行

⑤動員力

⑥信頼性・安定性

09年度（n=155） 08年度（n=141）

二大報告会

・０９年度の調査では、運用委
託先に対する満足度調査を
「ＳＬＡを締結している」企業に
絞り込んで実施した。

・この比較だけでは「ＳＬＡ締
結」が満足度を向上させる効
果があるか判断は難しいが、
ＳＬＡを締結することで、委託
側も受託側もサービスの質の
評価をＳＬＡの基準に沿って
実施し、ＳＬＡ契約の継続が満
足度を向上させる結果につな
がっていくものと推察される。



＜JUASからの提言＞
ｿﾌﾄｳｪｱの開発・保守にかかわる代表的な指標

 標準開発工期（月数）は投入人月の立方根の2.5倍

（例）1000人月なら標準工期は25カ月。短縮率が40～50％だと寝られ
なくなる

 受入テストから安定稼働までに見つかるバグは開発費500万円あたり 1件

 総合テストで見つかったバグの10分の1の数のバグが、稼働後に出る
（例）テストで100個のバグを修正しても稼働後に10個ぐらいは出てくる

 基準を持って発注すると品質（欠陥率）は2倍に向上する

 ベンダーのプロジェクトマネジャーの経験度・優秀さは欠陥率に3～5倍の
改善効果がある

184

記者発表会
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＜JUASからの提言＞標準工期（適正工期）の考察
（JUAS ｿﾌﾄｳｪｱﾒﾄﾘｯｸｽ調査2010 開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄより）

・プロジェクト全体工数と、全体工期がともに記入されている４３０プロジェクトについて、
工数の３乗根（Ｘ）と工期（Ｙ）の関係をグラフ化し、Ｙ切片をゼロとして回帰をした結果、
回帰直線が、Ｙ＝２．５Ｘと求められた。
この係数Ｙは、０５・０６・０７年度：２．４、０８・０９年度：２．５。

⇒ 標準工期（適正工期） ＝ ２．５× 投入人月の立方根
（例：工数１０００人月のプロジェクトは標準工期２５ヶ月）

y = 2.5074x

R² = 0.4346
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標準工期＝ ２．５ ｘ (投入人月の立方根) であることを利用して

標準工期と実行（計画）工期の差（工期短縮率）に着目して、
下表のような納期に関する問題におけるノウハウを蓄積する事が重要。

標準より長い工期 標準 25％工期短縮 25％以上工期短縮

工期の標準の
考え方

金融等欠陥の発生を無くし
たい品質重視のプロジェク
トの場合

工数の立方根の2.5倍
（例：1000人月のプロ
ジェクトは25ｹ月）

・ユーザの要望
・流通業のシステム化など
に多い。

ユーザのやむを得ない外的事情で実施する場合（対
コンペ戦略、新商品の販売、株式の上場、企業の統
合など）

スケジューリン
グの対応

充分なシステムテスト期間
の確保

中日程計画の充実（役
割分担別WBS管理）

中日程計画の充実
（週間別管理）

小日程計画の充実（日別管理）

その他の対応
策

・品質重視のテスト計画書
及びテストケースの緻密化
・安定稼動のための分割立
ち上げ等

・WBSによる総合計画
と局面化開発
・レビューの徹底
・テストケース充実
・コンバージョンデータ
のフル活用
・確実な変更管理

同左　＋
・PGの選抜
＊標準化の徹底と実力の
ある一括外注の採用。
・システム範囲、対象の部
分稼動
・RAD＋DOA
・性能事前検証
・変更管理の強化

同左　＋
・ベテランＰＭによる采配と会社あげての協力及び監
視
・パート図での計画
・ベストメンバー選出
・クリーンルーム手法
・二交代制の配置
・顧客主体のテストチーム設置
・パッケージの活用
・部分の再利用
・オープンな進捗情報管理

＜JUASからの提言＞工期の評価尺度とｱｸｼｮﾝ
（JUAS・SRM第2巻 P220～より）

（C）JUAS 2010
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＜JUASからの提言＞品質基準の有無とプロジェクト品質
(JUAS ｿﾌﾄｳｪｱﾒﾄﾘｯｸｽ調査2010開発ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄより）

 品質目標を持っていたプロジェクトと品質目標がないプロジェクトでは換算欠陥率
において2.3倍の差があった。

 全体の46％強は品質基準を持って、開発にあたっている。

 2008年度調査では35％、2007年度調査では37％であった。

・品質に関するＪＵＡＳの定義

欠陥率＝ユーザーが発見した欠陥数の密度
＝（顧客側総合テスト～フォローの

フェーズで発見された不具合）
÷ プロジェクト全体工数

・2007年度調査から換算欠陥率を指標として
追加採用している。

換算欠陥数 ＝ 欠陥数_大Ｘ2 ＋ 欠陥数_中
＋ 欠陥数_小Ｘ0.5

換算欠陥率 ＝ 換算欠陥数 ÷ プロジェクト
全体工数
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＜JUASからの提言＞
＜リスク＞見積標準体系

従来の方式 新方式

見積金額＝生産物×生産性×単価

この中にリスクがあるが、リスク要因の見える化によるリスク低下を図る。そのため
の考え方や基準を作成する

契約フェーズを細分化し、か
つ生産物量、生産性、単価、
残存リスクをベンダーから提
示してもらい、ユーザーとベン
ダーが協力して、リスクを減ら
し、プロジェクトが成功するよ
うに努力する

見積
提示
額

見積原価

リスク

見積原価 見
積
提
示
額

リスク

参考：2009年度 partnerＷＧでの成果
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タイプ１（現状） タイプ２ タイプ３

要件定義書を基に見積

（リスクはベンダー負担）

要件定義書を基に見積

（ただしリスクを発注者に明示）

確認修正済みの要件定義書を基に見積

（残存小リスクを発注者に明示）

リスクは明示できないので必要に
応じて加算

必要作業費用とリスクを分離して
提示

必要作業費用と残存小リスクを分離して提
示

作業実施 作業実施 作業実施

評価配分

（仕様変更はベンダー側の負担と
なることが多い）

評価配分

（前提のリスクと比較して清算）

評価配分

（要件定義書は確認済みであり残存小リス
ク分のみを清算）

生産物、生産性、単価、リスクの
表示なし

生産物、生産性、単価、リスクの
表示あり

生産物、生産性、単価、小リスクの表示

あり、

＊ﾀｲﾌﾟ１~３を使い分ければよいが、タイプ３が増加することを期待したい
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＜JUASからの提言＞
＜リスク＞リスク表の使い方（設計製作編）



副特性 副特性の説明 副特性の内容

生
産
物

正確性 品質精度の厳しさ 品質ランク別の欠陥数評価基準

（欠陥数、レビュー時間、テストケース数
増加）

納入からＣ／Ｏを経て安定稼動までの
欠陥数とコストアップ率の新基準の設
定が必要

操作性 使いやすさへの特別要求 操作性の要求度と費用の関係の基準例
の提示が必要

凝った操作性と費用の関係の基準の
設定が必要

障害対策 障害発見の容易性、防止、回
復時間短縮

障害時の復旧時間短縮、障害波及防止
策、障害予防、障害発見の容易性

障害対策方法と費用の基準例の提示
が必要

保守性 保守作業の効率化への配慮 コード化ルール（プログラム構造、
Traceability, Comment 率など）

コード化の標準が必要

特別な要求以外は標準を採用

生
産
性

要求仕様の網羅性 要件定義の内容と深さの出
来栄え

基本設計以降の作業が円滑に出来るか
の網羅性、完全性を評価

Ｕ／Ｖ間で、要件定義書の評価方法を
確立することが条件

顧客窓口特性 顧客窓口のリーダーシップ（
応答内容と時間）

窓口担当の性格、経験と組織の権限委
譲度

U／Vの作業分担と効率化対策の整
理が必要

工期の厳しさ 基準工期に対しての短縮率
と対応方法

基準工期に対しての短縮率と対応費用
の明示

ＳＲＭの評価基準の妥当性

実行効率性 要求するレスポンスタイムと
コストアップ

データ集中度とレスポンスタイムの要求
度の関係の明示

インターネット含めてのデータ入力集
中度とレスポンスタイム保証の考え方
と費用の関係の条件設定

上記以外の生産物特性（セキュリティ、コミュニケーション基盤、開発環境特性）、生産性特性（Interface数、規格規則との整合性、移
植性）は要件定義フェーズで顧客と確認しあい見積範囲に取り込むこと

＜JUASからの提言＞
リスク要因と見積基準（基本設計～ベンダー総合テストまで）

記者発表会
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導入費用だけでなく、保守・運用費用を考慮したシステム構築を推進しないと、システム
ライフトータルでは高くなる。開発費用＋保守・運用費用の総費用を考慮する必要あり。

システム
ライフサイクル

費用 《導入費用》

《保守・運用費用》

ハード無償保証

▲
ハード・OS
納品

▲
ハード1年間
無償保証終了

ハードウェア有償保証（購入時にSLA（期間:3年、5年・サービス
内容:24Hr365日等）を決定するものが多くなってきている）

開発費用

← 期間 → アプリケーション保守費用

運用費用（利用期間 ）

《延命課題》

システム総費用＝「導入費用＋開発費用」＋「保守（ハード費用＆OS・ミドルウェア）＋アプリケーション保守費用＋運用費用」 × 「期間」

A B

アプリケーション
無償保証

▲
アプリケーション
1年間無償保証終了

A ＜ B

▲
アプリケーション
納品

システム更改や、

障害発生時対応
等のリスク拡大

＜JUASからの提言＞ｼｽﾃﾑﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄの重要性

代表的な基幹業務システムの寿命（07年度調査）
・自主開発のみ：16年
・ＥＲＰパッケージのみ：11年

再構築後のシステムライフサイクル（05年度調査）
・6～10年：6割、1～5年：3割 ⇒平均10年

二大報告会



4. 2009年度の企業の主なIT動向

（C）JUAS 2010

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 経営環境の変化に対応したIT活用

①新テクノロジの導入と評価
②グリーンIT

3. 重点テーマ2 システムの信頼性・安定性の確保
①契約
②情報システムの信頼性

4. 2009年度の企業の主なIT動向
①IT予算
②IT投資・評価
③IT推進組織
④IT人材
⑤システム開発とシステム運用
⑥ITの導入と評価（ハードウェア）
⑦リスクマネジメント（情報セキュリティ・内部統制・BCP・IFRS）
⑧ITを活用したビジネスイノベーション

192192
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＜ｸﾗｲｱﾝﾄﾏｼﾝの導入状況＞
ｸﾗｲｱﾝﾄﾏｼﾝの台数が増加する傾向は、06年をﾋﾟｰｸに徐々に低減し、
09年度は大幅なﾌﾞﾚｰｷがかかった

クライアントマシンの
増減（年度別）

・企業規模別に見ると
09年度の大企業では「台
数は増加３９％、減少１
９％、ＤＩ値１０」
「金額は増加２９％、減少
３０％、ＤＩ値▲１」と
１０００人以下の企業より
「減少」した割合が多い。

・10年度の予想では「大
企業で台数を増加する
企業は39%から9ポイント
減少して30%」となる

36%

41%

56%

59%

64%

59%

30%

31%

45%

53%

52%

43%

50%

46%

38%

36%

33%

35%

46%

43%

35%

35%

35%

40%

13%

6%

5%

3%

5%

24%

26%

20%

12%

12%

17%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010年度予定（n=493)

2009年度（n=522)

2008年度（n=471)

2007年度（n=288)

2006年度（n=292)

2005年度（n=902)

2010年度予定（n=460)

2009年度（n=487)

2008年度（n=434)

2007年度（n=280)

2006年度（n=282)

2005年度（n=883)

台
数

金
額

増加 不変 減少

DI値

22

28

50

54

61

54

6

5

25

41

40

26
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20%

1%

7%

10% 14%

4%

27%

4%

3%

16%

36%

7%

4%

21%

0%

14%

32%

4%

35%

38%

43%

9%

47%

0%

1%

1%

1%

0%

0%

0%

1%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Windows 7

Windows Vista

Windows XP

シンクラ
イアント

導入を検討中 新規導入 増加 不変 減少 撤去 導入なし 回答なし
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ｸﾗｲｱﾝﾄのOSは「XP」が圧倒的、割合は更に伸びて84％に
10年度は「Windows 7」への移行が本格的に始まる

クライアントOSの
導入割合

クライアントOS別次
年度予定・対前年
度比

1.4%

10%

84%

2.6%

0.1%

0.9%

0.5%

3.0%

14%

79%

2.1%

0.9%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

Windows  95,98,Me,NT

Windows 2000

Windows XP

Windows Vista

Windows 7

シンクライアント

その他OS

09年度 （n=904）

08年度 （n=805）

・「XP」の導入割合８０％以上
の企業は全体の３/４、Vista」
は未導入の企業が３/４。

・「シンクライアント」の導入は
大企業で１．５％で３００人未
満の企業の３倍。
金融は５％。データをクライア
ント側に残さないなど、高いセ
キュリティが評価されている。

・「XP」の延長サポートは１４
年４月だが、多くのアプリケー
ションベンダーがそれ以前に
サポートを打ち切るという情
報もあり、１０年度は「次の
OS」への移行の流れが始ま
るものと考えられる。

記者発表会
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＜ｻｰﾊﾞｰﾏｼﾝの導入状況＞
ｻｰﾊﾞｰﾏｼﾝの台数が増加する傾向は、06年をﾋﾟｰｸに徐々に抑制
され、09年度は大幅なﾌﾞﾚｰｷがかかった

サーバーマシン
の増減
（年度別）

28%

36%

47%

49%

54%

50%

30%

32%

43%

51%

54%

46%

51%

51%

46%

43%

38%

45%

46%

50%

46%

40%

37%

46%

13%

7%

8%

8%

5%

25%

18%

11%

9%

9%

8%

21%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2010年度予定（n=538)

2009年度（n=547)

2008年度（n=439)

2007年度（n=256)

2006年度（n=311)

2005年度（n=870)

2010年度予定（n=505)

2009年度（n=508)

2008年度（n=410)

2007年度（n=246)

2006年度（n=301)

2005年度（n=866)

台
数

金
額

増加 不変 減少

DI値
7

23

 

40

 

41

 

46

 

44

 

5

 

14

 

33

 

42

 

46

 

38

・企業規模別に見ると
09年度の大企業では
「台数は増加４０％、減
少２９％、ＤＩ値１２」
「金額は増加３５％、減
少３４％、ＤＩ値１」と
１０００人以下の企業よ
り「減少」した割合が多
い。
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23%

28%

32%

26%

29%

33%

65%

58%

29%

60%

53%

25%

12%

13%

39%

14%

18%

43%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人未満 （n=163）

300～1000人未満 （n=201）

1000人以上 （n=168）

300人未満 （n=149）

300～1000人未満 （n=190）

1000人以上 （n=160）
次

年
度

予
測

（
台

数
）

次
年

度
予

測
（

金
額

）

増加 不変 減少
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大企業では10年度は仮想化の進展（導入済みが半数&検
討中が1/3）でｻｰﾊﾞｰを減らす企業が大幅に増える見込み

サーバーマシンの増減
（企業規模別 ）

仮想化（サーバー）へ
の取り組み状況
（企業規模別）

18%

30%

51%

33%

40%

34%

49%

29%

14%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

300人未満 (n=160)

300～1000人未満 (n=194)

1000人以上 (n=166)

導入済み（試験導入含む） 検討中 未検討

・１０年度の予想では
「大企業ではサーバーを
減らす企業が大幅に増
える見込み（台数のＤＩ値
は▲８、金額のＤＩ値は▲
１０）」。

DI値

11

15

▲ 8

11

11

▲10

DI値

▲31

1

37

記者発表会
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ｻｰﾊﾞｰOSの割合は「Windows2003」が圧倒的、10年度は
「Windows2000」から「Windows2008」へ代替が進む

サーバーOSの
導入割合

サーバー OSの
次年度予定

4%

4%

23%

17%

54%

60%

1%

4%

7%

6%

8%

8%

2%

2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

08年度 （n=805）

09年度 （n=851）

Windows NT Windows 2000 Windows 2003 Windows 2008 商用UNIX Linux その他OS

8%

0%

1%

6% 27%

16%

0%

10%

9%

42%

17%

27%

16%

27%

2%

11%

7%

15%

15%

40%

19%

35%

44%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

6%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Windows 2008（n=1026）

Windows 2003（n=1026）

Windows 2000（n=1026）

Linux（n=1026）

導入を検討中 新規導入 増加 不変 減少 撤去 導入なし 回答なし

・「Windows２０００」は
10年6月にサポート打ち
切りが予定されているの
で、新しいＯＳへの切り
替えが急ピッチで進んで
いる。

記者発表会
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信頼性・安定性は「Windows2003」 「商用UNIX」「Linux」の評価
が高い、登場して間もない「Windows2008」の評価も上がる

サーバーＯＳの
信頼性・安定性の
評価（年度別）

＜否定的回答の
少ない順＞

3%

3%

4%

2%

4%

1%

1%

3%

6%

6%

7%

1%

1%

0%

33%

27%

28%

19%

12%

18%

8%

37%

34%

37%

17%

14%

23%

12%

60%

65%

61%

71%

73%

68%

57%

55%

54%

50%

63%

71%

61%

51%

3%

5%

5%

6%

5%

11%

27%

4%

3%

3%

6%

8%

13%

27%

0%

1%

2%

2%

6%

2%

8%

1%

3%

3%

7%

6%

3%

10%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Windows 2003（n=743)

Linux（n=410)

商用UNIX（n=353)

Windows 2008（n=350)

その他OS（n=217)

Windows 2000（n=531)

Windows NT（n=356)

Windows 2003（n=750)

Linux（n=418)

商用UNIX（n=350)

その他OS（n=204)

Windows 2008（n=228)

Windows 2000（n=606)

Windows NT（n=364)

0
9
年

度
0
8
年

度

非常に満足 満足 普通 不満 非常に不満

・基本的には、前年度調
査と同様に
「Windows2003」 「商用
UNIX」「Linux」の否定的
回答割合が1割以下と不
満が少ない状況にあり、
今回順位を上げた
「Windows2008」が加わっ
た形になっている。

・一方、 「商用UNIX」と
「Linux」の肯定的回答の
割合は共に10ポイント以
上下げている。

DI値

33

24

25

13

5

6

▲26

35

34

37

11

1

8

2
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4. 2009年度の企業の主なIT動向

（C）JUAS 2010

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 経営環境の変化に対応したIT活用

①新テクノロジの導入と評価
②グリーンIT

3. 重点テーマ2 システムの信頼性・安定性の確保
①契約
②情報システムの信頼性

4. 2009年度の企業の主なIT動向
①IT予算
②IT投資・評価
③IT推進組織
④IT人材
⑤システム開発とシステム運用
⑥ITの導入と評価（ハードウェア）
⑦リスクマネジメント（情報セキュリティ・内部統制・BCP・IFRS）
⑧ITを活用したビジネスイノベーション

199199
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＜情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の費用の増減予測と具体的な対策＞
情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の費用を09年度に増やす企業の割合は18ﾎﾟｲﾝﾄ
の大幅ﾀﾞｳﾝで1/3へ、大企業ほど情報ｾｷｭﾘﾃｨ投資を抑制

DI：20

DI：45

DI：37

DI：46

DI：19

DI：41

DI：37

DI：42

DI：22

DI：52

DI：38

DI：56

情報セキュリティの
概算費用に関する
次年度の増減見
込み（企業規模別
4年間の推移）

・今年、「増額予定」の
企業の割合が多い業
種グループを見ると、
トップは「金融」で４２％、
続いて「一次産業」が
３７％である。

・今年度は、景気の影
響を受けつつも、金融
が０８年度の「減額予定
（１４％）」のトップから
「増額予定」のトップに
シフトしているのが目
立っている。

33%

51%

44%

50%

31%

48%

42%

45%

37%

58%

49%

61%

54%

43%

49%

47%

57%

46%

53%

51%

48%

37%

40%

34%

13%

6%

7%

4%

12%

7%

5%

3%

15%

6%

11%

5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

09年度（n=989）

08年度（n=772）

07年度（n=499）

06年度（n=669）

09年度（n=682）

08年度（n=522）

07年度（n=333）

06年度（n=487）

09年度（n=297）

08年度（n=250）

07年度（n=166）

06年度（n=182）

全
体

1
0

0
0

人
未

満
1

0
0

0
人

以
上

増加 不変 減少
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201

対策が進んでいるのは「②ｳｨﾙｽへの対策」と「①ﾈｯﾄﾜｰｸ上の情報ｱｸ
ｾｽの制限」、対策が進んでいないのは今回追加した新しい課題の
「⑥USB等の書き出し・持ち出し制限」と「⑩情報ｾｷｭﾘﾃｨ監査の実施」

DI：42

DI：49

DI：13

DI： 1

DI：▲16

DI：▲29

DI： ▲1

DI： ▲3

DI： 11

DI：▲19

情報セキュリティ
対策の状況
（対策別）

・すべての項目で「同業
他社並みの対策はでき
ているが多少不安」が、
５割程度を占めて、あま
り増減がないまま推移し
ている。

・やるべきことは業種の
中での動向を見ながら
着手しているが、それで
十分かと言えばやはり
不安であるという心理が
見えてくる。

・完璧を求められても際
限がなく、常に不安を抱
えてのIT部門の取り組
みが続いている。

46%

52%

36%

25%

15%

15%

21%

16%

26%

16%

50%

45%

41%

51%

54%

42%

56%

55%

59%

49%

4%

3%

23%

24%

31%

44%

22%

29%

15%

35%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ネットワーク上の情報アクセスの制限
（n=1008）

②ウィルス･スパイウェアへの対策
（n=1008）

③物理施設での入退出管理
（n=999）

④内部コンピュータ犯罪への対策
（n=998）

⑤利用者の情報管理への対策
（n=1,003）

⑥*USB等の書き出し・持ち出し制限
（n=1004）

⑦外注業者等の情報アクセス管理
（n=991）

⑧コンプライアンス教育体制の確立
（n=1001）

⑨全社的な情報管理規定の確立
（n=1003）

⑩＊情報セキュリティ監査の実施
（n=996）

十分な対策ができており不安はない 同業他社並みの対策はできているが多少不安 あまり対策が進んでおらずかなり不安

二大報告会
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08年度に比べて、不安感が増したのが「③物理施設での入退出管
理」と「④内部コンピュータ犯罪への対策」、安心感が増したのが
「⑨全社的な情報管理規定の確立」でほぼ安定期に入ってきた

情報セキュリティ対策の
「かなり不安」な対策の
推移（除く ０８年度と
項目を変えた⑥と⑩）

・ 「かなり不安」が増えた対策は
「③物理施設での入退出管理
（フィジカル・セキュリティ）」で、
14％から23％へと9ポイント増え
た。この対策については、「不安
なし」の割合も8ポイント減って
おり、本当に不安が増している
ことを示している。

・ もう一つは、「④ネットワーク
監視等内部コンピュータ犯罪
（ウィニィ等含む）への対策」で
19％から24％へと5ポイント増え
ている。この対策では、「不安な
し」の割合も3ポイント増えてい
るので安心か不安かの2極に分
化してきたことを示している。

あまり対策が進んでおらずかなり不安と回答した比率

4%

3%

23%

24%

31%

22%

29%

15%

4%

2%

14%

19%

32%

19%

32%

22%

5%

3%

19%

25%

35%

26%

36%

33%

5%

2%

22%

34%

41%

30%

42%

39%

6%

3%

24%

37%

45%

29%

42%

37%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

①ネットワーク上の情報アクセスの制限

②ウィルス・スパイウェアへの対策

③物理施設での入退出管理

④内部コンピュータ犯罪への対策

⑤利用者の情報管理への対策

⑦外注業者等の情報アクセス管理

⑧コンプライアンス教育体制の確立

⑨全社的な情報管理規定の確立

09年度

08年度

07年度
06年度

05年度
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一次産業

（n=110）

素材製造

（n=140）

機械製造

（n=237）

商社・流通

（n=177）

金融

（n=49）

重要ｲﾝﾌﾗ

（n=73）

サービス

（n=154）

①ネットワーク上の情報アクセスの制

限

②ウィルスへの対策

③物理施設での入退出管理 ▲9 21 11 5

④内部コンピュータ犯罪への対策 ▲6 18 10

⑤利用者の情報管理への対策 ▲７ 22 7

⑥USB等の持ち出し制限 ▲8 40 7

⑦外注業者等の情報アクセス管理 ▲6 ▲5 11 7 9

⑧コンプライアンス教育体制の確立 6 ▲5 ▲6 19 7

⑨全社的な情報管理規定の確立 9 5

⑩情報セキュリティ監査の実施 ▲10 26 11 7

203

対策が進んでいるのが「金融」 「重要ｲﾝﾌﾗ」「ｻｰﾋﾞｽ」、不安が多いの
が「機械製造」、08年度も「不安多」と「不安少」の2つ組に分かれてい
たが、09年度も組み替えはなく、そのｷﾞｬｯﾌﾟが更に大きくなってきた

情報セキュリティ対策の状況（業種グループ別）＜「かなり不安」の割合が全業種平均から5ポイン
ト以上乖離している項目の一覧表（プラスは不安が少なく、▲は不安な企業が多いことを示す）＞

・一覧にした結果見えてきたのは、「金融」が他の業種グループと比べて突出して「かなり不安」
の割合が少なく、続いて「重要インフラ」と「サービス」も少ないことである。
一方、「機械製造」に不安が多く、「素材製造」や「商社・流通」も不安を感じていることがわかる。
対策ごとに「不安がある／ない」が入り繰ることはなく、業種グループの情報セキュリティへの取
り組み姿勢の差がすべての対策にそのまま表れているといえる。

（注）本調査の業種グ

ループの分類では、
「商社・流通」には卸
売・小売も含まれ、

「一次産業」という大き
な括りに「農林・水産・
食品」と「建設・土木・
鉱業」が含まれている。

二大報告会
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情報ｾｷｭﾘﾃｨ対策の強化予定の割合は全体では2割～4割と少ない
大企業が力を入れているのは今回追加した新しい課題の「⑥USB
等の書き出し･持ち出しの制限」と「⑩情報セキュリティ監査の実施」

情報セキュリティ対策の強
化予定：ハード/ソフトの
導入を２年以内に予定
（企業規模別）

・業種グループごとの対策予定
は足並みが揃っていない。

・金融は、「不安なし」組のトップ
ランナーであるが、多くの対策
において実施する予定の割合
が他に比べて少なく、既に実施
した対策が十分と評価して追加
の対策は不要と考えているとい
える。

・素材製造は、「かなり不安」組
でありながら、対策は予定して
いない。

・重要インフラは、「不安なし」組
にあっても対策を予定している。

23%

23%

19%

25%

37%

42%

24%

36%

32%

33%

21%

21%

17%

21%

35%

38%

20%

33%

29%

28%

28%

26%

25%

35%

42%

50%

35%

43%

39%

44%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

①ネットワーク上の情報アクセス制限

②ウィルスへの対策

③物理施設での入退出管理

④内部コンピュータ犯罪への対策

⑤利用者の情報管理への対策

⑥ＵＳＢ等の書き出し・持ち出し対策

⑦外注業者等の情報アクセス管理

⑧コンプライアンス教育体制の確立

⑨全社的な情報管理規定の確立

⑩情報セキュリティ監査の実施

全体

1000人未満

1000人以上
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＜金融商品取引法におけるIT統制の具体的な対策＞
ＩＴ全般統制では人事・組織に関わる課題（「②担当者の定期的な
入れ替え」「③ｱｸｾｽ管理の専門担当者の設置」）が根雪として残る

金融商品取引法への対応

・「①開発と運用の分離」は大企業
では「実施済み：５９％」「実施しな
い：２４％」、１０００人未満の企業
では「実施済み：３４％」「実施しな
い：４８％」と規模の差による違い
が他の対策に比べて大きい。

・「検討中」と答えた企業が最も多
かった項目は、「⑦ビジネスプロセ
スの見直し」（３９％）、「⑧システム
の再構築やERPパッケージの導
入」（３８％）である。
やはり、この課題は本格的な検討
の目処がつかず、不況で更に足踏
み状態になっていると推測される。

・金融商品取引法を良い機会にシ
ステムの構造改革を図りたいとい
う企業の意思は継続しているが、
実現に至るまでは時間がかかるよ
うだ。

42%

9%

23%

18%

66%

46%

24%

25%

4%

17%

31%

18%

19%

15%

28%

39%

38%

8%

40%

60%

59%

63%

19%

26%

37%

37%

88%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①開発と運用は組織として明確に区分している（n=965）

②長期間の同一業務を避けるため、担当者を定期的に
入れ替えている（n=960）

③本番データのアクセス状況を管理する専門担当を
置いている（n=963）

④例外的な対応（トラブル調査等）でも、開発部門が
本番データにアクセスすることは認めていない（n=961）

⑤システムの変更管理で必要等キュメントを作成し、
承認者およびそのレベルを明確にしている（n=962）

⑥事後的に、ログ情報等でアクセス情報を分析している（n=962）

⑦ビジネスプロセスを見直している（n=959）

⑧システムの再構築やERPパッケージを導入する（n=962）

⑨その他（n=155）

実施済み 検討中 実施しない

二大報告会
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金融商品取引法の本番を迎えての評価は満点でも落第点でもない
玉虫色、09年度を総括すると「一区切りついたとも大きなトラブルが
あったともいう訳ではなく、とりあえず初年度が終わった」との印象

金融商品取引法の評
価・課題（複数回答可）

・構築した仕組みがこのまま定
着していくと思っている企業は
18％に過ぎない。

・とりあえず対応はしたが課題
がまだ山積と自己評価してい
る企業は25％と微妙に少ない。
逆に、IT全般統制について監
査法人で有効との評価を受け
たと自己診断している割合も
22％と低いレベルにとどまって
いる。
しかし、重要課題が残っており、
早急に対策を講じなければな
らない事態に陥っている企業
は5％とほぼ予想通りの値に
なっている。
これらの数値は、公表されてい
るものと差があるが、企業の内
側の本音の数値と推察する。

18%

25%

5%

8%

5%

5%

22%

9%

3%

82%

75%

95%

92%

95%

95%

78%

91%

97%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①構築した仕組みがこのまま定着していくと思われる
（n=276）

②とりあえず対応したものの、課題がまだ山積している
（n=386）

③重要課題が残っており、早急に対策を講じなければならない
（n=82）

④過剰対応をした部分の簡素化を検討中または手当済である
（n=125）

⑤金融商品取引法以外の新たな課題が発生し、関心が移っている
（n=75）

⑥金融商品取引法対応により、管理レベルの向上等、投資以上の効果があった
（n=70）

⑦ＩＴ（全般）統制について、監査法人評価でも有効との評価を得た
（n=339）

⑧監査法人やコンサルタントの対応に不満が残った
（n=134）

⑨その他
（n=50）

あてはまる（複数回答可） 回答なし

・本番稼働で金融商品取引法対応に区切りをつけて、他の重要な経営課題に
関心が移ったかというと、関心が移っている企業は5％と、まだ対応すべき重要
課題として残っていることを示している。

・法対応を推進していくことは企業の全般的な管理レベルの向上にも資すると
言う発言があったが、投資効果以上に管理レベルの向上等の効果があったと
の企業自身の評価は5％と厳しい。
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＜新たな課題である国際会計基準（IFRS)への取り組み状況＞
新たな課題である国際会計基準（IFRS)の知名度は「知らない」が
1割、「言葉だけ」が4割とまだまだ、「国の対応待ち」が3割を占める

ＩＦＲＳの知名度（ＩＴ部門）

ＩＦＲＳの対応状況
（経営企画部門からの回答
とＩＴ部門からの回答（会社
全体とＩＴ部門）

・業種によって、知名度の分布に違いがあるかを
検証してみたが、特段の差はなかった。

・上場企業（n=762）だけに絞ると
「詳しく知っている」が３％、「ある程度知っている」が５
５％、「言葉だけ」が３５％、「知らない」が７％。

n=988

知らない
9%

詳しく知っている
3%

ある程度知っている
51%

言葉だけ
37%

5%

6%

2%

2%

3%

25%

23%

15%

10%

21%

17%

19%

22%

15%

27%

28%

33%

31%

33%

29%

26%

20%

31%

40%

20%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

経営企画部門からの回答（n=928）

IT部門からの回答（会社全体の対応状況）（n=928）

IT部門からの回答（IT部門としての対応状況）（n=904）

内訳　：　IT部門としての対応状況（海外連結子会社なし）
（n=326）

内訳　：　IT部門としての対応状況（海外連結子会社あり）
（n=386）

対応に着手している 検討に着手している 近々検討開始予定である 国の対応が明らかになってから検討する 当面、対応の予定はない

・IFRSにおいては、原則に沿う限り
企業としての方針や会計処理が許
されており、国が細部にわたって基
準やガイドを提供してくれるわけで
はない。
⇒グローバル化している時代に
あって、自社としての検討をもっと
加速させていく必要があると考える。

記者発表会
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業種別では「金融」が先行しており「会社で対応に着手」が2割
「重要ｲﾝﾌﾗ」と「ｻｰﾋﾞｽ」では「IT部門で対応予定はない」が4割

ＩＦＲＳの対応
（業種グループ別）

6%

5%

5%

6%

6%

17%

1%

4%

2%

3%

0%

3%

2%

14%

0%

0%

23%

17%

32%

24%

20%

28%

24%

18%

15%

11%

19%

16%

17%

16%

9%

11%

19%

20%

21%

19%

19%

2%

25%

16%

22%

23%

26%

25%

16%

14%

25%

18%

33%

38%

34%

34%

33%

28%

22%

37%

31%

38%

30%

30%

29%

21%

25%

34%

20%

21%

9%

17%

22%

24%

28%

24%

31%

25%

24%

27%

35%

35%

40%

37%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=927）

一次産業（n=109）

素材製造（n=139）

機械製造（n=237）

商社・流通（n=181）

金融（n=46）

重要インフラ（n=68）

サービス（n=147）

全体（n=903）

一次産業（n=108）

素材製造（n=140）

機械製造（n=233）

商社・流通（n=173）

金融（n=43）

重要インフラ（n=67）

サービス（n=139）

①
会

社
②

ＩＴ
部

門

対応に着手している 検討に着手している
近々検討開始予定である 国の対応が明らかになってから検討する
当面、対応の予定はない

・「金融」では、「対応に着手」が、
全業種平均よりも11ポイント多く、
先行して対応を進めている。

・「IT部門での対応」で、全業種
平均よりも「予定無し」の割合が
5ポイント以上多い業種が、「重
要インフラ」と「サービス」である。

・「予定無し」の割合が全業種平
均よりも少ないのは「素材製造」
と「一次産業」であるが、その分
「素材製造」では「検討に着手」
が多く、「一次産業」では「国の
対応待ち」が多い。

記者発表会
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適用開始時期を定めた企業では13年までに2/3が適用を予定
対応状況は「任意適用に対応（「10年まで」～「13年」）」と「強制適用
に対応（「14年」～「16年以降」）」のｸﾞﾙｰﾌﾟに分かれ、対応は階段状

ＩＦＲＳの適用開始時期別の対応
状況（経営企画部門からの回答）

ＩＦＲＳの適用開始時期（経営企画部門からの回答）

n=480

2013年
11%

2014年
9%

2015年
18%

2016年以降
3%

2012年
22%

2011年
31%

2010年まで
6%

・2009年6月16日の金融庁・企業会計審議会企画調整部会
の中間報告
「任意適用について、2010年３月期から適用を認めることが
適当とし、強制適用の判断時期は2012年を目途（2012年に
判断の場合、2015年又は2016年に適用開始）」

・過去まで遡及してのデータの修正などの準備が必要となる
ので、2011年に３割が開始するのは積極的な対応といえる。

30%

9%

4%

5%

0%

6%

0%

37%

33%

35%

25%

49%

29%

23%

13%

20%

23%

31%

28%

28%

31%

20%

36%

38%

38%

23%

33%

46%

0%

2%

1%

0%

0%

5%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2010年まで（n=30）

2011年（n=148）

2012年（n=104）

2013年（n=55）

2014年（n=43）

2015年（n=87）

2016年以降（n=13）

対応に着手している 検討に着手している
近々検討開始予定である 国の対応が明らかになってから検討する
当面、対応の予定はない

・任意適用に対応しようとして適用
開始時期を定めているグループ
（2010年まで～2013年）と、強制適
用を睨んで2015年前後に開始の時
期を想定しているグループに分か
れて、対応が段階状になっている。

記者発表会
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IFRS対応では「個別ｼｽﾃﾑや管理資料の改修の度合」と
「ｼｽﾃﾑ対応の課題の洗い出しと優先順位付け」に苦労

ＩＦＲＳで苦労している項目
（1位と2位の合算） 31%

22%

18%

8%

5%

5%

4%

2%

2%

1%

1%

14%

23%

6%

8%

12%

10%

10%

9%

6%

1%

0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

⑧個別システムの改修の度合

④管理資料の改修の要否と求められる仕様

⑥システム対応の課題洗い出しと優先順位付け

⑤過年度まで遡及したデータの修正

③2重の基準の扱い方

⑨パッケージ製品のカスタマイズの度合・内容

②XBRLの対象拡大

①連結決算でのシステム対応

⑩内部統制（IT業務処理統制）の見直し

⑦優先課題と対応すべきシステムの洗い出し

その他　　

1位（n=287）

2位（n=281）

・「金融商品取引法」では、企業内
の透明性を上げて監査法人から
のお墨付きをもらって投資家に開
示していくことがメイン。

・「国際会計基準（ＩＦＲＳ）」は、報
告された開示書類の洪水を共通
の言語を用いて統一的に処理し
ていく技術。

・1社で500ページもの開示書類を
出すだけでは、投資家目線とは
言えない。
投資家が分析しやすいデータとし
て提供する必要がある。

記者発表会



国際会計基準の主要変更点 留意点 情報システ
ムへの影響

主要課題 従来方法 ＩＦＲＳ 経理
シス
テム

業務
シス
テム

IFRSベース
の連結財務
諸表の作成
と表示の変
更

貸借対照表

損益計算書

キャッシュフロー計算書

財政状態計算書

包括利益計算書

キャッシュフロー計算書

・IFRSベースの連結財務諸表作
成ルールの模索（親会社集中方
式、子会社分散方式等）

・財務報告の新様式（現在DP）へ
の対応

・直接法でのキャッシュフロー計
算書の作成

● ●

（損益計算書
上の）

段階利益

売上総利益、営業利益、経常利益、当
期純利益といった、各段階利益が表示
され、それぞれに意味を有する

特別損益項目の計上不可。ほとんど
が営業損益に含められるため、営業利
益の意味するところが変わってくる。包
括利益の表示も必要。

いくつかの経営評価指標の意味
合いが変わってくる

●

直接法での
キャッシュフ
ロー作成

キャッシュフローの作成は直接法、間
接法ともに認められている。

多くの企業は間接法で作成

DPの段階ではあるがキャッシュフロー
の作成は直接法しか認めない方向が
検討されている

取引ごとにキャッシュの出入りま
で把握することはかなりのシステ
ム負荷を要する

●

売上計上 実現主義（物品販売の場合、通常は出
荷基準が多い）

リスクと便益が買い手に移転した時

（通常、出荷では要件を満たさない）

（買戻しを原則とする有償支給の支給
先は、販売収入と仕入代金の差額の
み売上高として計上する）

出荷システムなどの業務システム
まで変更する必要がでるケースも
ある

●

固定資産 減価償却は、実務上、税法基準を適用
している

固定資産の減損の戻入れは不可

減価償却方法は企業独自に見積もる
ことが求められている

固定資産の減損の戻入れが必要

税務との乖離が生じた場合、固定
資産台帳の二重管理が必要とな
るケースが出てくる

●

国際会計基準（ IFRS）の主要変更点 1/2

＜「平成21年度 IT経営普及促進
に向けた調査研修報告書」より＞

記者発表会



国際会計基準の主要変更点 留意点 情報システ
ムへの影響

主要課題 従来方法 ＩＦＲＳ 経理
シス
テム

業務
シス
テム

研究開発費 研究開発費は一括して発生時に費用
処理

研究費と開発費に分離

（資産の要件を満たす開発費は資産と
して計上し規則的に償却する

従来、テーマごとのコスト集計を
行っていなかった場合には、テー
マごとにコストを集計できるようシ
ステム対応が必要な場合がある

●

のれん代 のれん代は20年以内の一定期間に
わたって償却

のれんの償却は行わず、毎年価値を
見直し、減損テストを実施する

毎年、のれんの評価が必要

IFRS初度適用時に、過去のの
れんの償却額が戻入れされる

●

リースオンバ
ランスの少
額免除

少額、短期のファイナンスリースにつ
いてはオンバランスが免除可能

ファイナンスリースについてはオンバ
ランスについて、数値基準での免除規
定はない

将来的にオペレーティングリースもオ
ンバランスとなる可能性が高い

数値基準が適用されないことでオ
ンバランスされる範囲が拡大する。
また、将来的にオペレーティング
リースもオンバランスされるように
なると株主資本比率ＲＯＡが低下
する企業も出てくる

●

機能通貨 機能通貨という明確な概念はない 企業が営業活動を行う主たる経済環
境を考慮して機能通貨を決定する

帳簿は機能通貨で作成される

現地通貨以外に機能通貨でも帳
簿の作成が必要となるケースが
ある

●

金融商品

・有価証券の
評価

その他有価証券は時価評価し純資産
の部に計上（下落した場合だけ損益計
上する方法も選択可能）

非上場株式は取得原価で評価（減損
は別途検討）

持分性証券は公正価値で評価し損益
に計上するが、一部（持合株式などが
該当）その他包括利益に計上できる。
（IFRS9）。

非上場株式であっても原則は公
正価値評価が求められる

●

勘定コード 企業単体で勘定項目を設定している
ケースが多い

連結処理のために勘定科目コードを
関連企業も含めて統一すると便利

異種商品を扱う子会社と連携した
勘定コードの統一の難しさ

●

＜「平成21年度 IT経営普及促進
に向けた調査研修報告書」より＞

国際会計基準（ IFRS）の主要変更点 2/2 記者発表会
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タイプ 元帳 ＤＢ構造と振り分け 特徴

① 複数基準元帳 ◎Traceability
◎業務効率性

◎連結情報提供

×システム投資大

② 単一元帳
（ＩＦＲＳ）＋組替仕訳

△Traceability
△業務効率性

（システム化すれば○）

◎連結情報提供

△システム投資大

③ 単一元帳
（各国基準）+組替仕訳

△Traceability
×業務効率性

×連結情報提供

◎システム投資大

ＩＦＲＳ

ＩＦＲＳ

連結DB

連結集約DB業務計上

ＩＦＲＳ

各国

単体元帳

連結情報集約、内部取引消去

業務計上
ＩＦＲＳ

各国

ＩＦＲＳ

ＩＦＲＳ

単体元帳 連結DB

連結集約DB組替入力

業務計上 各国

IFRS ＩＦＲＳ

ＩＦＲＳ

単体元帳

組替入力 連結集約DB

連結DB

連結情報集約、内部取引消去

連結情報集約、内部取引消去

タイプ① ： IFRS基準と各国基準の複数基準の元帳を保有する方法
タイプ② ： IFRSベースの会計元帳をベースに、各国基準へは組替で対応する方法
タイプ③ ： 各国基準の会計元帳をベースに、IFRSへは組替で対応する方法

出所：経営情報2009.910（No.1225）を基に作成

＜「平成21年度 IT経営普及促進
に向けた調査研修報告書」より＞国際会計基準（ IFRS）の会計ｼｽﾃﾑへの影響

記者発表会
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＜BCP＞「新しいﾘｽｸ」の「疾病」は新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞの流行で世間の
関心が高まり、BCP策定割合は08年度の7％から急増して「古典的な
ﾘｽｸ（自然災害、社会ｲﾝﾌﾗの停止、火災・工場災害）」と同じ3割へ

ＢＣＰの策定状況

39%

33%

27%

26%

29%

28%

13%

13%

15%

14%

11%

11%

11%

17%

7%

6%

15%

15%

15%

16%

16%

13%

16%

17%

31%

38%

47%

48%

44%

42%

65%

64%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①システム障害（n=941）

②自然災害（地震･津波等）（n=940）

③自然災害（②以外の局所豪雨、竜巻、高潮等）（n=939）

④電力･通信等の社会インフラの停止（n=938）

⑤火災･工場災害（n=938）

⑥疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）（n=944）

⑦風評被害（うわさ、Webサーバへのアクセスの集中）（n=936）

⑧テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ（n=936）

策定済み 策定中 検討中 策定予定なし

・「ＩＴリスク」の「①システム障
害（ＢＣＰ策定割合が４割） 」
でも「策定予定なし」が３１％
もある。

・ 「新しいリスク」 の「⑦風評
被害」と「⑧テロ、サイバーテ
ロ」はＢＣＰ策定割合が１割
強でＤＩ値も▲４５なので対策
はこれから。

・それ以外の「古典的なリス
ク」は、ＢＣＰ策定割合が３割
前後でＤＩ値もマイナス。

⇒総論として、世の中の関心
の高まりと共にＢＣＰの策定
が急速に浸透していくであろ
うという期待はまだ実現して
いない。

・右側の「ＤＩ値」は「策定済み＆策定中」から「策定予定なし」を引いた値

DI値

23

9

▲9

▲11

▲4

▲7

▲45

▲45

記者発表会
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業種別では「金融」が相変わらずﾀﾞﾝﾄﾂでBCPの策定割合
が高く、「商社・流通」と「一次産業」の対応が遅れている

ＢＣＰの業種グループ別
対応状況
（ＢＣＰを策定する予定
の無い割合の乖離度
合いの一覧）

 
一次産業
(n=110)

素材製造
(n=140)

機械製造
(n=237)

商社・流通
(n=177)

金融
(n=49)

重要インフラ
(n=73)

サービス
(n=154)

①システム障害     ２７  ▲５

②自然災害（地震・津波等）    ▲８ ３０   
③自然災害（②以外） ▲８  ５ ▲１０ ３６ ▲５  
④電力・通信等の社会インフラの停止 ▲１０   ▲６ ３７   
⑤火災・工場災害 ▲５  ８ ▲１３ ２６ ▲６  

⑥疾病 ▲５   ▲７ ３２   

⑦風評被害 ▲９ ▲８   ４０   

⑧テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ ▲９ ▲８  ▲５ ４６   

・あるリスクの策定には先
進的で、別のあるリスクに
ついては優先度を下げると
いうメリハリのある対応に
まだなっていない。

⇒経営に与えるダメージの
大きさでＢＣＰの優先度を
決めることが重要。

・「策定予定なし」と答えた割合が、全業種グループの平均と5ポイント以上
差があったものを取り出している。数字がプラスの場合は、当該リスクに関
して取り組みが進んでいることを示し、▲の付いたものは平均に比べてBCP
に取り組んでいないことを示す。

二大報告会
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IT部門が主管部門との回答割合が多い「①ｼｽﾃﾑ障害」およびﾄﾋﾟｯｸｽ
の「⑥疾病（新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ等）」でも、「金融」がﾀﾞﾝﾄﾂでBCPの策定
割合が高く、「商社・流通」を始めとした業種ｸﾞﾙｰﾌﾟが遅れている

ＢＣＰの業種別グループ別
策定状況
（⑥疾病（新型インフルエン
ザ、デング熱等））

ＢＣＰの業種別グループ別
策定状況
（①システム障害）

42%

44%

34%

32%

80%

45%

33%

13%

14%

14%

18%

12%

15%

14%

13%

10%

22%

16%

4%

11%

17%

33%

32%

30%

35%

4%

29%

36%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=110）

素材製造（n=140）

機械製造（n=237）

商社・流通（n=177）

金融（n=49）

重要インフラ（n=73）

サービス（n=154）

策定済 策定中 検討中 策定予定なし

DI値

22

26

18

15

88

31

11

27%

26%

22%

26%

67%

31%

30%

16%

19%

16%

15%

20%

23%

13%

11%

15%

19%

10%

2%

7%

13%

47%

40%

43%

49%

10%

39%

43%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一次産業（n=109）

素材製造（n=142）

機械製造（n=236）

商社・流通（n=175）

金融（n=49）

重要インフラ（n=74）

サービス（n=158）

策定済 策定中 検討中 策定予定なし

DI値

▲4

5

▲5

▲8

77

15

0

・右側の「ＤＩ値」は「策定済＆
策定中」から「策定予定なし」
を引いた値

記者発表会
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BCPの策定ﾚﾍﾞﾙを評価する方法として「事業継続は業務ﾚ
ﾍﾞﾙからﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄﾚﾍﾞﾙに5段階で進化していく」ものと整理

ＢＣＰ策定の進化図

IT中心

ビ
ジ
ネ
ス
の
価
値

ビジョン

バック
アップ

緊急時対応計画

災害復旧対策 (DR）
事業継続計画

(BCP）

１．バックアップの確保 ：電子データの正確なコピーを作る
２．緊急時対応計画 ： 人為的な災難後の手順を整える
３．災害復旧対策 (DR） ： データ処理設備の復旧を計画する
４．BCP ： ビジネスオペレーションの復旧を計画する
５．BCM ： 有効な対策を行うためのマネジメントプロセスを構築する
予想モデリング ： アンケートでは５段階としたが、危機が起こる前に
その影響を予測して先手を打っていくことを展望していくことが理想

事業継続管理
(BCM）

予想モデリング

事業継続は業務レベルからマネジメントレベルに進化していく

進化

（有限責任監査法人トーマツ エンタープライズリスクサービス作成の
「BCM進化の図について」（2007/9/21）から抜粋して引用）

記者発表会
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BCPの策定目標ﾚﾍﾞﾙで第3ｽﾃｯﾌﾟの「IT災害復旧対策（DR）」までを
目指している企業の割合は、「ITﾘｽｸ」では7割強、「古典的なﾘｽｸ」で
は6割強、「新しいﾘｽｸ」では5割強。

ＢＣＰの策定
目標レベル 38%

18%

18%

19%

21%

10%

14%

16%

18%

27%

28%

27%

26%

33%

27%

27%

17%

16%

16%

17%

15%

8%

10%

12%

19%

27%

26%

26%

26%

30%

31%

27%

8%

11%

12%

10%

11%

18%

18%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①システム障害（n=611）

②自然災害（地震･津波等）（n=537）

③自然災害（②以外の局所豪雨、竜巻、高潮等）（n=458）

④電力･通信等の社会インフラの停止（n=442）

⑤火災･工場災害（n=473）

⑥疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）（n=478）

⑦風評被害（うわさ、Webサーバへのアクセスの集中）（n=279）

⑧テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ（n=281）

バックアップの確保 ： 電子データの正確なコピーを作り、別サイトに保管する

緊急時対応計画（コンテンジェンシープラン） ： 罹災後の手順を整える

IT災害復旧対策（DR） ： データ処理設備の復旧を計画する

事業継続計画（BCP）　： ビジネスオペレーションの復旧を計画する

事業継続管理（BCM）　： 事業継続に対して有効な対応を行うためのマネジメントプロセスを構築する

企業規模別に見ると
「1000人未満」の企業は

・「⑥疾病」を除いた全リ
スクについて、「１．バッ
クアップの確保」までで
止まっている企業の割
合が「大企業」より７～9
ポイント多い。

・「⑥疾病」については、
「３．IT災害復旧対策
（DR）」までで止まってい
る企業の割合が、「大企
業」より9ポイント多い。
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BCP策定の主管部門は「疾病」の「総務・人事部門」を除けば
「ＩＴ部門」がBCP策定の主管を担う体制を堅持している

ＢＣＰの策定
の主管部門 8%

23%

23%

21%

23%

23%

19%

20%

4%

13%

14%

12%

14%

14%

13%

13%

80%

28%

26%

35%

25%

14%

30%

30%

5%

8%

8%

7%

7%

8%

12%

10%

0%

1%

2%

1%

2%

6%

3%

2%

3%

24%

24%

21%

25%

32%

18%

22%

0%

1%

1%

1%

2%

3%

4%

2%

0%

0%

0%

0%

0%

0%

1%

0%

0%

1%

2%

1%

3%

1%

0%

1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①システム障害（n=620）

②自然災害（地震･津波等）（n=549）

③自然災害（②以外の局所豪雨、竜巻、高潮等）（n=470）

④電力･通信等の社会インフラの停止（n=462）

⑤火災･工場災害（n=492）

⑥疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）（n=511）

⑦風評被害（うわさ、Webサーバへのアクセスの集中）（n=300）

⑧テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ（n=306）

全社の委員会 リスク管理の専門組織 主にIT部門

主に経営企画部門 主に人事部門 主に総務、人事部門

主にCSR・広報部門 主に財務部門 主に事業部門（販売、営業等）

・ IT部門を主管部門と
する割合は「⑥疾病」
以外のリスクでトップで
あるが、
08年度からは、「⑧テ
ロ、サイバーテロ」が横
ばいで、それ以外のリ
スクは2～8ポイントダ
ウン。

・委員会や専門組織の
設置はまだまだ少ない。
「古典的なリスク」や
「新しいリスク」では、
「全社の委員会」が２
２％前後、「リスク管理
の専門組織」が１２%前
後。
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BCPを策定した企業の訓練と演習の実施割合は多くて4割
BCPの実効性を担保するにはまだまだの状態

ＢＣＰの過去1年間の
訓練や演習の有無

14%

20%

13%

8%

19%

11%

6%

4%

24%

12%

9%

11%

9%

6%

9%

7%

62%

68%

78%

81%

72%

83%

85%

89%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①システム障害（n=576）

②自然災害（地震･津波等）（n=502）

③自然災害（②以外の局所豪雨、竜巻、高潮等）（n=432）

④電力･通信等の社会インフラの停止（n=420）

⑤火災･工場災害（n=448）

⑥疾病（新型インフルエンザ、デング熱等）（n=459）

⑦風評被害（うわさ、Webサーバへのアクセスの集中）（n=275）

⑧テロ（予告･破壊行為）、サイバーテロ（n=280）

実施した（利用部門も含めて） 実施した（IT部門内で） 実施していない

・「Ｔ部門内で実施した」割
合は「ＩＴリスク」では1/4、
「古典的リスク」や「新しい
リスク」では約１割。
いずれのリスクでもＩＴ部門
として共通に実施する「訓
練や演習」が約１割あると
いうことであろう。

・業種別に見ると、「金融」
は相変わらず実施割合が
高いが、遅れていた「商
社・流通」および「素材製
造」は０９年度になって改
善が図られている。
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新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ対策の実施状況はまだ目の前にあるﾘｽｸ
の手当てが中心で、臨時のIT投資の執行は期待できない

新型インフルエンザ
対策の実施状況

14%

18%

15%

16%

17%

20%

28%

9%

1%

3%

21%

28%

23%

32%

30%

21%

24%

21%

19%

19%

65%

54%

61%

53%

53%

59%

48%

70%

80%

78%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

①システムの縮退運用の優先度の検討（n=928）

②自社のシステム運用･保守要員の確保（n=932）

③システム運用･保守業務の委託先のサポート確保（n=930）

④在宅勤務のシステム対応の構築･運用ルールの見直し（n=932）

⑤自宅待機社員とのコミュニケーション方法の確保（電話会議システム等含む）
（n=933）

⑥安否確認システムの見直し（新型インフルエンザを追加する等）（n=927）

⑦新型インフルエンザ発生時の部門内の出退勤の管理（出張制限･部署間のテレビ
会議の導入等）（n=934）

⑧CIO等の責任者が罹患した場合の指揮命令系統の切り替え要領（n=923）

⑨運用形態の中長期的な見直し（自前からSaaSへの切り替え等）（n=927）

⑩上記に関連して、臨時のIT投資の執行（n=910）

実施済み 検討中 実施しない

 一次産業 素材製造 機械製造 商社・流通 金融 重要インフラ サービス

①システムの縮退運用の優先度の検討 ▲５  ▲９  ４３ １０  

②自社のシステム運用・保守要員の確保  ５  ▲５ ３０ １０ ▲８

③運用・保守業務の委託先のサポート確保   ▲１１  ３５ １０ ▲６
④在宅勤務の対応・運用ルールの見直し  １２ ▲５ ▲５  ８ ▲６
⑤自宅待機社員とのコミュニケーション  １４ ▲７  １６ ６ ▲６

⑥安否確認システムの見直し  ６ ▲６  ３４ ９ ▲８

⑦発生時の部門内の出退勤の管理     ３６   

⑧指揮命令系統の切り替え要領   ▲７  ３７   

⑨運用形態の中長期的な見直し     ２３   

⑩上記に関連して、臨時のIT投資の執行     １１   

新型インフルエンザ
対策の実施状況
（実施する対策の
業種グループ別乖
離度）

・一番実施割合が多かった
のは、システム手当て以前
に手を打てる「⑦新型インフ
ルエンザ発生時の部門内の
出退勤の管理」。

・「⑩臨時のＩＴ投資の執行」
は「検討中」が１９％で「実
施」は僅か３％。当面は不況
の影響で臨時のＩＴ投資の執
行はあまり期待できない。
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IT部門としてのﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸ対策 1/3 （ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより）
新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞへの対応方法で苦労した点・工夫した点

（C）JUAS 2010

企業毎に対応方法は千差万別であるが、対応の考え方に共通点も見られる。
各社の共通の本音は、「今回の新型インフルエンザが弱毒性で良かった」と
いうことである。

何が大変だったかというと発注先への協力依頼で、当時はどこにもそんなガイドラインはなく、出
たとこ勝負の感じでした。それに、安否確認の仕組みがありますが、実際にテストしてみると、5
～10％位返信がなかった。その他の面でも、経営者や事務局に意識づけができ、一定のコスト
がかかってもやむを得ないという理解がなされたと思います。パンデミックでは、当初の過剰反
応が難しいですね。大阪でなったときに、売上が落ちたりしました。

ネットワークがパンクしないように環境を整備するのに苦労しました。また、普段やっている人は
よいけれども、急遽対象になった人をどのように教育するのか、結構時間もかかるし、事前にや
っておいても、半年、1年も使わないと忘れてしまうし、この辺は悩ましいです。

オペレーターには、自宅にいてもマシンの状況を監視できる特権を与えているので、コンピュー
タセンターが無人でも運転できます。ただ、誰も居ないときに火災などになったら・・・。

モバイルPCは持ち帰れるようにしていました。ただ、セキュリティ面で持ち出しを禁止していたの
であまり広がっていませんでした。今回1週間停止のときもあったので、初めて実施できました。

致命的ではないので、インフルエンザの予防を徹底するしかないと思っています。実際は、体力
が落ちて感染しないように残業時間を短くするとか、生活指導をするとかが大事だと思います。
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IT部門としてのﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸ対策 2/3 （ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより）
新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞへの対応方法で苦労した点・工夫した点

（C）JUAS 2010

単なる風邪であるということで、何もしていません。

今回のインフルエンザは順次だったので、1週間位なら何とか凌げると思いました。それより、
地震で一斉に止まる方が非常にリスクを感じます。起こったときにどうできるかの質が重要だ
と考えています。それに、準備するコストがかかるので、どこまでやるのかといつも思います。

在宅で仕事することを前提に事業継続を考えるというよりは、在宅で仕事するのは例外の前
提で、仕事を止めるほうに偏っています。組合員を含めて、「パンデミックの場合には家での仕
事も認める」と割り切れば、もう少しちゃんと継続できるでしょう。

ある役職以上の方にモバイル環境を提供して、実際に使えるかどうかを日頃テストしている企
業もあるそうですが、相当コストがかかるので、まだそこまで踏み込めないのが現状です。会
社から自宅にメールを送ることも禁止しているので、そんな簡単な話ではないと思います。

運行に支障がないように、データセンターの運営・保守要員の２交替制シフトとか、在宅とかを
検討しています。経営サイドから見ると、ITを活用して危機にコミュニケーションをうまく取れる
方法を提供できないかと言われています。ただ、設備投資は多大なものになるし、通信料金体
系もあるので、安い電話会議を充分活用してくださいと言っています。

全員にエマージェンシーコールのシステムを入れるのに結構苦労しました。インフルエンザの
ときに、あなたは38度以上の熱がありますか等の問い合わせが自動的に来て、皆さんがケー
タイやモバイルから答える仕組を全員しかも役員の方々にもやるのは大変でした。
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IT部門としてのﾊﾟﾝﾃﾞﾐｯｸ対策 3/3 （ｲﾝﾀﾋﾞｭｰより）
新型ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞへの対応方法で苦労した点・工夫した点

（C）JUAS 2010

全社でリスクマネジメント委員会をつくりました。強毒性になるとわかりませんが、社員全員が同
時に罹って休まなければならないような大変な状況ではなさそうだということが見えてきていま
す。サービスのトラブルと、インフルエンザと、大規模災害が起こったときの話では、そんなに対
応は変わらないというのが、リスクマネジメント委員会の方向づけです。

オペレーションを外注しています。マニュアルは整備されていますが、いざとなれば子会社がオ
ペレーションできるようにするために、マニュアルを見直したり、実際に1日やってもらったりして
います。折角やったので、今後も、定期的に訓練をやったほうがいいかもしれないですね。

課題抽出できていないというのが正直なところです。ただ、DRで最悪の場合は基幹システムとメ
ールだけは動くようにしたので、そのレベルで甘えている状態です。パンデミックが数週間ならよ
いけれど、2～3ヵ月となったときの課題にこれから取り組まないといけないところです。

総務部門が主管となって対策本部をつくり、検討してきました。IT部門としてやらなければいけな
いことは2つ。1つはパンデミックが起きたときの情報をいち早く社員に伝えるために、携帯電話
等からアクセスできるWebサイトを作ること。もう1つは、リモートアクセス環境の手配です。

パンデミックが取り沙汰されて、出張を遠慮するという話になりましたが、Web会議で参加するス
タイルができていて、6月は従来の倍増位の利用頻度でした。これはやっておいてよかったとい
う感じですね。様々な取組によって、かなりBCPの理解度が深まり、やらなければいけないとい
う業務部門などの意識がすごく高まったのが良かった。弱毒性で本当によかったです。
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4. 2009年度の企業の主なIT動向

（C）JUAS 2010

1. 回答企業のプロフィール
2. 重点テーマ1 経営環境の変化に対応したIT活用

①新テクノロジの導入と評価
②グリーンIT

3. 重点テーマ2 システムの信頼性・安定性の確保
①契約
②情報システムの信頼性

4. 2009年度の企業の主なIT動向
①IT予算
②IT投資・評価
③IT推進組織
④IT人材
⑤システム開発とシステム運用
⑥ITの導入と評価（ハードウェア）
⑦リスクマネジメント（情報セキュリティ・内部統制・BCP・IFRS）
⑧ITを活用したビジネスイノベーション

225225
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＜ITを活用したﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ＞
JUASでは「ﾋﾞｼﾞﾈｽｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ」を「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」と
「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革」に分けて定義している

ビジネスモデルの変革
（新技術を活用した

画期的なｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ）

ビジネスプロセスの変革
（日々の改善を
積み上げていく

漸進的ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ）

Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
た
ビ
ジ
ネ
ス
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

④業務プロセスの変革

⑤現場改善

⑥組織の改革を支える基盤の確立

①ビジネス自体の変革

②商品・サービスの創造

③顧客確保・拡大

記者発表会
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＜IT部門に対する経営層からの期待とIT部門の貢献度＞
経営企画部門からの評価は大幅に悪化、「遅れている」が「ﾋﾞｼﾞﾈｽ
ﾓﾃﾞﾙの変革」では1/3、「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革」では4割に

ＩＴを活用したビジネスイノベーションの達成レベル（経営企画部門の回答）

DI値

09年 08年 07年

▲27 ▲21 ▲21

▲27 ▲17 ▲22

▲29 ▲20 ▲20

▲34 ▲22 ▲24

6%

7%

5%

6%

53%

51%

53%

47%

33%

34%

34%

40%

8%

8%

8%

7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①ビジネス自体の変革

②商品・サービス創造

③顧客確保・拡大

B  ビジネスプロセスの
変革

A
　

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
の

変
革

進んでいる 同業他社並み 遅れている わからない

・０９年度の「ＤＩ値」は「ビジネスプロセスの変革」（０８年度▲２２→▲３４：１２ポイント低下）の方が
「ビジネスモデルの変革（①②③の平均）」（０８年度▲１９→▲２８：９ポイント低下）より大幅に悪化。
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経営層からのＩＴ部門への期待・貢献領域は｢ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽ
の変革」だが、期待に応えられている企業が半数を切った

ＩＴ部門への経営層からのビジネス
イノベーションの期待・貢献領域
（09年度）

ＩＴ部門への経営層からのビジネス
イノベーションの期待・貢献領域
（08年度）

2%

1%

2%

8%

23%

18%

19%

48%

17%

17%

19%

14%

14%

13%

13%

11%

27%

7%

16%

16%

18%

11%

34%

29%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A．ビジネスモデルの変革 ①ビジネ
ス自体の変革（n=820）

A．ビジネスモデルの変革 ②商品・
サービス創造（n=819）

A．ビジネスモデルの変革 ③顧客確
保・拡大（n=819）

Ｂ　ビジネスプロセスの変革
（n=2464）

1．（期待されており）応えられえている 2．（期待されており）一部は応えられている

3．（期待されており）応えられていない 4．（期待されており）どちらともいえない

5．期待されていない 6．わからない

2%

2%

2%

5%

26%

17%

21%

40%

17%

18%

16%

18%

13%

13%

15%

14%

23%

30%

26%

8%

19%

20%

19%

16%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

A ビジネスモデルの変革　
①ビジネス自体の変革

A ビジネスモデルの変革　
②商品・サービス創造

A ビジネスモデルの変革　
③顧客確保・拡大

Ｂ　ビジネスプロセスの変革

(期待されており）応えられている (期待されており）一部応えられている

(期待されており）応えられていない (期待されており）どちらともいえない

期待されていない わからない

・「ビジネスプロセスの変革」に「応えら
れている」企業は０８年度の５６％より１
１ポイント低下して４５％に留まる。

・大企業は６０％と０８年度と同様だが、
１０００人未満の企業が５１％→３７％と
大幅に減少。

・中堅・中小企業は、IT投資額が抑制
される状況下では、目先の課題に追
われ、「ビジネスイノベーション」の領
域まで踏み込めていない。

記者発表会
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24%

19%

16%

12%

12%

7%

5%

3%

2%

7%

7%

18%

14%

8%

10%

14%

3%

18%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事業部門のIT理解と
リーダーシップの発揮

経営トップの理解

効果的なテーマの選定

IT部門の役割の拡大、
位置づけの革新

「ビジネスイノベーション」推進の
専任組織の設置

CIOの強いリーダーシップの発揮

ビジネスプロセスを変革する
手法の活用

変革を担う人材に対する
人事評価制度の工夫

その他

1位（n=226）

2位（n=191）

38%

21%

13%

8%

8%

6%

3%

1%

1%

19%

22%

10%

7%

19%

2%

4%

0%

17%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

効果的なテーマの選定

経営トップの理解

事業部門のIT理解と
リーダーシップの発揮

ビジネスプロセスを変革する
手法の活用

CIOの強いリーダーシップの発揮

IT部門の役割の拡大、
位置づけの革新

「ビジネスイノベーション」推進の
専任組織の設置

変革を担う人材に対する
人事評価制度の工夫

その他

1位（n=332）

2位（n=281）

229

｢ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙの変革」でIT部門が経営層の期待に応えるた
めには「効果的なﾃｰﾏの選定」と「経営ﾄｯﾌﾟの理解」が必要

・「効果的なテーマの選定」が０８年度２４％→３８％
と大きく伸びた。その理由のひとつはＩＴ投資額が減
少する環境では、効果が期待できる分野をかなり絞
りこまざるを得なかったこと。

・期待に応えられない理由は「事業部門のＩＴ理解
とリーダーシップの発揮」が０８年度１２％（３位）
→２４％で１位になった。

｢ビジネスモデルの変革」でＩＴ部門が経営の
期待に応えられない理由＜上位２つ＞

｢ビジネスモデルの変革」でＩＴ部門が経営の
期待に応えられている理由＜上位２つ＞

記者発表会



33%

16%

16%

13%

9%

9%

3%

0%

1%

16%

17%

20%

7%

19%

3%

3%

0%

15%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

効果的なテーマの選定

経営トップの理解

ビジネスプロセスを変革する
手法の活用

事業部門のIT理解と
リーダーシップの発揮

CIOの強いリーダーシップの発揮

IT部門の役割の拡大、
位置づけの革新

「ビジネスイノベーション」推進の
専任組織の設置

変革を担う人材に対する
人事評価制度の工夫

その他

1位（n=403）

2位（n=342）
27%

20%

13%

10%

10%

9%

6%

3%

2%

4%

11%

20%

8%

8%

14%

13%

2%

19%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事業部門のIT理解と
リーダーシップの発揮

経営トップの理解

ビジネスプロセスを変革する
手法の活用

IT部門の役割の拡大、
位置づけの革新

効果的なテーマの選定

CIOの強いリーダーシップの発揮

「ビジネスイノベーション」推進の
専任組織の設置

変革を担う人材に対する
人事評価制度の工夫

その他

1位（n=207）

2位（n=179）

（C）JUAS 2010 230

｢ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽの変革」で期待に応えるためには「効果的なﾃｰ
ﾏの選定」と「ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛｾｽを変革する手法の確立」が必要

・上位の回答は「ビジネスモデルの変革」とほぼ同
様の傾向。「効果的なテーマの選定」と「変革する手
法の活用」は０８年度より５ポイント増加。

・上位の回答は「ビジネスモデルの変革」「０８年度」と
ほぼ同様の傾向。２位まで含めると「ＩＴ部門の役割の
拡大、位置づけの革新」が２位となる。

記者発表会

｢ビジネスプロセスの変革」でＩＴ部門が経営の
期待に応えられている理由＜上位２つ＞

｢ビジネスプロセスの変革」でＩＴ部門が経営の
期待に応えられない理由＜上位２つ＞



38

28

11

15

15

12

54

20

24

13

8

11

6

2

2

11

-14

-24

-26

-23

-19

-32

-67

-37

-70 -50 -30 -10 10 30 50 70

①経営者自らの経営判断に基づき、企業改革や業務改革の道具と
して常にITを戦略的に活用する可能性を探求している

②企業改革にITにおける技術革新の成果を生かし、日々の細かな
改善を含め、中長期にわたり、取組みをリードしている

③取り組むべき企業改革や業務改革の内容を明らかにして、その実
現に向けたIT投資の優先順位を常に明確に現場に示している

④ITを活用し、競争優位の獲得に必要な情報や業務を可視化し、か
つステークホルダーへの情報開示や透明性の確保に取り組んでい

⑤「見える化」した情報や業務を「共有化」し、企業内での部門を超
えた業務間連携、業種・業態・規模を超えた企業間連携を促す情報

⑥ITを活用し、個々の企業の枠にとらわれず、業務やシステムの組
み替えや、必要な情報を迅速かつ最適に活用できる事業構造への

⑦最適なIT投資・IT活用を実現するために、CIOを任命し、経営者と
ともに企業改革や業務改革に取り組んでいる

⑧IT活用がもたらすリスクと、問題が発生した際のステークホルダー
や社会に及ぼす影響を正しく認識し、その管理を徹底している

グループA：CIO グループB：担当役員 グループC：なし

231231

＜ITを活用した企業経営を実践するための経営ﾄｯﾌﾟの取り組み状況＞
CIOの有無と経営ﾄｯﾌﾟの「IT経営度」には明らかに正の相関関係が
ある、CIOがいる企業ほど「IT経営」への取り組みが進む

ＩＴを駆使した企業経営を実現するための経営トップの取り組み（グループ別ＤＩ値）

・事前に設定した仮説の一つ、「CIO等のIT戦略に関する経営職を設置している企業ほど、IT経営度が高
い」という仮説を立証するため、「役職として定義されたCIOがいる」企業群（グループA）：８％、「（CIOは
定義されていないが）IT部門・業務を担当する役員がいる」企業群（グループB）：５１％、「CIOもIT担当役
員もいない」企業群（グループC）：４２％に三分し、回答傾向を比較した。

・グループ間の差異をより鮮明にするために、「十分実践している」「ある程度実践している」と回答した
比率合計と、「あまり実践していない」「ほとんど実践していない」と回答した比率合計の差分をDI値とし
た。

53

37

32

41

33

36

52

44

17

5

14

12

16

-8

-13

9

-14

-24

-19

-15

-9

-24

-69

-26

-70 -50 -30 -10 10 30 50 70

①【経営とITの融合】　経営者自らの経営判断に基づき、企業改革
や業務改革の道具として常にＩＴを戦略的に活用する可能性を探求し

②【改革のリード】　企業改革にＩＴにおける技術革新の成果を生か
し、日々の細かな改善を含め、中長期にわたり、取組みをリードして

③【優先順位の明確化】　取り組むべき企業改革や業務改革の内容
を明らかにし、その実現に向けたＩＴ投資の優先順位を常に明確に現

④【見える化】　ＩＴを活用し、競争優位の獲得に必要な情報や業務を
可視化し、かつステークホルダーへの情報開示や透明性の確保に

⑤【共有化】　「見える化」した情報や業務を「共有化」し、企業内で
の部門を超えた業務間連携、業種・業態・規模を超えた企業間連携

⑥【柔軟化】　ＩＴを活用し、個々の企業の枠にとらわれず、業務やシ
ステムの組み替えや、必要な情報を迅速かつ最適に活用できる事

⑦【CIOと高度人材の育成】　最適なＩＴ投資・ＩＴ活用を実現するため
に、CIOを任命し、経営者とともに企業改革や業務改革に取り組んで

⑧【リスク管理】　ＩＴ活用がもたらすリスクと、問題が発生した際のス
テークホルダーや社会に及ぼす影響を正しく認識し、その管理を徹

グループA：CIO グループB：担当役員 グループC：なし

2009年度 2008年度

記者発表会

（C）JUAS 2010



11%

9%

9%

7%

7%

5%

27%

7%

42%

41%

28%

34%

34%

34%

42%

36%

32%

28%

35%

34%

34%

34%

16%

34%

8%

16%

19%

22%

20%

20%

12%

19%

7%

4%

4%

5%

8%

5%

7%

3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①経営者自らの経営判断に基づき、企業改革や業務改革の道具として
常にITを戦略的に活用する可能性を探求している（n=74）

②企業改革にITにおける技術革新の成果を生かし、日々の細かな改善を
含め、中長期にわたり、取組みをリードしている（n=74）

③取り組むべき企業改革や業務改革の内容を明らかにして、その実現に
向けたIT投資の優先順位を常に明確に現場に示している（n=74）

④ITを活用し、競争優位の獲得に必要な情報や業務を可視化し、かつス
テークホルダーへの情報開示や透明性の確保に取り組んでいる（n=74）

⑤「見える化」した情報や業務を「共有化」し、企業内での部門を超えた業
務間連携、業種・業態・規模を超えた企業間連携を促す情報基盤構築や

バリューチェーンの最適化に取り組んでいる（n=74）

⑥ITを活用し、個々の企業の枠にとらわれず、業務やシステムの組み替
えや、必要な情報を迅速かつ最適に活用できる事業構造への転換に取り

組み、経営環境の急速な変化に柔軟に対応している（n=74）

⑦最適なIT投資・IT活用を実現するために、CIOを任命し、経営者とともに
企業改革や業務改革に取り組んでいる（n=74）

⑧IT活用がもたらすリスクと、問題が発生した際のステークホルダーや社
会に及ぼす影響を正しく認識し、その管理を徹底している（n=74）

十分実践している ある程度実践している どちらともいえない あまり実践していない ほとんど実践していない

25%

14%

14%

9%

9%

9%

25%

17%

39%

39%

38%

46%

42%

41%

43%

41%

25%

30%

28%

30%

30%

36%

16%

28%

7%

10%

14%

10%

14%

10%

9%

10%

4%

4%

4%

7%

4%

4%

6%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①【経営とITの融合】　経営者自らの経営判断に基づき、企業改革や業務改革の道

具として常にＩＴを戦略的に活用する可能性を探求している（n=69）

②【改革のリード】　企業改革にＩＴにおける技術革新の成果を生かし、日々の細かな

改善を含め、中長期にわたり、取組みをリードしている（n=69）

③【優先順位の明確化】　取り組むべき企業改革や業務改革の内容を明らかにし、そ

の実現に向けたＩＴ投資の優先順位を常に明確に現場に示している（n=69）

④【見える化】　ＩＴを活用し、競争優位の獲得に必要な情報や業務を可視化し、かつ

ステークホルダーへの情報開示や透明性の確保に取り組んでいる（n=69）

⑤【共有化】　「見える化」した情報や業務を「共有化」し、企業内での部門を超えた業

務間連携、業種・業態・規模を超えた企業間連携を促す情報基盤構築やバリュー

チェーンの最適化に取り組んでいる（n=69）

⑥【柔軟化】　ＩＴを活用し、個々の企業の枠にとらわれず、業務やシステムの組み替

えや、必要な情報を迅速かつ最適に活用できる事業構造への転換に取り組み、経営

環境の急速な変化に柔軟に対応している（n=69）

⑦【CIOと高度人材の育成】　最適なＩＴ投資・ＩＴ活用を実現するために、CIOを任命

し、経営者とともに企業改革や業務改革に取り組んでいる（n=69）

⑧【リスク管理】　ＩＴ活用がもたらすリスクと、問題が発生した際のステークホルダー

や社会に及ぼす影響を正しく認識し、その管理を徹底している（n=69）

十分実践している ある程度実践している どちらともいえない あまり実践していない ほとんど実践していない

（C）JUAS 2010 232232

CIOがいる企業の「実践している」を08年度と比較すると「⑧ﾘｽｸ管理：
+15P」「③優先順位の明確化：+15P」「④見える化：+12P」等ほぼ全項
目で飛躍的に向上、最も注力しているのが「CIOと高度人材の育成」

ＩＴを駆使した企業経営を実現するための経営トップの取り組み（グループA：CIOがいる）

2009年度 2008年度

・担当役員がいる企業では、「③優先順位の明確化：＋７ポイント」「⑤共有化：＋４ポイント」「見える化：＋２ポイ
ント」が増加しているものの、その他の項目では減少させている。明確な役割が決まっていないのでアクションが
見えにくい。「ＩＴ経営憲章」も意識されていないのではないか。
・ＣＩＯがいない企業では、０８年度と比較してＤＩ値は改善されているが、「ＩＴ経営」への取り組みレベルは低い。

記者発表会
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19%
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49%
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24%

22%

28%
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15%

17%

24%

7%
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9%

5%

9%

2%

2%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=832）

一次産業（n=95）

素材製造（n=122）

機械製造（n=220）

商社・流通（n=166）

金融（n=52）

重要インフラ（n=48）

サービス（n=129）

40～30ポイント 29～20ポイント 19～10ポイント 9～1ポイント

（C）JUAS 2010 233233

業種別では「金融」のﾎﾟｲﾝﾄ配分が抜きん出ている、「金融」は
CIO設置率が相対的に高いのでこれに呼応した傾向といえる

ＩＴを駆使した企業経営を実現するための経営トップの取り組み（業種グループ別）

・この図表では、IT経営の原則①～⑧のそれぞれに対し、「十分実践している」→5ポイント、「ある程度実
践している」→4ポイント、「どちらでもない」→3ポイント、「あまり実践していない」→2ポイント、｢ほとんど実
践していない｣→1ポイントとして加算し、ポイント合計の範囲を区分して、それぞれに入る回答企業比率を
示している。
ポイント合計が高い区分のパーセンテージが高い業種ほど、IT経営への取組み度合いが高い。

15%

13%

10%

12%

15%

32%

11%

22%

55%

56%

56%

57%

54%

60%

61%

50%

22%

26%

25%
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6%

24%

19%

7%

5%

9%

8%

8%

2%

4%

9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=957）

一次産業（n=110）

素材製造（n=142）

機械製造（n=245）

商社・流通（n=181）

金融（n=50）

重要インフラ（n=72）

サービス（n=157）

40～30ポイント 29～20ポイント 19～10ポイント 9～1ポイント

2009年度 2008年度

二大報告会



これまでのＩＴ経営に関する取り組み

ＩＴ経営憲章

1.【経営とＩＴの融合】
2.【改革のリード】
3.【優先順位の明確化】
4.【見える化】
5.【共有化】
6.【柔軟化】
7.【CIOと高度IT人材育成】
8.【リスク管理】
9.【環境への配慮】

10.【国内企業全体の底上げ】

Ｉ
Ｔ
経
営
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ

平成１９年より、
ユーザー企業のCIO約３０名
で議論

 平成１９年１１月より、民間企業において、ＩＴを活用した業務改革に取り組んでいるＣＩＯを中心に、
「ＣＩＯ戦略フォーラム」を組織化。

 平成２０年６月に、経営者が実践すべき項目をまとめた「ＩＴ経営憲章」とＩＴ経営のエッセンスをま
とめた「ＩＴ経営ロードマップ」を策定。

 ＩＴ経営が競争力に直結するためには、先進事例の普及やCIO人材育成など更なる努力が必要。

CIO戦略フォーラム

JUAS自主事業

プロフェッショナルコミュニティへ

2009年度 経済産業省・委託事業

連携

・IT経営ロードマップ改訂
・パートナーシップ構築

【産学連携】

・CIO人材育成カリキュラム策定

イノベーション経営カレッジ

記者発表会
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ビジネスモデルと業務改革・情報システムとの関係
～業務ルールの単純化・標準化と多様化のバランス～

部分最適段階

シ
ス

テ
ム

の
発

展
段

階

ビ
ジ

ネ
ス

モ
デ

ル
（
ア

イ
デ

ィ
ア

）

アクション

情報（ヒント）
提供

企業・産業横断的
最適化企業群

組織全体最適化企業群

部⾨内最適化企業群

情報システムの導⼊

全体最適段階

見える化
（業務・情報システム）

共有化

柔軟化

見える化
（業務・情報システム）

共有化

柔軟化
見える化

（業務・情報システム）

共有化

柔軟化

部門の壁

会社の壁

コア業務非ＩＴ

コア業務ＩＴ

ステップアップ

ステップアップ

ステップアップ

記者発表会
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「IT経営憲章」（ITを我が国の競争力の糧とするための10原則）
CIO戦略ﾌｫｰﾗﾑが取りまとめ08年6月に経営者をﾒﾝﾊﾞｰとするIT経営協議会で採択

経営者は、グローバル化する経済の中で、国際競争力を獲得し、社会に有用な価値を提供し続けるために、
次の10原則に基づき、ＩＴを駆使した企業経営を実践する。

1. 【経営とＩＴの融合】経営者は、自らの経営判断に基づき、企業改革や業務改革の道具として常にＩＴを戦略的
に活用する可能性を探求する。

2. 【改革のリード】経営者は、企業改革にＩＴにおける技術革新の成果を生かし、日々の細かな改善を含め、中
長期にわたり、取組みをリードする。

3. 【優先順位の明確化】経営者は、取り組むべき企業改革や業務改革の内容を明らかにして、その実現に向け
たＩＴ投資の優先順位を常に明確に現場に示す。

4. 【見える化】経営者は、ＩＴを活用し、競争優位の獲得に必要な情報や業務を可視化し、かつステークホルダー
への情報開示や透明性の確保に取り組む。

5. 【共有化】経営者は、「見える化」した情報や業務を「共有化」し、企業内での部門を超えた業務間連携、業種・
業態・規模を超えた企業間連携を促す情報基盤構築やバリューチェーンの最適化に取り組む。

6. 【柔軟化】経営者は、ＩＴを活用し、個々の企業の枠にとらわれず、業務やシステムの組み替えや、必要な情報
を迅速かつ最適に活用できる事業構造への転換に取り組み、経営環境の急速な変化に柔軟に対応する。

7. 【ＣＩＯと高度人材の育成】経営者は、最適なＩＴ投資・ＩＴ活用を実現するために、ＣＩＯを任命し、ともに企業改

革や業務改革に取り組む。また、産学官、ユーザー・ベンダの垣根を越えて、ＩＴを駆使した企業改革を推進で
きる高度人材の育成・交流を推進する。

8. 【リスク管理】経営者は、ＩＴ活用がもたらすリスクと、問題が発生した際のステークホルダーや社会に及ぼす
影響を正しく認識し、その管理を徹底する。

9. 【環境への配慮】経営者は、環境に対する企業責任を認識し、ＩＴ活用によるエネルギー効率向上や省資源化
に取り組む。

10. 【国内企業全体の底上げ】経営者は、ＩＴ投資から最大限の効果を引き出すためにも、中小企業等企業規模
や業種の如何を問わず、企業の枠を超えて我が国企業全体のＩＴ経営の改善・普及に取り組む。

記者発表会
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＜JUASの見解＞ 目指すべき新たなCIO像

全社横断のビジネス変革

目
指
す
べ
き
Ｃ
Ｉ
Ｏ
像

ＩＴガバナンス確立

情報活用による経営戦略
の創造

部門や組織を越えてグローバル全体を
横断して、ITを活かした「ビジネスモデル
の変革」「ビジネスプロセスの変革」を推
進し、企業の競争力向上に貢献する

企業グループ全体のＩＴ活用を俯瞰し、業
務、ＩＳの構造と共に、企業グループ全体
のＩＴ部門の機能と役割を変革し、企業の
“全体最適化”実現に貢献する

企業内外の事実に基づく情報を組織的
かつ系統的に蓄積、分析、活用し、経営
戦略上の各種の意思決定に有用な知識
や洞察を生みだす仕組みを作り、新しい
ビジネスを創造する

Chief
Intelligence

Officer

Chief
Innovation

Officer

Ｃ
Ｉ
Ｏ

Ｉ
Ｔ
部
門
長

Chief
Information

System
Officer

情報システムの最適化

• CIOは、これまでの情報システムの最適化の役割に加えて、組織や部門を超えて企業グループ全体
を俯瞰した、経営の変革を強力に推進する主導的役割が求められる

情報システムの適切な運用や管理を行
い、企業内の情報システムの最適化を実
現する

ミッション（役割） 役割定義

Chief
Information

Officer
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ご清聴ありがとうございました
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関連記事ご紹介
「企業IT動向調査2010」記者発表会 （10年4月9日）

◆＠IT情報マネジメント(10年4月9日)
投影のみ
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関連記事ご紹介
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◆IT mediaエンタープライズ（10年4月9日） ◆日経ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ・Report （10年4月15日）
投影のみ


